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要旨 

 

Theodore Levitt は、企業の衰退理由として｢誤った事業定義方法｣をあげ、｢事業定義は

製品ではなく、『機能』（顧客価値）によるべきである｣と主張している。そこからは、｢企

業は、機能による適切な事業定義により、持続的に成長することが可能である｣という仮説

が導き出せる。一方、持続的成長を達成している企業の観察からは、それらが事業定義を

見直し変化させている実態が確認できる。また、事業定義の重要性は実務家には認識され、

それに関して事例研究や事業定義方法の提示が行われてきたが、経営成果との関係から統

計的に多数の企業に共通した傾向をとらえようという試みは少ない。これらを踏まえ、本

論文の目的は、複数業界の多数の企業について、公開された事業定義と経営成果、特に成

長性の一般的な関係性を統計的に検証することにある。 

 

本論文では、まず、Levitt の主張等より事業定義と企業の持続的成長の関係についてモ

デルを構築し、それに基づき仮説を設定し、実証的な検証を試みる。日本の電機・化学企

業各 50 社について、企業ごとに有価証券報告書やアニュアルレポート等の公開資料から抽

出した過去の事業定義を、評価パネルを用いて「機能性」（機能を含む度合い）から評価し、

評価結果と経営成果の関係を統計的に分析する。結果として、両業界に共通して、事業定

義の機能性と成長性（連結売上伸び率）の間に正の相関性を確認し、Levitt の主張から導

出した仮説が実証された。但し、その際の相関係数は、成長性の差を機能性の差で十分に

説明できる程高いものではなかった。 

 

そこで、次に、企業成長に関係する第２の変数として、組織全体における機能の整合性

について検討する。具体的には、全社事業定義の機能が、経営理念や長期経営計画から、

事業分野や事業ごとの戦略を経て整合性をもって製品・サービスに下方展開され、各部署

でイノベーションを引き起こし、持続的成長に結びつくという仮説的メカニズムを設定し、

機能性の高い全社事業定義の企業群のケース研究や、文書データの内容分析等により検証

する。ケース研究等により、全社事業定義と事業分野・事業の事業定義の｢整合度｣（機能

に関する整合性の度合い）の高さが、業務プロセスや製品・サービスを経て、成長性の高

さに結びつくという整合度と成長性の関係性を確認した。また、新製品プレスリリースの

内容分析により、全社事業定義と製品・サービス間の整合度と成長性の相関性を確認した。

さらに、機能性中位・下位企業群による同様の分析を加えて重回帰分析を試み、限定され

た機能性の範囲において、成長性が機能性と整合度である程度説明可能なことを実証した。 

 

以上より、企業が持続的に成長するためには、全社の事業を機能で定義することと、そ

の機能を事業分野、事業、製品・サービスへと整合性をもって展開することの両方が重要

であるという結論を得た。これらの結果を踏まえ、持続的成長を実現すべく、現場から発
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信される文書データのテキストマイニングにより、自社事業を定義する具体的な方法を提

示する。 

 

 

 

 

 

ABSTRACT 

 
This thesis attempts to explore the relationship between business definition and corporate 

performance in order to prove the hypothesis drawn from Theodore Levitt’s idea that a company 
could continue growing, if it properly defined its business by function (customer value), based 
on an empirical study of each 50 electric/electronics and chemical companies. The relationship 
between ‘functionality’ (magnitude that function is contained) in the past business definitions 
rated by an evaluation panel and time series performance data up to present has been 
statistically analyzed and there is positive correlation between functionality and sales growth 
rate with both industries, which thus supports the hypothesis. However, the correlation 
coefficients are not large enough to sufficiently explain the causal relationship between the two 
variables. It is presumed that even the corporate business definition is functional, if the function 
is not fully aligned through the whole company, the growth rate still will be lower.  

Therefore, the second hypothesis is empirically tested with selected electric/electronics 
companies which is indicated that among the companies with highly functional business 
definitions, the ones holding larger ‘alignment degree’ (magnitude of alignment in terms of 
function) of corporate, divisional business definitions, and products/services will continuously 
grow at a higher rate than others. Certain relationship between alignment degree of corporate 
and divisional business definitions and growth rate is identified and clarified based on four 
companies’ cases. By content analysis, measuring appearance frequency of the key words 
forming business definitions in new product press releases with ten companies, positive 
correlation between the frequency (alignment degree) and growth rate is also identified. These 
results explicitly support the second hypothesis. It is also found that a multiple regression model 
is applicable to the group of companies within certain functionality range that well explains 
growth rate by functionality and alignment degree.  

Based on the conclusion that both the functionality in the business definition and the 
alignment in terms of function throughout the whole organization are essential for the corporate 
growth, this thesis presents a procedure to define businesses by text mining of text data in the 
field. 
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第１章 序論 

本章では、本研究の背景、目的、方法について概説し、論文全体の構成について触れる。 

 

1.1 研究の背景 

事業定義の重要性を最初に指摘したのは、米国の経営学者 Theodore Levitt である。

Levitt(1960)は、企業の衰退理由として、事業の定義を誤り、狭い範囲の中に自社を閉じ

込めていることをあげた。米国における鉄道会社の衰退は、旅客と貨物の輸送需要が減っ

たためではなく、｢鉄道｣という製品にこだわり自社事業を｢鉄道事業｣ととらえ、｢輸送事業｣

ととらえなかったためとしている。その結果、トラックやトレーラー輸送の出現により、

鉄道輸送に対するニーズが侵食されていくことになる。同じく米国の映画会社の衰退は、

自社事業を｢映画を作る事業｣ととらえ、｢娯楽を提供する事業｣ととらえなかったためであ

り、テレビの出現により娯楽提供機能が取って替わられたのである。そして、彼は、事業

の定義は製品志向でなく、顧客志向であるべきで、｢顧客価値による満足提供行為｣によっ

て表現すべきだとしている。ここから導き出される仮説は、｢事業を顧客価値により適切に

定義し直すことで、企業は生き残り成長し続けることが可能である｣というものである。 

そのように事業定義を適切に変化させ、成長し続けている企業がある。 

IBMは、パソコンの登場により、主力の汎用大型コンピュータ事業の成長性・収益性が低

下したこと等を受け、1980 年代初頭、PC事業に参入した。そのPC事業も価格競争による長

期的な低収益のため、近年、中国の連想集団に売却し、主力事業分野をコンサルティング

等の総合的な経営支援サービス分野に移している。その間、自社事業の定義を、｢低コスト

でより強力な情報処理システムを提供し、情報産業のあらゆる有望分野を手がける｣（1982

年）から、｢先進の情報技術により顧客の問題解決を支援する｣（1991 年）を経て、｢企業の

イノベーションプロバイダー｣（2004 年）へと変化させている1。その結果、同社は世界の

トップ企業であり続けている。 

セコムは、｢安全の提供｣2、｢社会システム産業｣3という事業定義の大枠の中で、一貫して

事業を拡大してきた極めてユニークな企業である。法人向けの人的警備から始まり、1970

年代の機械警備、1990 年代には空調設備等の管理や環境管理サービスまで事業の範囲を広

げた。また、警備事業のために構築した通信ネットワークを利用した情報通信サービスや

ネットセキュリティ事業にも参入している。家庭向けには、警備から在宅医療・介護・保

険等へと事業を拡大してきた。その間、｢いつでも、どこでも、だれにでも安全提供｣（1966

年）、｢安全の委託契約｣（1973 年）、｢社会の安全・家庭の安心提供｣（1981 年）、｢個別顧客

への複合的・融合的トータルシステム・サービスの提供｣（1991 年）、｢生活を安心で、便利

で、快適にするシステムやサービスの提供｣（2000 年）へと、｢低料金・高品質｣、｢トータ

                                                  
1International Business Machines Corporation Annual Report 1982、1991、2004、榊原他（1989）、Gerstner(2002)

より。 
2会社設立（1962 年）以来。 
31989 年以降。 
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ルパッケージ｣、｢安全・安心のブランド｣、｢安心のワンストップショップ｣、｢生活の安心と

利便性｣という顧客価値の広がりとともに、事業定義を変化させてきた4。その結果、オイル

ショックやバブル経済崩壊等激変する事業環境の中で、1964 年から 2001 年まで 37 年間連

続して増収増益を達成している。 

一見、Levitt(1960)の主張は、一つの事業定義でもそれがある種の広がりを持つために

環境変化に適応でき、そのために成長できるという内容にも解釈できるが、実際に数十年

にわたって持続的に成長してきた IBM やセコムは、一定期間（７年から 10 年）毎に事業定

義を見直し、変化させている。事業定義を変化させ、その時々でより適切なものと置き換

えそれを連ねていくことで、企業は成長を持続できるのである。また、環境適応過程の観

察には、数十年単位の期間が必要であり、そのため分析対象企業数も限られてくる。 

そこで、本研究では、一定期間の事業定義と企業成長の関係性に注目し、環境条件が類

似した複数企業を同一期間観察することで、Levitt(1960)の主張の検証を試みる。 

なお、Hofer and Schendel(1978)は、Levitt(1960)の顧客価値による定義を、｢機能的｣

(functional)な事業定義と呼んだが（第２章で詳述）、本論文でも｢機能｣を｢顧客価値｣と同

義ととらえ、統一的に用いることとする。また、｢機能性｣を事業定義や製品・サービスが｢機

能を含む度合い｣として用いる。 

 

1.2 研究の目的 

本論文では、まず、Levitt(1960)の主張から導き出された仮説「企業は、機能による適

切な事業定義により、持続的に成長すること5が可能である」について、日本の電機・化学

業界6企業を対象に、各種業績指標と有価証券報告書やアニュアルレポート等の公開資料か

ら抽出した事業定義の評価パネルによる評価結果の比較分析により、業界を超えた普遍性

について検証を試みる。 

Drucker(1974)は、組織全体に共通したビジョン、共通した理解、一致した方向と努力の

ために、｢われわれの事業は何か、どうあるべきか｣についての定義が必要であるとして、

事業定義の重要性を説いている。さらに、事業定義の出発点は、｢顧客をどうやって満足さ

せるか｣であると Levitt(1960)と同じ主旨のことを言っている。また、イノベーションの目

標は、企業が自分達の設定した事業定義を活動に落とし込むことにあり、イノベーション

は、科学や技術でなく｢価値創造｣であるとしている。本論文では、Levitt(1960)や

Drucker(1974)の考え方を参考にして、図 1.1 のような機能と企業成長の関係に関して仮説

的モデルを設定し、複数企業について検証する。具体的には、機能的な事業定義が組織全

体に浸透すれば、企業活動において様々な価値創造（イノベーション）が行われ、それが

                                                  
4秋場（1995）、加藤（1997、2003）、Secom Co. Ltd. Annual Report 2000、慶応大学大学院経営管理研究科（2000）、日

本経済新聞（2001）、若林（2004、134-139 ページ）より。 
5原典の｢持続的成長｣は英語で、“continued growth”。本論文でも、“continued growth”の意味で、｢持続的成長｣を用

いる。 
6電機、化学の業種区分は、証券コード協議会の分類による。従って、主要証券取引所や調査・報道機関の産業関連統計

データの分類に準拠。 
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具現化された形として、新事業や新製品・サービスが生まれ、それらを顧客に訴求するこ

とで、企業の持続的成長に結びつくというものである。ここで、｢機能的｣な定義とは、そ

れによって機能を明確に認識できる定義である（第３章で詳述）。従って、関係性の流れと

しては、事業定義→価値創造→新事業・新製品／サービスまで（第４章）は、主に組織内

部を見ており、その後の企業成長につながる部分（第３章）で外部（顧客）との相互作用

が伴う形となっている。 

要因間の関係性は、一方向でなく、市場における持続的成長から組織内部の要因へのフ

ィードバックがあり、さらに、持続的成長が達成できない場合、経営トップの交代等によ

る事業定義の変更という形での大きなフィードバックループが考えられる。 

 
事業定義へのフィードバック

 

 

 

 

 

 

図 1.1 機能と企業成長の関係 

出所：筆者作成 

 

また、成長性以外の経営成果と事業定義の関係についても、仮説を設定し検証する。経

営成果に影響を及ぼす要因として、事業戦略、それに基づく日々の意思決定とその遂行、

組織体制、管理制度や情報システム、経営資源等多数あげられるが、それらを介して、事

業定義と経営成果の間には計測可能な関係性があるはずである。このような認識の下で、

本論文の目的は、複数業界の多数の企業について、公開された事業定義と経営成果の一般

的な関係性を検証することにある。また、事業定義方法については、後述の Abell(1980)

の提唱する３要素によるものではなく、あくまでも Levitt(1960)の機能による方法に焦点

を当てる。つまり、事業定義の機能性と経営成果の関係性を検証する。 

Labovitz and Rosansky(1997)は、戦略が従業員に十分に理解され、また、従業員の意見

が戦略に反映され、従業員が顧客を巻き込みながら、顧客の要求に即応して部門横断的に

各業務プロセスを改善・遂行していれば、戦略・従業員・業務プロセス・顧客が整合し、

その結果、各要素が相互に支持・強化し合い、企業を成功に導く大きな力になると主張し

ている。実際に、本研究で分析したいくつかの機能性の高い事業定義の企業では、バラン

ス・スコアカード7等による整合取りがなされており、それが成長性の高さに関係している

可能性が示唆された（第４章で詳述）。 

                                                  
7企業のビジョンと戦略から導出した目標と業績評価指標により、財務、顧客、社内業務プロセス、学習と成長の各視点

から企業業績を見るフレームワーク(Kaplan and Norton,1996)。 

企業の
持続的成長

機能的な
事業定義

企業活動上の
価値創造＝

イノベーション

業務プロセスへのフィードバック 製品へのフィードバック

顧客から受け入れら
れる新事業

新製品
新サービス

組織全体
への浸透

機能の顧客
への訴求

機能の
具現化
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そこで、次に、これらの議論や先述のDrucker(1974)の主張を参考にしながら、機能の各

レベルとそれに対応する組織に注目し、図 1.2 のような機能整合性（機能に関する整合性）

と企業成長の関係に関するモデルを設定し検証する。具体的には、限定数の電機企業につ

いて、全社事業定義、事業分野・個別事業の事業定義、製品・サービスコンセプトという

各レベル間の機能整合性の度合いと、持続的成長の関係性を検証する。ここでのモデルと

は、組織全体で同じ機能を志向する企業においては、組織構成員間で機能をめぐる同期化8が

起こり易く、同期化は、技術開発や製品開発をはじめとする各業務プロセスでイノベーシ

ョンを引き起こし、顧客に対して、より明確な機能を提供でき、結果として企業が持続的

に成長していくというものである。つまり、事業定義の機能性の高さとともに、それが組

織内で整合性を持って浸透していることの両方がそろって、初めて持続的成長が可能にな

るというものである。 
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図 1.2 機能整合性と企業成長の関係 

出所：筆者作成 

 

1.3 研究の方法 

Levitt(1960)の議論を支持する研究は、過去にもいくつか存在するが、それらの多くは、

事例研究や事業定義方法の提示であり、統計的に多数の企業に共通した傾向をとらえよう

という試みは少ない。事例研究は、個別企業の事業定義と経営成果の間の因果メカニズム

を解明する上では有効だが、それらの間の普遍的な関係性を把握するには必ずしも適さな

い。従って、本論文の機能性と企業成長の関係に関する研究では、統計的分析を採用する。 

また、事業定義の影響が経営成果となって現れるまでの時間差を考慮し、過去の一時点

の事業定義について評価する。評価指標としては、Levitt(1960)の｢機能｣を用いる。 

経営成果指標として成長性に注目するが、事業定義の成果指標として採用されることの

                                                  
8複数の人間が相互反応している時に、時間の経過とともに無意識のうちにお互いのリズムや動作が同調していく現象。

特に、企業組織においては、ひとり一人が自由に行動しながら、全体としてはうなずきあい、無意識のうちに同調して、

その同調によってよりいっそうの行動が誘発され、全体として活動のレベルが上がっていく現象（榊原、1992）。 
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多い9収益性と企業価値についても、並行して分析する。 

分析対象期間については、以下のように設定する。 

事業定義と経営成果の関係性を計測するために、事業定義が設定されてから見直し変更

されるまで、存続する平均的な期間を分析期間とする。事業定義の存続期間を決めるため

に、次の事項について検討する。 

① 企業において事業定義の見直しは、経営トップの交代時に実施されることが多く、また、

上場企業の社長やCEOの平均在任期間は、７年から８年であること10。 

② 分析対象としている企業の有価証券報告書やアニュアルレポートの事業定義には、長期

経営計画や経営理念レベルのものが多く、長期経営計画の対象期間は５年以上であるこ

と11。 

以上より、一つの事業定義の存続期間を５年から８年と仮定する。個別には、IBMの例の

ようにこの期間より長かったり、逆に短かったりするが、本研究では、同一業界に属する

企業群の全体的傾向を把握するために、分析開始年度を含む７年間を各社に共通した分析

期間とする12。また、単年度の異常値が全体の分析結果をゆがめるリスクも考慮し、それよ

りも短い６年間についても並行して分析し、分析結果を見ながら結論に反映させていく。 

電機・化学各 50 社を分析対象とするが、両業界を選定する理由は、以下の仮定に基づく。 

① 電機業界は、IT（情報技術）関連やデジタル機器分野も含め事業環境の変化が激しく、

事業定義方法の差が短期間に経営成果の差として現れやすい。また、製品として民生用

のものが多く含まれ、事業定義が外部の評価者にも理解しやすい。 

② 化学業界の主要市場は既に成熟しており、製品ライフサイクルが長いため、事業定義の

差が経営成果に現れるまでに時間がかかる。また、製品として産業用のものが多く、評

価者にはわかりにくい事業定義をしている企業が多い。 

これら対照的な２つの業界について、別々に評価・分析した結果の中から共通点を見出

すことで、より一般性を持った結論の導出が可能となる。 

Kotler(1980)は、事業運営について組織が明示する範囲のことを、“事業ドメイン”

(business domain)と呼び、日本では、事業定義の類義語として、“ドメイン”という言葉

が頻繁に使用されるようになった（第２章で詳述）。榊原（1992）は、組織体にとっての“ド

メイン”を、｢活動範囲、領域｣とし、企業にとって“事業ドメイン”とは、｢われわれは今

どのような事業を行っており、今後どのような事業を行おうとしているのか｣を示すものと

                                                  
9Frazier and Howell(1983)、Pearce and David(1987)、David(1989)、日経産業新聞（1998）参照。全て第２章で詳述。 
10機能性評価点上位企業 36 社へのアンケート調査では、有効回答９社中７社（77.8％）が事業定義の見直し時期として、

経営トップの交代時等をあげている（第４章 4.3.2 で詳述）。経営トップの平均在任期間は、日経産業新聞（1996）では、

社長については 8.3 年、同じく日経産業新聞（2004）では、CEOについては 7.5 年となっている。 
11日本経済新聞（1983）の有力企業 35 社に対するアンケート調査結果では、18 社（51.4％）が長期経営計画として５年

以上、35 社中 30 社（85.7％）が中期経営計画として３-５年の期間の計画を策定。現在でも、リコーやセイコーエプソ

ン等では、中期経営計画として３年間、長期経営計画として中期経営計画２期分の６年間をそれぞれ対象期間としてい

る。各社の対象期間については、村上（1998、2000）、青柳（2000）参照。 
12より正確な結果を得る上では、事業定義が変化する度に、そこを基点とした分析をするのが望ましい。但し、その場合、

企業別に分析期間が異なり、時期による環境要因の差等の影響が無視できなくなる。従って、本研究では同一期間で分

析することにする。 

 
5



している。一方、企業は事業を定義することによって、自社が従事する事業の範囲（従事

しない事業との境界）を明示する。本論文では、｢事業定義の結果として明示された事業の

範囲｣を“事業ドメイン”ととらえ、それが必ずしも一般に共通して認識される概念でない

ことや、言葉の統一性から、語としては｢事業定義｣を用いる13。 

Levitt(1960)の主張に基づく仮説が実証できれば、規範論の前提が成立し、戦略構築実

務の方法論の展開に結びつく。 

機能整合性と企業成長に関する研究は、図 1.2 の仮説的メカニズムの検証を目的とする

が、このようなメカニズムの検証方法としては、まず、企業の経営トップや戦略スタッフ

等へのヒアリングやアンケート調査が考えられる。 

そこで、機能性の高い全社事業定義の電機企業４社について、ヒアリング調査や公開デ

ータの分析に基づき、ケース研究を実施する。その結果、機能性が同じように高くても、

全社と事業分野や事業別の事業定義が機能面で整合している企業と、そうでない企業では、

業務プロセスや製品・サービスのパフォーマンスに差が出ることが判明する。具体的には、

バランス・スコアカードの導入等を通して、事業定義が機能面で全社的に整合している企

業は、日本経営品質賞の受賞等、業務プロセスに卓越した成果をあげ、製品が顧客から受

け入れられヒット商品を生み、主要製品分野での市場シェアを伸ばしている。それに対し

て、整合性の乏しい企業では、業務プロセス、製品両面で、整合性の高い企業に比して見

劣りする結果となっている。これらの差が、最終的に成長性の差となって現れるのである。 

但し、このようなヒアリングやアンケート調査には、回答者や調査者の主観が入る恐れ

があるばかりか、過去になる程、記憶があいまいになったり、データが存在しなかったり

という問題が発生する。また、事業定義と業務プロセスや製品の機能面の整合性について

は定性的な評価しか得られず、複数企業間での比較が難しいという問題もある。 

これらの問題への対応策として、組織全体の機能の整合性は、もととなる全社事業定義

と末端の製品・サービス間の機能面での整合性に顕著に現れるという仮定の下に、文書デ

ータから過去の事象に関する客観的な分析が可能な内容分析(content analysis)をケース

研究と並行して用いる。Krippendorff(1980)によれば、内容分析とは、｢データをもとにそ

こから文脈に関して再現可能でかつ妥当な推論を行うための一つの調査技法14」と定義され

る。具体的には、文書の形態をとるメッセージデータをシンボリックな事象ととらえ、そ

の中における特定シンボルの出現頻度（有無を含む）やシンボル間の関係性等を定量的に

把握する調査方法と言える。 

本論文の内容分析の方法は、電機企業 25 社について、経営理念や長期経営計画の全社事

業定義のキーワードが、新製品プレスリリースに出現する頻度を計測し、それを組織全体

の整合性の指標として用いるというものである。全社事業定義の情報源に有価証券報告書

やアニュアルレポート等の投資家向け文書を、製品・サービスの機能の情報源に新製品プ

                                                  
13第２章 2.2 でのみ、例外的に“ドメイン”を使用。 
14原典p.21、邦訳 21 ページ  
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レスリリースという顧客や報道機関向け文書を用い、それらを照合するという方法である。 

以上の研究結果を踏まえ、経営現場における事業定義の方法と、組織全体での機能の整

合性の取り方を最後に提示する。 

 

1.4 論文の構成 

本論文は、次の５章から構成されている。 

第１章では、研究全体の背景、目的、方法について、Levitt(1960)の主張との関係から

記述している。 

第２章では、第３章の事業定義と企業成長や経営成果の関係に関連した既存研究を取り

上げ、さらに、事業定義とドメインの研究の関連について触れ、次に、第４章の内容分析

を経営戦略や認知状況の分析に用いた既存研究について考察する。 

第３章では、Levitt(1960)の事業定義と企業の持続的成長に関する主張の検証を試みる。

事業定義の機能性と経営成果の関係について複数の仮説を提示し、それを電機・化学企業

各 50 社により検証する。有価証券報告書やアニュアルレポート等の公開資料から抽出した

過去の事業定義を、評価パネルを用いて｢機能性｣（機能を含む度合い）の側面から評価し、

その評価結果と業績指標との関係を統計的に分析する。 

第４章では、企業成長の第２の変数として、組織全体における機能の整合性について検

討する。具体的には、全社事業定義の機能が経営理念や長期経営計画から戦略を経て製品・

サービスに下方展開され、各部署でイノベーションを引き起こし、持続的成長に結びつく

という仮説的関係について、ケース研究やプレスリリースの内容分析等により検証する。 

第５章では、それらの結果を受けて、実際の経営の場面に適用可能な、現場から発信さ

れる文書データのテキストマイニングによる事業定義手順を提示する。 

なお、本論文の第１章、第２章は、Wakabayashi(2005)、若林・長田（2007a）、Wakabayashi 

and Osada(2006)、若林・長田（2007c）に、第３章は、Wakabayashi(2005)、若林・長田（2007a）

に、第４章は、Wakabayashi and Osada(2006)、若林・長田（2007c）に、第５章は、若林・

長田（2007b）に、それぞれ基づいて記述されている（図 1.3 参照）。 
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図 1.3 本論文の構成 

出所：筆者作成 
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第２章 関連研究 

本章では、既存研究より、事業定義と経営成果の関係についての実証研究を中心に取り

上げ、本研究との関連性について触れる。また、｢事業定義｣と日本で一般的に使用される

“ドメイン”について、主要関連研究間の相互関係から考察する。さらに、内容分析によ

る経営戦略や認知状況に関連した研究に触れる。 

 

2.1 事業定義と経営成果に関する研究 

2.1.1 米国の研究 

Abell(1980)は、事業定義の要素として、顧客グループ、顧客機能、技術の３つをあげ、

それらと経営成果としての市場シェア等の関係を、５年から７年間にわたり事例により分

析し、３軸による分析の有効性を説いている。そして、コンピュータ周辺機器や ATM 業界

等における競合企業間の製品展開の差を、顧客、機能、技術の違いで説明している。しか

しながら、機能を一つの尺度で評価し、市場シェア等との普遍的な関係性を検証している

わけではない。また、当研究は、事業戦略レベルの事業定義の差による製品展開の差に焦

点を当てたものであるが、機能の各レベル間の整合性は所与としており、整合性の度合い

の影響については考慮していない。 

Frazier and Howell(1983)は、医療用品・機器卸 129 社についてのアンケート調査に基

づき、Abell(1980)の３軸を用い、事業定義と業績指標を中心とした各種経営指標の関係を

統計的に分析している。そして、事業定義の差が売上規模関連指標等の差に明確に関係し

ており、Abell(1980)の事業定義方法が有効であると結論付けている。但し、顧客グループ・

製品の集中度と経営指標の関係の分析であり、機能と経営成果の関係の分析ではない。 

Pearce and David(1987)は、“フォーチュン 500 企業”61 社のミッションステートメント

について内容分析を行い、顧客、製品・サービス、地理的市場、技術、存在目的、経営哲

学、経営構想、社会イメージの８項目への言及の有無と同時期の収益性（純益率）の関係

を統計的に分析している。結果として、収益性の高低で分けた２企業群間で、経営哲学、

経営構想、社会イメージへの言及状況に有意な差があるとしている。但し、機能と収益性

の関係については分析しておらず、ミッションと収益性の時間差の考慮もない。 

David(1989)は、“ビジネス・ウィーク 1000 企業”75 社のミッションステートメントの内

容分析により、上記 Pearce and David(1987)の８項目に従業員を加えた９項目への言及状

況について、業種（製造・サービス）による差や、経営成果との関係等を統計的に分析し

ている。その結果、製造業のミッションステートメントにより多くの項目が含まれるとし

ているが、全体として項目の包括性と経営成果に有意な関係性は見られないとしている。

但し、機能は内容分析の対象項目に含まれていない。 

 

2.1.2 日本の研究 

榊原他（1989）は、日米企業の５年から 10 年にわたる詳細な事例研究に基づき、経営理
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念レベルの事業定義が、その成果としての新事業創出プロセスを経て、製品展開に結びつ

くメカニズムを記述的に解明している。但し、事業定義を一定の尺度で評価したり、事業

定義やそれと現場の活動の間の整合性を評価し、経営成果との関係を分析しているわけで

はない。 

三菱総合研究所（1989）は、複数のコンサルティング事例に基づき、Abell(1980)の３軸

による事業（再）定義の具体的な手順を提示し、その有効性を説いている。但し、事業定

義と経営成果の実証的な研究を背景としたものではない。 

榊原（1992）は、機能的定義と物理的（製品・サービス・技術等による）定義を比較し、

機能的定義の重要性を論じている。但し、いくつかの成功例、失敗例からの考察にすぎず、

機能的定義の有効性を十分に検証しているわけではない。また、事業定義が、経営トップ

－組織メンバー間／企業組織－社会間の合意と、組織構成員間の同期化により、経営成果

を向上させるというメカニズムを仮説的に提示し、経営理念レベルの事業定義が、最終的

に製品・サービスに反映されることについて触れてはいるが、それらの間に介在する様々

なレベルの事業定義については考慮していない。 
山田（1994）は、上記三菱総合研究所（1989）の事業定義方法を、学術的見地から再構

成し提示してはいるが、実証性に乏しい。 

奥村（1994）は、事業定義、事業コンセプト、製品コンセプトという階層構造で、事業

定義が、経営理念から日々の活動につなげられるとしている。但し、各階層間の事業定義

を連結する具体的な軸についての検討はされていないし、全体に成功例の提示に終わって

おり、実証性には乏しい。 

日経産業新聞（1998）の主要メーカーを対象としたアンケート調査1は、日本における数

少ない事業定義と経営成果の関係についての統計的調査の一つである。回答に基づいて、

事業定義により各社を４つのグループに分類し、グループ間に調査時点の企業価値（時価

総額）と収益性（売上高経常利益率等）で差があるかどうかを分析している。結果として、

企業価値で差があるが、収益性では明確な差がないとしている。当調査は、事業定義の評

価軸として｢主張｣、｢独創｣、｢調和｣、｢沈思｣といった自己イメージを採用しており、機能

についての客観的な検討はない。また、事業定義と経営成果の間のタイムラグについての

考慮もない。 

山田（2000）は、日本の４社における２年から３年にわたる新規事業開発の事例研究に

基づいて、新規事業開発プロセスや体制と全社事業定義変化の関係を、市場（顧客）と技

術の２方向から考察している。但し、事業定義や機能と経営成果の関係性を論じた研究で

はない。 

                                                  
1日本経済新聞社が、日経リサーチの協力の下、1998 年 4月、東証１部上場・非上場有力メーカー749 社の経営企画部門

を対象に質問紙郵送法により実施。有効回答数は、214 社（28.6％）。質問項目は、具体的な事業定義、その活用方法、

定義設定における技術・市場・機能の優先順位、キーワード（｢独自｣、｢挑戦｣、｢伝統｣、｢安定｣等）との親和性等。４

つのグループは、キーワードとの親和性についての回答結果より、各社を｢主張－沈思｣、｢独創－調和｣の２軸にプロッ

トして分類。企業価値指標として 98 年 1-5 月の時価総額平均値、収益性指標として 98 年 3 月期の連結経常利益と売上

高経常利益率を使用。分析方法の詳細については、鈴木（2002）参照。 
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以上のように、事業定義の機能と経営成果の関係を、両者の時間差も考慮して統計的に

分析した研究は、あまり存在しない（図 2.1 参照）。 

また、現場に適用可能な事業定義に関する理論を構築しようとするならば、具体的に何

を基軸にして、経営理念－事業分野別戦略－事業戦略－製品・サービスコンセプト等を連

結すべきかについて、経営成果との関係から論じる必要がある。その意味では、従来の研

究は、このようなニーズに必ずしも十分に応えてはいないと考えられる。 
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図 2.1 主要関連研究と本論文第３・４・５章の位置付け 

                         出所：筆者作成 

 

2.2 事業定義とドメインの研究 

以下では、事業定義と類似した概念として取り扱われる“ドメイン”に関する初期の主

要研究を取り上げ、事業定義関連の研究と対比しながら時系列的に分析し、日本で事業定

義の類義語としてドメインの概念が、一般に広まった理由について考察する。 

事業定義に関する主要研究としては、前述の Levitt(1960)、Drucker(1974)、Abell(1980)、

Frazier and Howell(1983)、Pearce and David(1987)、David(1989)等があげられるが、そ

れら以外にも以下のものがある。 

Hofer and Schendel(1978)は、主要戦略理論を比較・体系化する過程で、事業定義の重

要性を戦略論の中に明確に位置付けている2。また、Levitt(1960)の機能的な事業定義方法

に対して、単なる機能的表現では大雑把すぎるとして、｢緻密さ｣の重要性を論じている（表

2.1 参照）。 

                                                  
2“domain”、“scope”（事業範囲）にも言及している（原典pp.19、25-26、邦訳 23、31-32 ページ）。 
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Ackoff(1986)も、ミッションステートメントや事業定義の重要性について触れている。

そして、他社との違いを明らかにし、企業の独自性を確立すること、企業が現在活動して

いる分野だけでなく、今後活動していきたい事業分野をも規定すること等を、それらの要

件としてあげている。 

 

表 2.1 事業定義方法の分類 

 広範な定義 緻密な定義 

機能的表現 輸送事業 低価格、低比重製品、長距離輸送

物理的表現 鉄道事業 長連結石炭輸送鉄道 

出所：Hofer and Schendel(1978) 

 

一方、ドメインに関する研究としては、以下のものがあげられる。 

Levine and White(1961)は、米国東部の 22 の医療機関の幹部や管理者へのインタビュー・

アンケート調査等に基づき、組織間関係について研究している。その中で、組織的交流（組

織目標実現のための２組織間の自発的活動）は、組織のドメインに規定されるとし、“ドメ

イン”という語を組織との関連で使用している。具体的には、組織的交流を、症例・患者

の照会、労働・資源の授受、コミュニケーション、共同活動の各要素に分類した上で、医

療機関を、組織形態、医療機能、サービス形態、社会的評価によりそれぞれ群に分類し、

交流要素・機関（群）別に組織間相互の影響を分析している。その結果を受けて、組織の

ドメインは、実現しようとする特定の目標と、目標を実現するために担う機能から成り、

医療分野においてそれは、対象疾病、対象住民、提供サービスについて組織が明示する範

囲であるとしている。また、目標実現のための組織的交流にとって、“ドメイン・コンセン

サス”（ドメインに関する組織間の合意）が必要条件であると結論付けており、組織のドメ

インに関する最初の研究と考えられる。 

Thompson(1967)は、上記Levine and White(1961)の記述を引用して、ドメインは、｢製品

分野、サービス対象、提供サービス3｣から構成されるとし、組織がインプット（資源の投入）

やアウトプット（財・サービスの提供）により関係する環境を規定するものとしている。

また、環境（タスク環境）との関係において、ドメインの構築は、独断的・一方的な行為

ではなく、前提としてのドメイン・コンセンサス（｢組織が何をするかしないかについての

組織構成員・関係者間の合意4｣）が必要であるとしている。そして、ドメインの構築に際し

て検討すべき構成要素として、内包技術、サービス対象（顧客）、提供サービスの３つを

あげ、ドメインを再定義している。その上で、それら３要素の観点より、組織が置かれた

状況に応じたドメインの拡大方法を仮説的に提示し、ドメインの概念の一般化を試みてい

る。 

                                                  
3原典p.26、邦訳 32 ページ。 
4原典p.29、邦訳 36 ページ。 
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Kotler(1980)は、Levitt(1960)の顧客価値による事業定義方法に言及し、事業運営につ

いて組織が明示する範囲を、“business domain”と表現している。また、現有製品から出

発して、順次一段階上の抽象概念に移行し、最も実際的な抽象化のレベルの定義に至ると

いう事業定義方法を提唱している。しかしながら、Kotler(1984)では、Kotler(1980)の自

身による事業定義方法に替えて、Abell(1980)の事業定義方法を引用している。 

日本において、これらの研究が紹介された順序は次の通りである。 

Hofer and Schendel(1978)（奥村昭博他訳、『戦略策定』、千倉書房、1981 年）が紹介さ

れ、次に、Kotler(1980)（村田昭治監修、小坂恕他訳、『マーケティング・マネジメント』、

プレジデント社、1983 年）、Abell(1980)（石井淳蔵訳、『事業の定義』、千倉書房、1984 年）

が出版された。その後、石井他（1985）が、Thompson(1967)を引用しドメインについて解

説したり、Thompson(1967)（高宮晋監訳、『オ－ガニゼ－ション・イン・アクション』、

同文館出版、1987 年）が出版された。榊原他（1989）が、新規事業創出をドメインとの関

連から考察し、榊原（1992）が、Levitt(1960)の引用からドメインについての議論を展開

した。そして、Kotler(1980)やAbell(1980)の方法に基づく実務家による各企業の事業定義

が、散見されるようになった（表 2.2 参照）。 

 

表 2.2 製品による事業定義と機能による事業定義の例 

事業定義 

企業 
製品による事業定義 機能による事業定義 

レ ブ ロ ン 化粧品製造 希望を売る 

ミズーリ・パシフィック鉄道 鉄道の運営 人・物資の輸送 

ゼ ロ ッ ク ス コピー機器製造 未来オフィスの提供、ドキュメ

ント処理 

スタンダード石油 ガソリン販売 エネルギー供給 

コロンビア・ピクチャーズ 映画制作 娯楽提供 

ブ リ タ ニ カ 百科事典販売 情報流通 

キ ャ リ ア ー 空調機器製造 家庭環境の改善 

３ Ｍ 接着剤・磁気テープ製造 コーティングと接着、画像形成 

Ｉ Ｂ Ｍ コンピュ－タ・部品製造 情報処理、顧客の問題解決支援 

Ｎ Ｅ Ｃ コンピュータ・通信機器製造 Ｃ（コンピュータ）＆Ｃ（コミ

ュニケーション） 

セ コ ム 警備保障 安全の提供、社会システム産業 
出所：Kotler(1984)、榊原（1992）、若林（2004） 

 

このように、日本には、事業定義とドメインのコンセプトが、同時期に並行して戦略と

マーケティングの研究者達によって紹介されたため、最初から２つが同じ概念として（或

いは、混同して）認識されていた可能性が高い。また、別々に進化してきた事業定義とド

メインを一つの概念として統合した Kotler(1980)の影響を強く受け、事業定義のことがド

メインとして、広く理解されるようになったと考えられる。 

一方、米国等諸外国では、依然として事業定義(business definition)が一般的に用いら
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れ、ドメイン(domain、business domain)は、あまり使用されていない（図 2.2 参照）。 
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図 2.2 事業定義・ドメイン関連研究の相互関係 

出所：筆者作成 

 

2.3 内容分析による研究 

ここでは、アニュアルレポートやプレスリリースといった企業が対外的に発信する公開

文書データの内容分析により、戦略や認知状況の把握を試みたものについて触れる。 

Bowman(1978)は、コンピュータ（ミニコン、周辺機器）企業 46 社の 1974 年のアニュア

ルレポートの内容分析に基づき、環境対応、顧客志向、国際性、適度（中位）の成長性、

垂直統合度・付加価値と収益性（1972-74 年の平均純益率）の関係について分析している。

各変数で上位、中位、下位の企業群別に収益性の中央値について有意差検定を実施し、垂

直統合度・付加価値を除いた各変数について、収益性との有意な相関性が認められたとし

ている。アニュアルレポートの内容分析により、各変数と収益性の関係性を統計的に検証

している点は評価できるが、機能と経営成果の関係性には触れていない。 

Bettman and Weitz(1983)は、米国の科学機器等４つの業界の 1972 年（好況年）と 1974

年（不況年）のアニュアルレポート（株主への手紙）181 通の内容分析に基づき、業績（営

業総収入）と原因帰属の関係性を検証している。良い経営成果の原因を内的要因に帰し、

悪い成果の原因を外的、一時的、管理不能要因に帰す傾向や、その傾向が好況時により顕

著であること等を確認している。アニュアルレポートが、発行頻度や期間業績との連動性

等から、原因帰属分析等では、他の情報源よりも優れているとしている点が示唆的である。 

Pearce and David(1987)は、前述のように“フォーチュン 500 企業”のミッションステ

ートメントについて内容分析を行い、顧客、製品・サービス等８つの要素への言及状況と
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収益性の関係を統計的に分析しているが、機能と収益性の関係については分析していない。 

David(1989)も、前述の通り“ビジネス・ウィーク 1000 企業”のミッションステートメ

ントの内容分析により、顧客等９つの要素への言及状況の業種間の差や、経営成果との関

係を統計的に分析しているが、機能は分析項目に含まれていない。 

D’Aveni and MacMillan(1990)は、1972 年から 1982 年の間の倒産企業 57 社と、規模と業

種（製造、小売、輸送）でそれらと類似した存続企業 57 社について、倒産企業が倒産に至

るまでの５年間のアニュアルレポート（株主への手紙）を内容分析により比較している。

顧客、調達先、債権者、株主、従業員、経営トップ、経済環境の７つの環境要素への言及

頻度の両企業群間の差の統計的分析に基づき、通常期に存続企業の経営トップは、内部環

境（株主、従業員、経営トップ）と外部環境にバランスよく配慮し、その中でも顧客、経

済環境を債権者や調達先よりも重視する。また、不況期に存続企業の経営トップが、外部

環境の重要面に注意を払うのに対して、倒産企業の経営トップは、顧客や経済環境を否定

するか無視し、債権者、調達先、株主、従業員、経営トップを重視すると結論付けている。

株主への手紙は、どのような経営課題や事業環境要因に経営トップが注意を払っているか

を知る上で、優れた指標であるとしている点が興味深い。 

Barr 他(1992)は、業績が対照的な２つの鉄道会社C&NW（存続企業）とRock Island（倒

産企業）について、25 年（1949 年-1973 年）分のアニュアルレポート（株主への手紙）を、

認知マップ5を用いた内容分析により比較している。環境の変化が経営トップの環境知覚・

解釈パターンに変化を引き起こし、それが戦略の変化（組織革新）に結びつくという仮説

的モデルを設定している。50 通（２社×25 年）の文書における変数間の因果・規定関係の

分析に基づき、経営の巧拙を分けるのは、環境変化を認知しているかどうかではなく、そ

の変化に対応すべく試行錯誤（学習）を経て、変化への解釈を改め、適切な施策が打てる

かどうかにかかっていると結論付けている。経営トップの過去の思考パターンの分析に、

インタビューでなく、アニュアルレポートを使用している点が示唆的である。 

Morris(1994)は、人間のコーダー（計測者）とコンピュータにより、同じ文書データに

ついて内容分析を行い、分析結果を比較している。具体的には、パネル（人）とコンピュ

ータ（文書管理ソフトとして ZyINDEX、Text Collector を使用）により、前述の Pearce and 

David(1987)の研究について、文書全体・各文章等分析の単位を変えて、８項目への言及状

況（有無・頻度）を再検証している。パネルによる分析では、分析単位により言及状況の

判断にばらつきが生じ、計測値が変化することがあるのに対して、コンピュータによる分

析では、分析単位が変わっても、計測値が変化しないという結果を得ている。結論として、

コンピュータによる内容分析は、①安定性（計測のスキーム）②再現性③信頼性④操作性

⑤大量データ処理能力等で、人間のコーダーによるものより優れているとしている。内容

分析において、コンピュータを用いる優位性を実証した、興味深い研究である。 

岩渕（1991）は、朝日新聞と埼玉新聞の 1986 年から 1990 年の毎月曜日の第１面の報道
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記事の分野別紙面構成比の推移に基づき、全国紙と地方紙の戦略の差を分析している。地

方紙は、全国紙に比べて、選挙等地域に関連した情報に重点を置いている実態が確認され

たが、国際政治等一般情報の比率が予想以上に低いことから、全国紙との共存を前提とし

た戦略をとっていることが推定されるとしており、内容分析の適用例として興味深い。 

宮崎（2001）は、インクジェットプリンターメーカー３社の製品戦略の差を、1990 年か

ら 1999 年までの新製品プレスリリースの内容分析により考察している。訴求する製品属性

に関する語をグループ化し、各社が注力する製品属性を比較している。プレスリリースを、

内容分析の対象としている点が示唆的である。 

喜田（2006）は、1976 年から 1998 年までのアサヒビールの有価証券報告書（「営業の状

況」）の内容分析にテキストマイニングを用い、認知現象としての概念変化の指標に名詞の

出現頻度をとり、経営成果・環境変化との関係に関して仮説を提示している。有価証券報

告書を、テキストマイニングの対象としている点が興味深い。 

以上のように、一種類の文書データの内容分析による研究が中心で、本研究のように、

発信場所の異なる複数種類の文書データ間の整合性について分析した研究は、あまり見ら

れない（図 2.3 参照）。 
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ＡＲ・ＭＳ・有証（トップ発） プレスリリース等（現場発）
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の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 
研究対象（文書データ）

 

  （注） ＡＲ：アニュアルレポート（株主への手紙） 

   ＭＳ：ミッションステートメント 

  有証：有価証券報告書 

  認知分析(cognitive analysis)：原因帰属分析、環境認識状況の分析等   

図 2.3 主要関連研究と本論文第４章の位置付け 

出所：筆者作成 

                                                                                                                                                  
5文書の分析に基づき、認知や推論プロセスを描写（表象）する内容分析手法(Krippendorff,1980)。 
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第３章 事業定義の機能性と企業成長 

本章では、Levitt(1960)の主張を受けて、事業定義の機能性と企業成長の関係について

仮説を設定し、電機・化学企業各 50 社1の統計的な分析により検証する。 

 

3.1 調査仮説 

最初に、Levitt(1960)の主張に基づき、第１章で提示した仮説モデル（図 1.1）より、実

証可能な仮説へと展開する。本章の中心仮説として、以下の命題を提示する。 

仮説 H₁ ：機能的な事業定義の企業は、非機能的な事業定義の企業よりも、成長性が持続的

に高い。 

｢機能的｣な定義とは、それによって機能を明確に認識できる定義である。逆に、｢非機能

的｣というのは、Levitt(1960)の｢製品中心の｣、或は、榊原（1992）の｢物理的｣と同義語で

ある。 

また、H₁ に加え以下の２つの仮説を設定する。 

バブル経済崩壊後、多くの企業で収益性確保のためのリストラが実施され、売上より利

益を優先させようという経営方針の企業が増えた。Levitt(1960)も成長とともに｢存続｣を

重要な企業目標として掲げているが、持続的な成長や存続には収益基盤の確保が基本とな

る。従って、次のような仮説を提示する。 

仮説 H₂ ：機能的な事業定義の企業は、非機能的な事業定義の企業よりも、収益性が持続的

に高い。 

事業定義自体や事業定義がもたらす業績が投資家の投資判断に影響し、企業価値に結び

つく。また、本研究では、投資家等に向けて作成されたアニュアルレポートや有価証券報

告書を、事業定義の抽出源として用いている。そこで、以下の仮説を提示する。 

仮説 H₃ ：機能的な事業定義の企業は、非機能的な事業定義の企業よりも、企業価値が持続

的に高い。 

持続的としての期間は、第１章で記述した通り７年間とする。1998 年時点（1997 年度）

の事業定義が、2003 年度2までの企業業績の推移にどのように影響しているかに焦点を当て

ながら、以上の３つの仮説について検証していくことにする。 

 

3.2 調査手順 

本研究で最も工夫を要する点は、事業定義の評価について、客観性を確保する方法であ

る。そのために、以下の３つの手順を踏む。 

（１） 事業定義の抽出源の優先順位付けと、記述量の均一化。具体的には、有価証券

報告書とアニュアルレポートの特定の箇所に高い優先順位を付与。 

                                                  
13.3.3 の途中より、化学業界については分析対象を 43 社に限定。 
2分析対象の最終年度に 2003 年度を選んだのは、研究に着手した時点（2005 年 4月）で、各社の最新の財務データが完

備していたのが 2003 年度だったため。 
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（２） 事業定義の評価のための評価パネルの設置。具体的には、公開資料から抽出さ

れた事業定義を、中立的な立場から評価する複数の評価者。 

（３） 評価点の数値化。評価パネルにより、抽出された事業定義を｢機能性｣（機能を

含む度合い）で評価し、有効回答数で除して点数化。 

全体の調査・分析手順は、以下の通りである（図 3.1 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去（1998年）の
全社事業定義

業績指標
（1997～2003年度）

機能性

有証・アニュア
ルレポート等

から抽出

対象：電機・化学各50社
（2003年度連結売上の大きい順）

事業定義の抽出源

１．有価証券報告書の｢第２ 事業の概
況｣の｢１．会社の目的及び事業の
内容｣

２．同報告書同項目の｢３．研究開発活
動｣か｢第３ 営業の状況｣の｢１．概
況｣、もしくは、アニュアルレポートの
“company profile”か“message from 
CEO”

３．１、２を補完する記述

評価パネル
による評価

成長性：連結売上年平均伸び率

収益性：連結営業利益率、営業利益変化率

企業価値：株式時価総額、時価総額伸び率

（SPSS使用）

相関性

相関分析

有意差検定

｢機能性｣（機能を含む度合い）
を評価
２点：事業定義が機能を含んでいる

１点：どちらとも言えない

０点：含んでいない

図 3.1 調査・分析のフレームワーク 

出所：筆者作成 

 

ステップ１．分析対象企業の抽出 電機・化学各業界より 50 社企業を選ぶ。第１章で記述

した通り、電機・化学企業を分析対象とする理由は、環境変化が激しく事業定義の差が短

期間に経営成果の差として現れやすく、民生用製品が多く事業定義が外部者にも理解しや

すい電機企業に対して、主要市場が成熟し製品ライフサイクルが長く事業定義の差が経営

成果に現れるまでに時間がかかり、産業用製品が多く事業定義が評価者にわかりにくい化

学企業という両業界の対照性である。抽出基準としては、単一事業体では、事業定義より

も事業運営の巧拙が経営成果に現れるため、多角化の進んだ大企業とする。企業再編に伴

う事業の別会社化による本体の売上減少や、連結子会社の本体への取り込みによる売上増

加等、経営体制の変化の短期的影響を軽減するため連結売上に注目し、両業界の東証一部
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上場企業の中から、分析対象最終年度の 2003 年度連結売上金額の大きい順に抽出3（具体的

な企業名については、本章末表 3.14、3.15 参照）。 

ステップ２．事業定義ソースの収集 1998 年に発行された有価証券報告書、アニュアルレ

ポート、決算短信、日本経済新聞・日経産業新聞関連記事等の収集4。 

ステップ３．事業定義関連記述の抽出 有価証券報告書、アニュアルレポート等より、事

業定義に関する記述を抽出する。その際、記述量と質についての偏りを最小限にする工夫

を施す。具体的には、最初の記述は、有価証券報告書5の｢第２ 事業の概況｣の｢１．会社の

目的及び事業の内容｣から、次の記述は、同報告書同項目の｢３．研究開発活動｣か｢第３ 営

業の状況｣の｢１．概況｣、もしくは、アニュアルレポートの“company profile”か “message 

from CEO”から抽出。さらに、その他の資料で補完する。アニュアルレポートを発行して

いない企業については、同時期の決算短信や新聞記事等から抽出。日経産業新聞（1998）

には、数社の事業定義がアンケートへの回答結果として公表されているが、それも抽出源

として使用。結果として、各企業について 1998 年時点の全社事業定義がほぼ２つ以上の情

報源から入手できた（付属資料１、２参照）。 

事業定義記述の第１項目は、非機能的な表現となることが多い。具体的には、｢オーディ

オ・ビデオ機器の製造・販売｣、｢コンピュータとソフトウェアの製造・販売｣、｢石油化学・

基礎化学製品の製造・販売｣等である。 

第２、第３項目は、企業によって大きく異なり、評価の重要なポイントとなる。具体例

としては、｢IT ソリューションの提供｣、｢顧客の生産性向上を支援する｣、｢ユーザーの環境

対応ニーズに応えた塩ビ代替素材の提供｣、｢エレクトロニクスとエネルギー(Ｅ＆Ｅ)｣、｢映

像と情報(Ｉ＆Ｉ)｣といった表現である（表 3.1、3.2 参照）。 

ステップ４．事業定義の評価 各企業について抽出された事業定義を、｢機能性｣に関して

評価する。そのために複数の評価者からなる評価パネルを形成。パネルメンバーの要件と

しては、評価結果についてできる限り客観性と正確性が確保できることがあげられる。ま

た、図 1.1 で示した通り、事業定義の機能性は、途中まで組織内の経路を通り、製品・サ

ービスレベルに落としこまれた後に外部（顧客）に発信されるため、組織構成員（従業員）

と顧客の両方の視点を持っていることがあげられる。従って、客観性（量的、質的中立性）、

                                                  
3NECエレクトロニクスは、売上金額では 50 社に入るが、2002 年 11 月の設立で 1998 年には存在しなかったため、研究対

象から除外し、51 番目の富士通ゼネラルを加えた。一方、1999 年度以降に上場したセイコーエプソン（2003 年 6 月上

場）や、合併してできたコニカミノルタホールディングス（2003 年 8 月発足）は、分析対象とした。会計年度は、一部

の例外企業を除いて、4 月 1日開始、翌年の 3 月 31 日終了。一部の例外企業とは、キヤノン（1月-12 月）、松下電工（12

月-11 月）、船井電機（2000 年以前、6月 16 日-6 月 15 日）、安川電機（3 月 21 日-3 月 20 日）、昭和電工（1 月-12 月）、

ライオン（1月-12 月）、東亜合成（1月-12 月）、日本化薬（6月-5 月）。また、会計期間の開始月が属する年を西暦表示

の会計年度に統一。 
4有価証券報告書、アニュアルレポートの発行時期は、1998 年 6月から 12 月にかけてであるが、1997 年度の実態を反映

したもの。また、1998 年時点でどちらか、或いは、両方のドキュメントを発行していない場合は、1998 年の決算短信、

日本経済新聞・日経産業新聞紙面上の経営トップの談話記事等を収集。その場合についても、1998 年より後に有価証券

報告書やアニュアルレポートを発行し始めた企業については、それらのうち最も古いものも参考データとして収集。有

価証券報告書はeol Data Baseから、アニュアルレポートはMergent Onlineから、日本経済新聞・日経産業新聞は、日経

テレコン 21 からそれぞれ入手。 
5旧様式のため、項目等については、現行様式と異なる。 
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正確性（機能についての企業組織における現場体験を通した理解力）、顧客視点6の３つを選

定基準とし、評価者の代替案として、経営戦略の専門家（アナリスト、研究者、経営教育

関係者等）、評価対象企業従業員、一般人（電話帳等から無作為抽出）、ＭＢＡ在学生（社会

人）について比較検討する（表 3.3 参照）。 

 

表 3.1 主要電機企業の事業定義 

企業名 事業定義（1998 年時点） 

日 立 

・電気機械器具の製造・販売 

・技術を通して社会に貢献する（技術・信頼・世界・未来） 

・情報エレクトロニクスに注力 

ソ ニ ー 

・電子・電気機械器具の製造・販売 

・様々なディストリビューション・チャネルを通して世界中の人々に感動や夢を与えるソ

フト、最高の性能・品質・デザインを兼ね備えたハードウェアの提供、お客様が好きな時

に見たい映像や聴きたい音楽を簡単に楽しめるホームネットワークを構築し、デジタル・

ドリームの実現を目指す 

松下電器産業 

・電気機械器具の製造・販売 

・世界中のお客様に最高の満足をお届けする（世の中のお役に立ち、人類の幸福のために）

・民生・産業・部品の各分野で価値創造をグローバルに実践 

東 芝 

・電気機械器具の製造・販売 

・全ての人々が高い QOL を享受できるように支援 

・エレクトロニクスとエネルギー(Ｅ＆Ｅ)の領域で製品・サービスを創造し、豊かな生活

と健全な社会を構築する 

Ｎ Ｅ Ｃ 

・通信機器・コンピュータ・その他電子機器で構成される情報通信機器・電子デバイスの

製造・販売・関連サービス提供 

・コンピュータ＆コミュニケーション(Ｃ＆Ｃ) 

富 士 通 
・通信システム・情報処理システム・電子デバイスの製造・販売・付帯サービス 

・IT ソリューションカンパニー（ネットワークベース・ソリューションの提供） 

三菱電機 
・電気機械器具の製造・販売・付帯サービス 

・すぐれた技術と創造力により、活力とゆとりのある人間社会の実現に貢献する 

キヤノン 

・カメラ、事務機器、光学機器の製造・販売 

・社会との共生（人・社会・自然が調和して、人類すべてが豊かにゆとりをもって暮らし

ていける社会の構築） 

・創造的技術を核として、新しい価値の創造を目的とし、あらゆる可能性に挑戦する 

三洋電機 

・電気機械器具の製造販売 

・クリーンエネルギー事業により快適な生活環境を創造し、マルチメディア製品により人々

の生活を豊かにする 

・快適空間の創造と退屈しない人生の提案 

シャープ 

・電気通信機器・電気機器・電子応用機器・電子部品全般にわたる製造・販売 

・クリスタル・クリア・カンパニー（顧客要求への FIT、オープン、創意） 

・液晶技術で顧客の要望に応じた製品・サービスを提供 

出所：各社有価証券報告書・アニュアルレポート等 

 
その結果、企業や組織で働いた経験に基づき、機能的表現と非機能的表現を感覚的に識

別できるという基本要件を満たすメンバーとして、ＭＢＡコースに通う社会人学生が最適と

判断し、具体的には、日本大学大学院グローバル・ビジネス研究科の学生により評価作業

を進める。 

                                                  
6生産財、消費財両方についての顧客体験があること。 
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表 3.2 主要化学企業の事業定義 

企業名 事業定義（1998 年時点） 

富士写真 

フイルム 

・総合映像情報産業（写真感光材料、光学機器、電子映像機器等の製造・販売） 

・映像と情報の文化の創造（Ｉ＆Ｉ：イメージング・アンド・インフォメーション） 

・デジタル・銀塩写真技術を統合し、映像品質と写真撮影の利便性・娯楽性を向上し、映

像の新需要を創造し可能性を広げる 

三菱化学 

・トップ化学品メーカー（各種化学製品の製造、加工、販売） 

・｢未来のための良い化学｣をめざし、環境に配慮し、安全を確保し、人の健康に留意する

・人・社会・自然とのたしかなつながりをめざして、化学の新しい世界をひろげる 

旭 化 成 

・衣食住等人間生活全般にわたる総合化学メーカー（化成品、合成樹脂、繊維、建材、住

宅等の製造・販売） 

・人と地球の未来をみつめ、｢くらし｣と｢いのち｣のテクノロジーで 21 世紀の幸せをつくる

住友化学 

・基礎化学、石油化学、精密化学、農業化学各製品の製造販売、化学工業用機械設備の設

計・技術指導を目的とする総合化学工業会社 

・独自の優位性ある技術の確立 

・世界に通じる競争力ある事業 

三井化学 
・石油化学・基礎化学、機能性材料の製造・販売 

・暮らしを豊かに、便利で安全にするために、高品質で高機能の製品を提供する 

大日本インキ 

化学工業 

・印刷用インキ、合成樹脂、石油化学品の製造・販売 

・生活を向上させる革新的製品のメーカー 

花 王 

・天然油脂、石油化学製品を加工して、清潔で美しく健やかな生活に欠かせない家庭用製

品（石鹸、シャンプー、洗剤等）を製造・販売し、工業用製品（油脂製品等）を製造・販

売する、総合油脂化学メーカー 

・｢よきモノづくり｣を通して、世界中の顧客に真の満足と喜びを与える製品・サービスを

提供し、豊かな生活文化の実現に貢献する 

信越化学工業 

・合成樹脂を主体とする有機・無機化学工業の会社 

・PVC、半導体シリコン、シリコン、人工水晶、希土類のメーカー 

・原材料から最終製品まで一貫した生産プロセスを保有し、単一業界に依存することなく、

広い顧客層を支援 

積水化学工業 
・合成樹脂製品、化学工業製品の製造・販売、ユニット住宅の製造・施工・販売 

・広範囲の高品質プラスチック製品、プレハブ住宅の建設 

昭和電工 

・石油化学製品、無機化学品、ガス製品、特殊化学品、電子・情報関連製品、電炉製品、

アルミニウム関連製品、先端・特殊化成品を製造販売する多角的総合化学会社 

・付加価値が高く個性的な製品の提供 

出所：各社有価証券報告書・アニュアルレポート等 

 
表 3.3 評価パネル代替案の評価 

    代替案 

評価基準 
専門家 各企業従業員 一般人 

ＭＢＡ在学生 

（社会人） 

量 × △ ○ ○ 
客 観 性 

質 ○ × ○ ○ 

正 確 性 ○ △ × ○ 

顧 客 視 点 △ △（限定的） △（限定的） △～○ 

出所：筆者作成 

 

評価パネルの概要は、表 3.4 の通りである。 
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表 3.4 評価パネルの概要 

 概要（2005 年 7 月現在） 

平 均 年 齢 36.4 歳 

平均実務経験年数 11.9 年 

国 籍 日本 22 人、中国８人、その他１人 

性 別 男性 28 人、女性３人 

職 業 企業管理職、コンサルタント、IT ベンチャー起業家、公務員等 
出所：筆者作成 

 

各評価者は、企業名を除いた各社ごとに２、３の文章からなる事業定義7全体に目を通し、

参考情報としての事業区分（事業構成）を参照しながら、まず、各人の判断で事業定義に

直接関係のないスローガンやPR的な表現を除外する。具体的には、｢人類社会の発展に貢献

する｣、｢未来社会に貢献する｣等である。その後、｢機能性｣の評価をする。企業名を付与し

ないのは、評価が企業に対する事前のイメージに左右されることがないようにするためで

ある（付属資料３、４、５、６参照）。 

評価作業の実施時期は、2005 年 6 月初旬から 7 月初旬。評価点とそれに対応する評価基

準は、以下の通り8。 

 ２点：事業定義が｢機能｣を含んでいる。 

 １点：事業定義が｢機能｣を含んでいるかいないか、どちらとも言えない。 

 ０点：事業定義が｢機能｣を含んでいない。 

また、語としての｢機能｣、｢顧客価値｣とその類義語に言及してはいても、それが明確か

つ具体的に認識できない場合、｢どちらとも言えない｣に回答する旨を口頭で説明している。 

結果として、各企業は、0.00 から 2.00 までの評価点を得る（表 3.14、3.15 参照）。 

ステップ５．業績データの収集 各社の 1997 年度から 2003 年度までの連結ベースの売上・

営業利益、株価等の情報を有価証券報告書等より抽出。ここ数年盛んに行われてきた事業

分離・売却（例 NEC、日立、三菱電機）や、その逆に、子会社の本体への取り込み（例 松

下電器）の影響を軽減する上では、連結財務指標の使用が有効と判断される。事業定義の

範囲に入る程重要な事業の分離の場合（例 NECのNECエレクトロニクス）は、連結対象とし

て連結財務指標（連結売上・利益）に繰り込まれる。一方、分離対象事業が事業定義の範

囲外と判断される場合（例 NEC・日立のエルピーダメモリ、日立・三菱電機のルネサステ

クノロジ）は、連結対象から外れる9ことが多く、連結売上の減少や連結営業利益の増減と

して把握される。 

成長性指標として、平均連結売上伸び率（1997-2003 年度、1998-2003 年度）を、収益性

                                                  
7評価票については、評価前に企業名が容易に推察できる表現が含まれていないかを確認している。一部の企業の表現に

比較的認知度の高い部分が見られたが、調査の中立性のために、また、1998 年時点の事業定義ということもあり、あえ

て除外していない。 
8５段階以上のリッカートスケールによる評価方法も検討されたが、多くの中間段階を設けると、判断基準がわかりにく

くなるため、３段階による評価方法を採用。実際の評価票は、｢事業定義に機能が含まれているか？｣という問いに対し

て、｢はい｣、｢いいえ｣、｢どちらとも言えない｣で回答する形式（付属資料５、６参照）。 
9持分法適用対象として残ることはあるが。 
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指標として、平均連結営業利益率（1997-2003 年度、1998-2003 年度）と連結営業利益変化

率（1997-2003 年度、1998-2003 年度）を、企業価値指標として、株式時価総額（1997 年度、

2003 年度）と平均時価総額伸び率（1997-2002 年度、1997-2003 年度）を、それぞれ使用す

る10。 

成長性については、企業（グループ）全体としての市場に対するアウトプットの増加を、

｢成長性｣ととらえるため、連結売上高を用いる。従って、連結ベースの出荷数量の増加も

単価の上昇のどちらであっても、｢成長性｣の構成要素と考える。 

収益性については、全体の事業運営から得られる直接的な利益に焦点を当てるために、

営業利益を用いる。事業全体としての業績には販売部門や研究開発部門の貢献も含める必

要があり、人件費、広告宣伝費、研究開発費、諸管理経費を考慮した営業利益が最も適し

ているという判断に基づく。粗利益の場合は、生産部門の成果を中心に見ることになるし、

経常利益の場合は、本業以外の企業活動の成果も含まれるため、本論文の研究目的には必

ずしも適さない。 

企業価値については、市場価値としての株主価値に注目し、時価総額を用いる。企業価

値には、大きく分けて本質価値（将来的なキャッシュフロー等から現在価値として理論的

に算出される価値）と市場価値（市場において評価されたストックとしての価値）があり、

前者は、企業買収等のための企業価値の事前評価に用いられ、後者は過去のマクロ的な傾

向の把握等に用いられることが多い。本研究の目的は、企業の事業定義と現象（結果指標）

としての企業価値とその増減の関係を分析することにあるので、後者を採用する。また、

市場価値としての企業価値は、厳密には、株主価値（株式時価総額）に債権者価値（有利

子負債）を足したものを指すが、ここでの分析の目的は、企業群としてのマクロ的な動き

の把握にあるため、簡便法ではあるが、市場価値を株主価値ととらえ、その指標として時

価総額を用いる。分析の中心は同一業界企業間の比較分析で、電機・化学にまたがった企

業間の比較ではないため、業界固有の市場動向を考慮する必要性は低く、また、実際の市

場価値に基づく分析のため、算出された時価総額を資本コスト等で現在価値に割り戻す等

の必要性も低いと判断し、絶対額を使用11。 

このようにして、各社について分析に必要な業績指標を算出する12（表 3.14、3.15 参照）。 

                                                  
10平均連結売上伸び率（1997-2003 年度）（％）＝（ 6 19972003 年度連結売上年度連結売上／ －1）×100 

平均連結営業利益率（1997-2003 年度）（％）＝（1997 年度連結営業利益率＋・・・＋2003 年度連結営業利益率）／7 

連結営業利益変化率（1997 年度-2003 年度）（％）＝2003 年度連結営業利益率－1997 年度連結営業利益率 

但し、連結営業利益率（％）＝連結営業利益／連結売上×100 

株式時価総額（百万円）＝（各期の最高値＋最安値）／2×各期末発行済株式総数残高 

但し、期中に株式分割があった場合は、分割（希薄化）後の最高値と最安値の平均値を使用。 

平均時価総額伸び率（1997-2003 年度）（％）＝（ 6 19972003 年度時価総額年度時価総額／ －1）×100 
11伊藤（1999）等も同様の分析方法をとっている。 
12コニカミノルタホールディングス（2003 年 8 月 5 日発足）については、2002 年度以前には、旧コニカと旧ミノルタに

連結関係はなかったので、両社の数字を合計して算出。エア・ウォーター（2000 年 4 月 1 日発足）も、同じく、大同ほ

くさんと共同酸素の合併で誕生したが、合併前の規模面で両者の差は大きく(売上比で大同ほくさんが共同酸素の７倍以

上)、存続会社大同ほくさんの吸収（買収）として扱う。船井電機（1999 年 2 月 4 日大証２部上場）、セイコーエプソン

（2003 年 6 月 24 日東証１部上場）、小林製薬（1999 年 4月 20 日大証２部上場）、コーセー（1999 年 12 月 16 日日本証

券業協会登録）については、企業価値算出の期間を上場後に限定。また、セイコーエプソンの 1997 年度以前の連結営業
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ステップ６．機能性評価点と業績指標の関係の分析 事業定義の機能性についての評価点

と、経営成果との関係を統計的に分析する13。評価点と業績指標の間の相関分析（Pearson

の積率相関係数使用）や、評価点の高低で分けた２グループ間の業績指標について有意差

検定（t検定）を実施。有意差検定では、機能的定義のグループと非機能的定義のグループ

間で、業績指標の平均値に有意な差があるかどうかを検定する。具体的には、両業界の機

能性評価点の上位 10 社と下位 10 社、及び、上位 20 社と下位 20 社によるグループ。 

 

3.3 分析結果 

最初に、機能性についての評価結果の妥当性を統計的に検証し、続いて、事業定義と成

長性、収益性、企業価値についての相関分析と有意差検定の結果を、電機業界と化学業界

に分けて提示する。 

3.3.1 機能性評価結果の分析 

①バイアスの検討 

バイアス（系統誤差）、特に、交絡バイアス(confounding bias)14の検討には、併存的妥

当性15の確認のため、共分散構造分析等の相関構造に基づく確認的因子分析等が一般的に用

いられる16。 

そこで、各評価者の評価結果を変数とした主成分分析を実施し、評価者間の回答パター

ンの相関性（主成分）を抽出する。その結果、両業界ともにほとんどの評価者で第一主成

分の成分負荷量が最大であるが、電機で２、化学で４サンプルについて異常17と認識される。

電機と化学で同一の異常評価者はいない。また、異常評価者の属性として、人種・国籍に

ついて明確な特徴は見られない。異常評価者の評価結果を除いて、業績指標との相関分析18

を実施し、分析結果が本論文の結論に影響するほど大きくは変化しないことを確認してい

る。 

また、企業別の主成分スコアより、機能性（第一主成分）を判断基準に評価しているこ

とがある程度確認できるが、第一主成分の寄与率が電機で 29.4％、化学で 25.7％であり、

他の主成分として、事業定義の｢広さ｣、｢明確性｣、｢技術性｣等も判断基準になっている可

能性が想定される（付属資料７参照）。 

特定の企業の事業定義から、企業名がわかることによるバイアスについては、一般に認

知度の高い事業定義の企業（例 NEC）と同業他社（例 富士通）の評価の分散状況を変動係

数（変化係数、標準偏差／平均値）で比較する。その結果、特に顕著な傾向は見られない

（同じく付属資料７参照）。 

                                                                                                                                                  
利益は非開示のため、1997-2003 年度平均連結営業利益率は 1997 年度を除いた６年間の平均値（1998-2003 年度の数値

と同一）を使用し、1997-2003 年度連結営業利益変化率は算出していない。 
13統計解析ソフトとして、SPSS(13.0、14.0、15.0)を使用。 
14要因と結果の両方に関連のある第３の変数によって、真の関連性とは異なった見掛け上の関連性を引き起こすこと。 
15多数のグループにおいて要因間の関係が一様であること。 
16林（2002）365 ページ参照。 
17成分負荷量で第１～３位の成分に第一主成分が入っておらず、別の評価基準で評価している可能性があると考えられる。 
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②ばらつきの検討 

ばらつきに対する信頼性としての内的整合性(internal consistency、内的一貫性)の確

認には、Cronbachのα係数等が用いられる19。 

そこで、各業界 50 社の評価結果について、Cronbach のα係数を算出し、電機で 0.896、

化学で 0.914 という高い数値を得、内的整合性が確保されていることを確認する。 

また、企業ごとの評価結果のばらつき状況は、標準偏差や変動係数で判断できるが、そ

れらにおいて、異常な値を示す企業は見られない（付属資料７参照）。 

 

3.3.2 電機業界の分析 

電機業界の分析に先立ち、機能性の評価がどのように分布しているかを、度数分布図に

より確認する。その結果、ほぼ正規分布とみなすことができ、50 社を一つの業界として分

析する（図 3.2 参照）。 

 

機能性評価点

2.001.501.000.500.00

度
数 10

8

6

4

2

0

 平均値 =0.90
 標準偏差 =0.472

N =50

 

図 3.2 電機 50 社の機能性による度数分布 

出所：SPSS アウトプット 

 

電機業界各社では、機能性評価点と売上伸び率、及び、時価総額伸び率の間に、正の相

関が認められる。営業利益率については、期間平均、変化率両方で、機能性評価点との相

関は認められない。時価総額の絶対額についても、相関は見られない。これらの傾向につ

いては、分析期間が６年と７年で大きな差は見られない（図 3.3、表 3.5、付属資料８参照）。 

                                                                                                                                                  
18表 3.5、表 3.8（後述）を再計算。 
19林（2002）362 ページ参照。 
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機能性評価点

2.001.501.000.500.00

売
上
伸
び9

7
-
0
3

年
度

15.00

10.00

5.00

0.00

-5.00

-10.00

 

   （注） 売上伸び 97-03 年度：1997-2003 年度間の年平均連結売上伸び率、単位は％。 

 スケールの関係より特殊要因により急成長したキョウデン、日本電産、船井電機を除く。 

図 3.3 電機企業の機能性評価点と連結売上伸び率の散布図 

出所：SPSS アウトプット 

 

表 3.5 電機企業 50 社の機能性評価点と業績指標の相関分析結果 

 平均売

上伸び

率

（97-03

年度） 

平均売

上伸び

率

（98-03

年度） 

平均営

業利益

率 

（97-03

年度） 

平均営

業利益

率 

（98-03

年度） 

営業利

益変化

率

（97-03

年度） 

営業利

益変化

率

（98-03

年度） 

時価総

額 （ 97

年度） 

時価総

額 （ 03

年度） 

時価総

額伸び

率

（97-02

年度） 

時価総

額伸び

率

（97-03

年度） 

相関 

係数 

.393 

*** 

.384 

*** 

.024 

 

.027 -.025 -.096 -.090 .004 

 

.338 

** 

.330

**

（注）***：有意確率ｐ＜.01、**：ｐ＜.05 

出所：SPSS アウトプット 

 

50 社を、事業定義の機能性評価点の上位 10 社と下位 10 社、上位 20 社と下位 20 社20に分

けて、業績指標の平均値について有意差検定を実施した結果は、表 3.6 の通りである。 

 

                                                  
20上位 10 社は、アルパイン、セイコーエプソン、小糸製作所、三洋電機、リコー、スタンレー電気、松下電工、パイオ

ニア、キョウデン、ソニー。下位 10 社は、ミツミ、富士通ゼネラル、ケンウッド、明電舎、TDK、日立製作所、オムロ

ン、コニカミノルタ、村田製作所、三菱電機。上位 20 社は、上位 10 社に、横河電機、シャープ、アルプス電気、ロー

ム、東芝、日立マクセル、アドバンテスト、京セラ、カシオ、住友電装を加えた 20 社。下位 20 社は、下位 10 社に、富

士通、NEC、ファナック、日本無線、松下電器、クラリオン、大日本スクリーン、東芝テック、日本ビクター、キヤノン

を加えた 20 社。 
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表 3.6 電機業界の機能性による企業グループ間の業績指標の有意差検定結果 

上位 10 社と下位 10 社の比較 上位 20 社と下位 20 社の比較  

上位 10 社 下位 10 社 ｔ 値 上位 20 社 下位 20 社 ｔ 値 

平 均 売 上 伸 び 率

（97-03 年度）（％） 

9.212 -2.311 2.330

**

5.807 -1.064 2.603

**

平 均 売 上 伸 び 率

（98-03 年度）（％） 

10.761 -2.247 2.166

**

7.560 -.652 2.641

**

平均営業利益率 

（97-03 年度）（％） 

4.577 4.956 -.220 5.949 5.330 .300

平均営業利益率 

（98-03 年度）（％） 

4.471 4.790 -.184 5.625 5.144 .235

営 業 利 益 変 化 率

（97-03 年度）（％） 

-.086 

† 

.226 -.139 -1.094

‡

.512 -1.135

営 業 利 益 変 化 率

（98-03 年度）（％） 

.669 1.951 -.686 .904 2.644 -1.357

時価総額（97 年度）

（百万円） 

867,220 

† 

872,329 -.009 844,368

‡

1,152,728 -.795

時価総額（03 年度）

（百万円） 

836,998 659,670 .465 810,339 933,830 -.387

時 価 総 額 伸 び 率

（97-02 年度）（％） 

1.382 

† 

-6.485 1.929

*

-.488

‡

-7.097 2.611

**

時 価 総 額 伸 び 率

（97-03 年度）（％） 

3.453 

† 

-3.435 1.883

*

1.626

‡

-3.805 2.363

**
（注） **：有意確率ｐ＜.05、*：ｐ＜.1 

†：セイコーエプソンについては、2002 年度以前未上場のため、また、1997 年度以前営業利益非開示のため、分

析対象から除外し上位９社で分析。 

 ‡：上記に同じく上位 19 社で分析。 

 全てのｔ検定について、Ｆ値による等分散性の確認をしている。 

出所：SPSS アウトプット 

 

①成長性 

上位 10 社対下位 10 社、上位 20 社対下位 20 社の連結売上伸び率についての有意差検定

では、両方について帰無仮説「機能性の高いグループと低いグループ間の平均値に有意な差は

認められない｣は棄却される。従って、機能性の高い企業と低い企業の間で、売上伸び率に有意

な差が認められ、この結果は H₁ を支持している。 

また、分析開始年度から各年度までの成長性を７年間にわたって年度ごとに算出し、機

能性との相関分析を実施した結果、分析期間が短期間になる程、機能性・成長性間の相関

係数が低下することが確認できる（表 3.7 参照）。 

②収益性 

営業利益率については、期間平均でも、変化率でも２つのグループに有意な差は認めら

れず、H₂ を支持する結果は得られない。 

③企業価値 

機能性と単年度の時価総額との間に有意な差は見られず、電機業界について H₃ を支持す

る結果は得られない。但し、機能性と時価総額の伸び率には有意な差が認められる。 
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表 3.7 電機企業 50 社の機能性評価点と平均連結売上伸び率の相関分析結果 

最終年度 

開始年度 
1998 年度 1999 年度 2000 年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度

1997 年度 
.151 

 

.270 .268 .296

**

.344 

**

.393

***

1998 年度 
－  

 

.227 .212 .306

**

.342 

**

.384

***
（注）***：有意確率ｐ＜.01、**：ｐ＜.05 

出所：SPSS アウトプット 

 
3.3.3 化学業界の分析 

化学業界についても、電機業界同様に、機能性の評価の分布状況を度数分布図により確

認する（図 3.4 参照）。 

 

機能性評価点

2.001.501.000.500.00

度
数 12

10

8

6

4

2

0

 平均値 =0.73
 標準偏差 =0.393

N =50

 
 （注）楕円の部分：傾向の異なる企業群 

図 3.4 化学 50 社の機能性による度数分布 

出所：SPSS アウトプット 

 

電機と比較した場合、化学については、機能性（評価点）に関して、50 社が一様の分布

ではなく、全体の傾向とは異なる企業群の存在が確認される。その企業群を構成している

のは、資生堂、花王、ユニ・チャームといった家庭用品・化粧品等の消費財事業を主に行

っている企業である。傾向の異なる企業をいっしょに分析すると、正しい結果が得られに

くいため、最初の相関分析（表 3.8）以外は、７社21の家庭用品・化粧品メーカーを除いた

43 社の化学企業で分析を進める。 

                                                  
21花王、資生堂、カネボウ、ライオン、ユニ・チャーム、小林製薬、コーセーの７社。 
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化学業界 50 社に関しては、電機業界同様に、売上伸び率について、事業定義の機能性評

価点との間に正の相関が認められる。営業利益率についても、機能性との間に正の相関が

認められる。両指標ともに、分析期間が７年の場合の方が６年よりも相関係数が高いが、

重大な差ではない。時価総額については、伸び率との間に相関が見られないが、絶対額と

の相関が認められる（表 3.8、付属資料８参照）。 

 

表 3.8 化学企業 50 社の機能性評価点と業績指標の相関分析結果 

 平均売

上伸び

率

（97-03

年度） 

平均売

上伸び

率

（98-03

年度） 

平均営

業利益

率 

（97-03

年度） 

平均営

業利益

率 

（98-03

年度） 

営業利

益変化

率

（97-03

年度） 

営業利

益変化

率

（98-03

年度） 

時価総

額 （ 97

年度） 

時価総

額 （ 03

年度） 

時価総

額伸び

率

（97-02

年度） 

時価総

額伸び

率

（97-03

年度） 

相関 

係数 

.422 

*** 

.388 

*** 

.363 

*** 

.355

**

-.009 -.072 .411

***

.381 

*** 

.196 

 

.084

（注）***：有意確率ｐ＜.01、**：ｐ＜.05 

 出所：SPSS アウトプット 

 

43 社による機能性評価点と主要業績指標の相関分析の結果は、収益性との関係を除いて、

表 3.8 の結果とほぼ同様である。つまり、機能性評価点と売上伸び率の間には、かなり高

い正の相関が認められ、株式時価総額についても、依然として正の相関が見られる（図 3.5、

表 3.9、付属資料８参照）。 

 

機能性評価点

1.401.201.000.800.600.400.200.00

売
上
伸
び97-03

年
度

15.00

10.00

5.00

0.00

-5.00

 

（注）売上伸び 97-03 年度：1997-2003 年度間の年平均連結売上伸び率、単位は％。 

図 3.5 化学企業 43 社の機能性評価点と連結売上伸び率の散布図 

出所：SPSS アウトプット 
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表 3.9 化学企業 43 社の機能性評価点と業績指標の相関分析結果 

 平均売

上伸び

率

（97-03

年度） 

平均売

上伸び

率

（98-03

年度） 

平均営

業利益

率 

（97-03

年度） 

平均営

業利益

率 

（98-03

年度） 

営業利

益変化

率

（97-03

年度） 

営業利

益変化

率

（98-03

年度） 

時価総

額 （ 97

年度） 

時価総

額 （ 03

年度） 

時価総

額伸び

率

（97-02

年度） 

時価総

額伸び

率

（97-03

年度） 

相関 

係数 

.675 

*** 

.762 

*** 

.288 

 

.261 -.289 -.289 .398

***

.360 

** 

.223 

 

.098

（注）***：有意確率ｐ＜.01、**：ｐ＜.05 

出所：SPSS アウトプット 

  

全 43 社を、事業定義の機能性評価点で上位 10 社と下位 10 社、上位 20 社と下位 20 社22に

分けて、業績指標の平均値について有意差検定を実施し、以下の結果を得る23（表 3.10 参

照）。 

①成長性 

上位 10 社対下位 10 社、上位 20 社対下位 20 社の連結売上伸び率についての有意差検定

では、どちらについても、機能性の高い企業と低い企業の間で、売上伸び率に有意な差が

認められる。つまり、化学企業についても H₁ を支持する結果が得られ、機能性が高い企業

は低い企業よりも成長性が高いと言える。 

②収益性 

平均営業利益率については、上位 10 社対下位 10 社の比較では有意な差が認められない

が、上位 20 社対下位 20 社では有意な差が認められる。相関分析の結果と合わせて、機能

性と営業利益率には弱い相関性があり、ある程度 H₂ を支持する傾向が伺える。 

③企業価値 

2003 年度の時価総額については、上位 20 社、下位 20 社の有意差検定で有意な差が認め

られる。相関分析の結果も、機能性と時価総額にある程度の相関性を示している。従って、

化学業界では、機能性評価点の高い企業の時価総額は機能性の低い企業よりも高く、この

結果は、H₃ をある程度支持している。 

時価総額の伸び率との関係については、機能性評価点上位 20 社対下位 20 社の比較で、

有意な差が見られること以外には、明確な相関関係は認められない。この点は、電機とは

異なる結果となっている。 

 

 

                                                  
22上位 10 社は、富士写真フイルム、シーアイ化成、東ソー、コニシ、エア・ウォーター、日本触媒、三菱化学、日東電

工、日本化薬、日本ゼオン。下位 10 社は、アキレス、東亞合成、大日本インキ化学工業、日本油脂、三菱樹脂、セント

ラル硝子、旭電化工業、昭和電工、高砂香料工業、トクヤマ。上位 20 社は、上位 10 社に、エフピコ、電気化学工業、

呉羽化学工業、ニフコ、信越化学工業、旭化成、住友化学、日立化成工業、JSR、大日精化工業を加えた 20 社。下位 20

社とは、下位 10 社に、三菱ガス化学、宇部興産、日本曹達、関西ペイント、ダイセル化学工業、積水化学工業、日産化

学工業、東洋インキ製造、太陽日酸、住友ベークライトを加えた 20 社。 
23参考までに、除外した７社を加えた 50 社で同様の有意差検定を実施した結果、上位 10 社対下位 10 社でt値の全体的低
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表 3.10 化学業界の機能性による企業グループ間の業績指標の有意差検定結果 

上位 10 社と下位 10 社の比較 上位 20 社と下位 20 社の比較  

上位 10 社 下位 10 社 ｔ 値 上位 20 社 下位 20 社 ｔ 値 

平 均 売 上 伸 び 率

（97-03 年度）（％） 

4.193 -1.251 4.469

***

3.281 -1.324 5.128

***

平 均 売 上 伸 び 率

（98-03 年度）（％） 

6.344 -.172 5.016

***

4.935 -.046 5.556

***

平均営業利益率 

（97-03 年度）（％） 

5.997 4.667 1.385 6.382 4.494 2.581

**

平均営業利益率 

（98-03 年度）（％） 

5.971 4.775 1.252 6.405 4.534 2.498

**

営 業 利 益 変 化 率

（97-03 年度）（％） 

.509 1.674 -.916 .887 1.524 -.749

営 業 利 益 変 化 率

（98-03 年度）（％） 

1.094 2.266 -.895 1.415 2.328 -1.098

時価総額（97 年度）

（百万円） 

398,606 108,807 1.225 369,246 143,631 1.708

時価総額（03 年度）

（百万円） 

379,373 97,517 1.666 403,826 118,533 2.445

**

時 価 総 額 伸 び 率

（97-02 年度）（％） 

.439 -4.389 1.251 .749 -5.574 2.416

**

時 価 総 額 伸 び 率

（97-03 年度）（％） 

2.047 -1.151 .876 2.244 -1.904 1.702

*
（注） ***：有意確率ｐ＜.01、**：ｐ＜.05、*：ｐ＜.1 

 全てのｔ検定について、Ｆ値による等分散性の確認をしている。 

  出所：SPSS アウトプット  

 

3.3.4 電機・化学業界の総合的分析 

電機 50 社、化学 43 社による業界別の分析に加え、以下では、全 93 社を業界に関係なく

同様に分析し、機能性と業績指標の関係について検討する。 

①相関分析の結果 

93 社の相関分析結果からは、機能性と成長性（連結売上伸び率）について、業界別分析

と同様の相関性が見て取れる。従って、事業定義の機能性と成長性の相関性には、業界を

超えた傾向が存在すると言える。散布図からも、この傾向を読み取ることができる（表 3.11、

図 3.6 参照）。 

他の業績指標については、電機業界の影響により、時価総額の伸び率との弱い相関性が

認められること以外には、特に機能性との明確な相関性は認められない。 

②平均値の有意差検定の結果 

成長性についてのみ、93 社の中から機能性上位 10 社対下位 10 社、上位 20 社対下位 20 社の

平均について有意差検定を行い、相関分析の結果を支持する有意な結果を得ている（表 3.12 参

照）。 

                                                                                                                                                  
下が見られる（有意差への影響はない）こと以外は、43 社についての分析結果とほぼ同じ結果が得られている。 
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表 3.11 電機・化学企業 93 社の機能性評価点と業績指標の相関分析結果 

平均売

上伸び

率

（97-03

年度） 

平均売

上伸び

率

（98-03

年度） 

平均営

業利益

率 

（97-03

年度） 

平均営

業利益

率 

（98-03

年度） 

営業利

益変化

率

（97-03

年度） 

営業利

益変化

率

（98-03

年度） 

時価総

額 （ 97

年度） 

時価総

額 （ 03

年度） 

時価総

額伸び

率

（97-02

年度） 

時価総

額伸び

率

（97-03

年度） 

電機 50 社 
.393 

*** 

.384 

*** 

.024 

 

.027 -.025 -.096 -.090 .004 

 

.338 

** 

.330

**

化学 43 社 
.675 

*** 

.762 

*** 

.288 

 

.261 -.289 -.289 .398

***

.360 

** 

.223 

 

.098

電機・化学

93 社 

.451 

*** 

.444 

*** 

.073 

 

.061 -.158 -.153 .095 .162 

 

.266 

** 

.216

**

（注）***：有意確率ｐ＜.01、**：ｐ＜.05 

 出所：SPSS アウトプット 

 

 

機能性評価点

2.001.501.000.500.00

売
上
伸
び
率9

7
-
0
3

15.00

10.00

5.00

0.00

-5.00

-10.00

 
 

     （注）○：電機、×：化学、売上伸び率 97-03：1997-2003 年度間の連結年平均ベース、単位は％。 

 スケールの関係より特殊要因により急成長したキョウデン、日本電産、船井電機を除く。 

 

図 3.6 電機・化学企業 93 社の機能性評価点と連結売上伸び率の散布図 

出所：SPSS アウトプット 
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表 3.12 電機・化学業界の機能性による企業グループ間の業績指標の有意差検定結果 

上位 10 社と下位 10 社の比較 上位 20 社と下位 20 社の比較  

上位 10 社 下位 10 社 ｔ 値 上位 20 社 下位 20 社 ｔ 値 

平均売上伸び率（Ｖ

（97-03 年度）（％） 

10.124 -2.671 2.637

**

5.988 -1.591 2.891

***

平 均 売 上 伸 び 率

（98-03 年度）（％） 

11.786 -2.268 2.382

**

7.761 -.898 2.811

***
（注） ***：有意確率ｐ＜.01、**：ｐ＜.05

 全てのｔ検定について、Ｆ値による等分散性の確認をしている。 

出所：SPSS アウトプット 

 
3.4 考察とまとめ 

分析結果を踏まえて、電機と化学に共通して言えること、電機と化学で異なる点とそれ

らの理由について考察し、Levitt(1960)の主張との関係よりまとめる。 

3.4.1 電機・化学業界の分析結果の共通点 

電機・化学の業界別、及び、両業界をひとまとめにした企業群において、事業定義にお

ける機能性と成長性（連結売上伸び率）に有意な相関性が認められた。従って、本研究の

目的である｢企業は、機能による適切な事業定義により、持続的に成長することが可能であ

る｣という Levitt(1960)の主張から導き出された仮説は、電機・化学両業界において統計的

に実証され、業界を超えた普遍性を持つことが確認された。 

但し、両業界の分析において、機能性と成長性の相関係数は、機能性の差で成長性の差

を十分に説明できる程高いものではなかった。 

 

3.4.2 両業界の分析結果の相違点 

電機と化学の分析結果で異なるのは、機能性と収益性・企業価値の関係である。 

電機では機能性と平均営業利益率には相関が認められなかったのに対し、化学では弱い

ながらも相関が見られた。その理由は、機能性がイノベーションを経て、新事業、新製品・

サービスに結びつき成長につながるのに対して、収益性はむしろ業務面・管理面の工夫に

よりもたらされるということがあげられる。具体的には、電機業界では、デジタル製品や

IT 関連を始め各分野の製品のライフサイクルが短く、価格低下が激しく、製品開発が効率

化よりも優先される電機業界の傾向を反映しており、機能性の高い企業でも収益の確保が

難しいこと等がその理由としてあげられる。逆に、化学では製品のライフサイクルが長く、

機能性の高い企業は収益を確保しやすい事業環境にあると言える。 

また、電機では機能性と時価総額の伸び率に相関性が見られたのに対し、化学では伸び

率よりも絶対額との相関が強い。その理由としては、電機では、成長性と時価総額の伸び

に有意な相関性24があることより、投資家が成長性に基づく企業の将来性（株価の上昇）に

対して投資している可能性があげられる。つまり、時価総額が純粋に投資家の投資行動に

                                                  
24相関係数は、1997-2003 年度の売上伸び率と同期間の時価総額伸び率で、0.361（ｐ＜.05）（付属資料８参照）。 
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左右されるという仮定の下で、投資家が成長性に対して投資するとすれば、成長性はまず

時価総額の伸びに影響し、時間を経て時価総額そのものに反映されるので、成長性よりも

遅れて現れることになる（成長性→時価総額の伸び→時価総額という順）。それに対して、

化学では、営業利益率と時価総額の中程度からかなり高い相関性25より、投資の意向が収益

性（収益性に基づく高い配当）に左右される傾向があることが想定される。 

つまり、機能性と収益性・企業価値の関係では、業種によって差が見られ、電機業界で

は、事業定義が企業価値の伸びにも関係するのに対して、化学業界では、収益性や企業価

値の絶対額（時価総額）に関係することが確認された。但し、本研究から事業定義と収益

性・企業価値の関係について、両業界に共通した明確な結論は得られていない。 

また、両業界間の機能性の差26については、それが、必ずしも成長性の差27に結びついて

いないことから、主に、電機企業と化学企業の扱い製品の差と評価パネルの属性に起因し

ていると考えられる。すなわち、電機企業には消費財・生産財の両方を扱う企業が多く、

生産財もOA機器等比較的一般企業の従業員に身近な製品を含むのに対して、化学企業 43 社

は生産財メーカーが中心であり、企業の従業員であり消費財顧客の視点をより強く持つと

推定される評価者による評価では、電機企業に比べ化学業界の機能が実態以上に低く評価

される可能性28が理由としてあげられる。業界別機能性評価点の差と評価パネルの属性との

関係についてのより詳細な分析は、今後の課題として検討していく必要がある。 

 

3.4.3 今後の検討課題 

以下で、今後検討すべき課題について触れる。 

①Ｍ＆Ａの取り扱い方法 

本研究では、企業再編の影響を最小限にするために、連結財務指標を用いた。但し、企

業買収等の理由で成長性が異常に高い企業については、別途分析する必要があるかもしれ

ない。例えば、キョウデンは、企業買収を盛んに実施して成長してきた企業であるが、売

上伸び率（1997-2003 年度）が年率 52.7％と群を抜いて高い（日本電産等にもその傾向が

見られる）。高成長なのは事業定義による部分もあるだろうが、買収の売上への影響が大き

すぎるために、外れ値と認識されてしまう。これらの企業については、被買収企業の買収

前の業績を考慮するか、分析対象から除外するか、相関分析の方法を変えた方が、良好な

分析結果が得られる可能性がある（後述⑤参照）。 

②事業定義の抽出方法 

方法論上の課題の一つとして、社内報等内部資料の利用があげられる。社内向けの事業

定義の方が、従業員への影響が大きく、そのような情報源を用いる意義はある。しかしな

                                                  
25相関係数は、1997-2003 年度の平均営業利益率と 1997 年度の時価総額で、0.397（ｐ＜.01）、2003 年度の時価総額とで

は、0.597（ｐ＜.01）（付属資料８参照）。 
26ｔ検定の結果、電機 50 社と化学 50 社とでは、機能性の平均に有意な差が見られなかったのに対して、化学 43 社とで

は、有意な差（ｐ＜.05）が見られた。 
27同じく、ｔ検定では、電機・化学業界で成長性の平均について有意な差は見られなかった。 
28実際に、電機で２人、化学で４人の異常評価を除いて分析すると、両業界の機能性に有意な差が見られなくなった。 
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がら、７年も前の 100 社分の社内情報を、均一な質と量で収集するのは困難と言わざるを

得ない。収集方法、処理方法を含めて、今後の検討課題としたい。 

③事業定義の評価方法 

今回の分析では、他の評価者と異なる回答パターンをとる評価者の評価を除外せずに分

析し、除外した場合の結果を事後的に確認したが、そのような評価を除外するかどうかの

判断は実は難しい。一般の企業にも、異なる判断基準を持つ従業員がいると考えるのが自

然で、そのような評価を含める方がむしろ現実的かもしれない。但し、主成分分析の結果、

第一主成分の寄与率が極端に低い場合等、評価が機能性に基づいて行われていないと判断

される場合は、評価方法や評価パネルの見直しが必要かもしれない。 
また、評価の精度を高める上では、ＭＢＡ在学生によるパネルを拡大し、同じ企業につい

ての評価回答数を増やしていくのが有効かもしれない。 
評価者の数について、量的な確保が困難な場合の代替的手段としては、企業に接する機

会の多い複数のアナリスト等の専門家の協力を仰ぐ方法が考えられる。いずれも、今後の

検討課題である。 
さらに、1998 年時点の事業定義を、現時点で評価することの問題があげられる。1998 年

当時は、その時代の背景の中で機能としてとらえられたものが、顧客ニーズの変化等によ

り、現在はそうではない、或は、その逆の場合である。対応策として、1998 年時点での事

業定義に対する評価データの収集があげられるが、現実的にはそれは難しい。 

④分析対象期間 

分析期間中に社長の交代等により事業定義が変更された場合への対応が、より正確な分

析のための課題としてあげられる（第４章参照）。 

変更内容が機能性評価に影響する程大きい場合は、その企業を分析対象から除くことで

分析精度を上げることができる。 

今回、分析期間として６年と７年で分析しているが、結果に大きな差はなかった。電機

業界だけで分析したように、分析期間を変えた機能性と成長性の相関分析により、設定か

らの経過期間による事業定義の成長性への影響度の変化が分析できる。但し、より正確な

分析には、各社について各事業定義の設定時期と存続期間を把握する必要があり、かなり

複雑な分析になる恐れがある。いずれも、今後の検討課題である。 

⑤相関分析の方法 

機能性と業績指標の相関分析に、Pearsonの積率相関係数を使用しているが、評価パネル

による機能性評価点は、必ずしも直線的に変化するとは限らない。また、業績指標との関

係も直線的とは限らない。このような場合、相関分析に順位相関係数が用いられることも

多い29。参考までに、電機・化学企業各 50 社についてSpearmanの順位相関係数を算出した

ところ、表 3.13 のような結果を得た。電機については、先述の通り企業買収等により大き

く成長した企業を機能性中位領域に含み、それらがPearsonの相関係数では外れ値として作
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用し、特に成長性との相関で、順位相関係数の方が高くなる。化学についても、機能性に

関して分布傾向の異なる家庭用品・化粧品メーカーを含むため、同じく成長性との相関で、

順位相関係数の方が高くなる。但し、化学 43 社についての同様の分析では、両相関係数間

で結果に顕著な差は見られない。適切な相関分析の方法の選択は、今後の課題である。 

 

表 3.13 電機・化学企業各 50 社の機能性評価点と業績指標の順位相関係数 

 平均売

上伸び

率

（ 97-03

年度） 

平均売

上伸び

率

（ 98-03

年度） 

平均営

業利益

率 

（ 97-03

年度） 

平均営

業利益

率 

（ 98-03

年度） 

営業利

益変化

率

（ 97-03

年度） 

営業利

益変化

率 

（ 98-03

年度） 

時価総

額 （ 97

年度） 

時価総

額 （ 03

年度） 

時価総

額伸び

率

（ 97-02

年度） 

時価総

額伸び

率

（ 97-03

年度） 

電機 50 社 
.648 

*** 

.628 

*** 

.217 

 

.231 -.024 -.148 -.051 .090 

 

.389

***

.369

***

化学 50 社 
.589 

*** 

.524 

*** 

.358 

** 

.347

**

.012 -.098 .258 .341 

** 

.284

**

.154

（注）***：有意確率ｐ＜.01、**：ｐ＜.05 

  出所：SPSS アウトプット 

 

⑥顧客以外のステークホルダーの価値 

昨今の企業統治や CSR（企業の社会的責任）への関心の高まりの中で、顧客価値ではなく、例

えば、株主価値向上を目標に掲げる企業が増えている。本研究は、企業成長との関係性から事業

定義の顧客価値に焦点を当てており、他のステークホルダーの価値は研究対象としていない。但

し、Smit 他(2005)の米国企業約 100 社の過去 20 年間の業績指標の推移に関する研究からは、成

長を志向する企業が、株主価値向上を志向する企業よりも、最終的には生き残る確率が高いという

結果が得られており、本研究の結論と矛盾しない。 

⑦機能の要件 

本研究は、企業人に対して、自社の事業定義方法を提示することを最終目標として開始

された。Abell(1980)の提唱する３軸は、事業定義の手がかりにはなるが、分析的な事業定

義作業に終始する恐れがある。それに対して、機能を中心とした事業定義については、組

織内での合意形成が難しい半面、一旦合意されるとその後の事業展開が円滑に進む場合が

ある30。 

Levitt(1960)の主張に対しては、Tilles(1969)や Hofer and Schendel(1978)の指摘の通

り、単なる機能的表現による事業定義では一般的で広すぎるため、現実の厳しい競争状況

では役に立たないという批判がある。一方、本研究で抽出した各社の事業定義は、全社の

経営理念や長期経営計画レベルのものであった。そのようなレベルの事業定義では、一般

的な表現でも成長に結びついても、事業部レベルの中期的な事業定義の場合、競争に勝つ

                                                                                                                                                  
29豊田他（1992）、島崎（2006）等参照。 
30第４章 4.3.1（１）Ａ社のケース参照。 
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ため他社に対して自社を差別化する表現がより重要になるだろう。つまり、事業定義の対

象組織・期間によって、機能についての要件が異なるということである。 

事業定義の対象組織・期間と機能要件の関係、また、本章で分析対象にしなかった事業

定義が企業成長に結びつくプロセスに関与するその他の変数について解明できれば、事業

定義方法に関する規範論への展開が期待できる。それらの点については、第４章以降で検

討する。 
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表 3.14 電機企業 50 社の主要業績指標と機能性評価点 

 
（注） ｢売上伸び率｣：平均連結売上伸び率、｢営業利益率｣：平均連結営業利益率、｢変化率｣：営業利益変化率、｢時価総額｣：

株式時価総額、｢時価伸び率｣：平均時価総額伸び率。全て年度。 
 単位：時価総額（百万円）、機能性評価点（素点）以外は全て％。 

出所：各社有価証券報告書、パネル評価等 
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表 3.15 化学企業 50 社の主要業績指標と機能性評価点 

 
（注） ｢売上伸び率｣：平均連結売上伸び率、｢営業利益率｣：平均連結営業利益率、｢変化率｣：営業利益変化率、｢時価総額｣：

株式時価総額、｢時価伸び率｣：平均時価総額伸び率。全て年度。 
 単位：時価総額（百万円）、機能性評価点（素点）以外は全て％。 

出所：各社有価証券報告書、パネル評価等 
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第４章 機能整合性と企業成長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４章 機能整合性と企業成長 

本章では、事業定義の機能性と成長性に相関性が認められはしたが、その相関係数は成

長性の差を機能性の差で十分に説明できるほど高いものではないという第３章の研究結果

を受け、企業成長の第２の変数として、機能の組織内での整合性について、成長性との関

係から分析する。 

 

4.1 調査仮説 

第３章の事業定義の機能性と成長性の関係についての研究の結果として得られた相関係

数は、企業間の成長性の差を機能性の差で十分に説明できるほど高いものではなかった。

その理由として、分析対象とした全社事業定義が経営理念や長期経営計画の中の要素であ

り、そのレベルで機能性が高い企業であっても、事業分野・各事業の戦略レベルの事業定

義や、製品・サービスへの展開の巧拙により、成長性に差が出るということが想定された。 

そこで、第１章で提示した仮説的メカニズム（図 1.2）を前提とし、次のような命題を本

章での検証対象の仮説として設定する。 

仮説 H₄ ：機能性の高い全社事業定義の企業において、全社事業定義、事業分野・事業ごと

の事業定義、製品・サービスの各レベル間で整合度の高い企業は、そうでない企

業より成長性が持続的に高い。 

ここでの｢機能｣とは、第３章と同様に、｢顧客価値提供行為｣、｢ニーズ充足行為｣を指す。

｢機能的な定義｣とは、それによって、顧客の便益を明確に認識できる定義である。 

｢整合度｣とは、各レベル間における機能の整合性の度合いを指す。｢事業分野ごとの事業

定義｣とは、事業本部や社内カンパニーといった全社と事業部の中間に位置し、複数事業を

束ねた事業範囲1についての事業定義を指し、｢事業ごとの事業定義｣とは、事業部レベルの

定義を指す。｢持続的｣という時の期間は、全社事業定義の見直しが経営トップの交代（平

均在任期間７年から８年）に連動していることや、全社事業定義には長期経営計画（平均

５年から６年）や経営理念レベルのものが多いことから、第３章の分析同様６年から７年

と考え、それを調査対象期間とする。 

仮説 H₄ を、全社と事業分野・事業ごとの事業定義に限定し、以下の仮説を設定する。 

仮説 H₅ ：機能性の高い全社事業定義の企業において、全社事業定義と事業分野・事業ごと

の事業定義の整合度が高い企業は、そうでない企業より、卓越した業務プロセス

や優れた製品・サービスにより、成長性が持続的に高い。 

また、仮説 H₄ を、全社事業定義と製品・サービスの機能面での整合性と成長性の間の関

係に特化し、以下の仮説を設定する。 

仮説 H₆ ：機能性の高い全社事業定義の企業において、全社事業定義と製品・サービスの間

で整合度の高い企業は、そうでない企業より成長性が持続的に高い。 

                                                  
1米国企業においては、SBU(strategic business unit)、business group、business sector等の組織に対応。Prahalad and 

Bettis(1986)、Watson and Wooldridge(2005)等参照。 
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4.2 調査手順 

前掲の２つの仮説について、図 4.1 のようなフレームワークに基づいて、ケース研究、

アンケート調査、内容分析を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1 調査・分析のフレームワーク 

出所：筆者作成 

 

4.2.1 ケース研究 

調査・分析手順は、以下の通りである。 

ステップ１．分析対象企業の抽出 第３章で分析した電機企業のうち、機能性評価点の高

い 10 社の広報や経営企画部門にヒアリング調査を依頼し、それに対して協力的な４社2をこ

こでの分析対象とする。分析対象を電機企業の中から選ぶのは、事業環境の変化が激しく

事業定義の差が経営成果に早く現れること以外に、事業展開について出版物等の公開情報

が多く、実態が把握しやすいということがあげられる。４社の概要は、以下の通りである。 

Ａ社：1942 年創業の情報関連機器・精密機器メーカー。主要製品は、プリンター、液晶デ

ィスプレイ（表示装置）(LCD)、液晶プロジェクター、液晶モジュール、LCD ドライバーIC、

水晶振動子、ウォッチムーブメント、POS 端末等。 

Ｂ社：1936 年創業の事務機器メーカー。主要製品は、複写機、ファクシミリ、プリンター、

多機能複合機、スキャナー、デジタルカメラ、CD ドライブ等。 

Ｃ社：1938 年創業の音響映像機器メーカー。主要製品は、DVD レコーダー、プラズマディ

スプレイ(PDP)、プラズマテレビ、オーディオ機器、カーオーディオ、カーナビゲーション

システム等。 

Ｄ社：1946 年創業のエレクトロニクス・エンタテインメント企業グループ。主要製品は、

                                                  
2分析内容に企業秘密が含まれていることや、ヒアリング対象者の匿名性のため、各社の実名は使用しない。 

有証・アニュ
アルレポート

から抽出

データ・文献分析
ヒアリング調査
アンケート調査

ヒアリング対象：電機４社

アンケート対象：電機・化学９社

整合性

整合性 整合性

整合性

プレスリリースの
内容分析

全社事業定義のキーワードが、
新製品プレスリリースに出現す
る頻度の計測

対象：電機機能性上位10社＋
中下位15社

戦略レベルの事
業定義の機能
（1998年～）

事業分野
レベル

事業
レベル

経営理念・長期経営計画レベル

全社事業定義の機能
（1998年）

製品・サービス
レベルの機能

（1998～2003年度）

対象：電機・化学各50社

（第３章参照）
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テレビ、ビデオカメラ、デジタルカメラ、DVD レコーダー、パソコン、オーディオ機器、家

庭用ゲーム機、カーナビシステム、カーオーディオ、携帯電話端末（関連会社向け）、記録

メデイア、半導体、電子部品、電池、音楽・映像・ゲームソフト等。 

ステップ２．公開データ・文献の分析 ４社について、1997 年度以降の有価証券報告書、

アニュアルレポート、新聞・雑誌記事、事例研究、書籍等より、経営理念・事業分野別・

事業別の事業定義や、業務プロセス、製品・サービスに関する記述を抽出し、それらの間

の関係を分析する。また、各社の 1997 年以降の主要製品別市場シェアデータ3も収集。 

ステップ３．ヒアリング調査 ４社の従業員に対して、事業定義とその組織への影響等に

ついて、面談、電話、電子メールによるヒアリング調査を実施。対象は、1998 年時点で全

社戦略や事業戦略の策定に携わっていた従業員4。質問項目は、以下の通り(付属資料９参照)。 

① 全社事業定義の見直し頻度 

② 1998 年時点の全社事業定義の設定時期、作成者、設定理由、設定方法 

③ 全社事業定義の組織への影響 

④ 1998 年の全社事業定義の有効期間（変更されている場合、その時期と理由） 

⑤ 全社事業定義の事業分野や事業部への下方展開の有無とその具体的な表現 

⑥ ⑤で下方展開されている場合、結果としての事業定義設定時期、設定理由、設定方法 

⑦ （下方展開後の）事業定義の組織への影響 

⑧ （下方展開後の）事業定義の下、上市が実現した製品・サービス 

⑨ （下方展開後の）事業定義の有効期間（変更されている場合、その時期と理由） 

⑩ （下方展開後の）事業定義の見直し頻度 

⑪ 事業定義の基軸（顧客、機能、技術、製品等） 

ステップ４．ケース研究としてのとりまとめ 各種公開データ、ヒアリング調査結果、ア

ンケート調査（詳細については後述）結果等に基づき、４社についてケース研究を実施。

ケース研究と、機能性評価点（第３章参照）、成長性（同じく第３章参照）の総合的な分析

に基づき、事業定義の機能の階層間における整合性の差が、業務プロセスや製品・サービ

スを通して、成長性の差につながっているかを分析する。その結果より、H₅ を検証する。 

 

4.2.2 アンケート調査 

第３章で分析対象とした電機・化学企業各 50 社から、機能性評価点の高い 36 社5（ケー

ス研究で分析対象にした４社を含め電機 20 社、化学 16 社）の広報部門に対して、全社事

                                                  
3市場規模の推移から見て、成長製品分野中心。矢野経済研究所編『日本マーケットシェア事典』1999-2005 年版、日経

産業新聞｢主要製品・サービス 100 品目シェア調査｣1998 年 7月 7 日-2004 年 7月 26 日、東洋経済新報社｢最新シェア情

報｣『東洋経済統計月報』1998 年 11 月号-2005 年 1 月号を参照。データを引用した情報源のみ、参考文献に掲載。 
4全員当時課長、現在部長もしくはグループ企業幹部。 
5第３章の結果において、機能性評価点で上位より電機企業 20 社、化学企業 16 社を抽出。具体的には、アルパイン、セ

イコーエプソン、小糸製作所、三洋電機、リコー、スタンレー電気、松下電工、パイオニア、キョウデン、ソニー、横

河電機、シャープ、アルプス電気、ローム、東芝、日立マクセル、アドバンテスト、京セラ、カシオ、住友電装（以上

電機）、資生堂、ライオン、花王、ユニ・チャーム、富士写真フイルム、シーアイ化成、東ソー、コニシ、コーセー、エ

ア・ウォーター、小林製薬、日本触媒、三菱化学、日東電工、日本化薬、日本ゼオン（以上化学）。 
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業定義の見直し時期等の確認や、ケース研究を補完する目的で、質問表郵送方式（一部フ

ァックスやE-メールでの送受含む）により、アンケート調査を実施。調査時期は、2006 年

2 月下旬から 3月中旬。アンケートの項目は、以下の通り（付属資料 10 参照）。 

① 全社事業定義の見直し頻度 

② 全社事業定義の組織への影響 

③ 1998 年の全社事業定義の有効期間 

④ 全社事業定義の各事業分野への下方展開の程度 

⑤ 事業分野別事業定義の見直し頻度（有効期間） 

⑥ 事業定義が影響した領域（組織体制、研究・技術開発、製品開発・商品企画、広告・宣

伝、調達・生産・物流、従業員のモチベーション、その他） 

⑦ 事業定義・展開の基軸（顧客、機能、技術、製品等） 

 

4.2.3 内容分析（機能性上位企業） 

ここでの内容分析は、その有効性の判断も含め、まず電機企業のうち機能性で上位の 10

社について実施する。機能性中位、下位企業については、企業選定を含めた分析手順と分

析結果を、4.4 で詳述する。調査手順は、以下の通りである。 

ステップ１．分析対象企業の選定 第３章で分析対象とした電機企業 50 社のうち、機能性

評価点が高く、過去の新製品プレスリリースが、一定量6ホームページや広報担当者を通し

て入手可能な 10 社7を分析対象とする。分析対象として電機企業を選ぶのは、ケース研究と

同様に、主に環境変化の速度と情報の入手可能性による。 

ステップ２．事業定義の変化の分析 10 社について、1997 年度8から 2003 年度の有価証券

報告書、アニュアルレポート等より、経営トップの交代時期と全社事業定義に関する記述

を抽出し、トップの交代と事業定義の変化9の関係を確認する。 

ステップ３．プレスリリースの収集・整理 10 社の 1998 年度から 2003 年度の新製品プレ

スリリース10を各社ホームページより入手し、パソコンによるテキスト検索が可能な形（テ

キストファイル）に変換する。ホームページに過去のプレスリリースを掲載していない企

業については、各社広報担当者を通してリリース文をMSワードやPDFファイルとして入手し、

同様にテキストファイルに変換する。過去のリリース文を印刷物でしか保管していない企

業については、スキャナーとOCRソフトでリリース文をパソコンにテキストファイルとして

読み込む。件数ベースで正確な分析ができるように、一回のプレスリリース（一製品、或

いは、製品群）を｢一件｣と数え、それを一ファイルの形にする。開発段階の新技術プレス

                                                  
6対象期間内合計の下限で 10 件。目標としては 100 件以上。 
7アルパイン、セイコーエプソン、小糸製作所、三洋電機、リコー、スタンレー電気、松下電工、パイオニア、ソニー、

横河電機。 
8第３章と同様に、各社の会計期間の開始月が属する年を西暦表示の会計年度に統一している。 
9新事業定義の適用開始時期について、明示のない場合や判断できない場合は、記述された会計年度とする（例 2002 年

6 月に発行された有価証券報告書は、2001 年度について記述されており、事業定義も 2001 年度より適用開始とする）。 
10ソニーは、ソニードライブ、SCE、SMEを含む。スタンレー電気は、レイブリックを含む。ソフトウェアタイトル等製品
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リリースについては、商品化の期日（概ねリリース時点から１年以内）が明記されている

もののみ分析対象に含める。 

ステップ４．テキストマイニング手法による内容分析 1998 年の全社事業定義のキーワー

ドが、1998 年度から 2003 年度のプレスリリースの中に登場する出現頻度を計測する。調査

期間中に経営トップの交代で事業定義が変化した場合は、それ以降の期間の分析に、新し

い事業定義のキーワードを用いる。 

分析の単位（頻度計測のまとまり）は、ファイルとする。具体的には、有価証券報告書

やアニュアルレポートの中の事業定義を構成する語を抽出し、それらとその類義語が含ま

れるファイル数をテキスト検索ソフト(検索エンジン)11で計測する。機能性の判断に主観が

入る恐れがあるため、機能性にかかわらず名詞、動詞、形容詞、形容動詞、副詞とそれら

の合成語12を抽出する。各語についての出現ファイル数を合算し、語と語の間で重複したフ

ァイル数を除外し、それを期間中の総ファイル数で除し、｢整合度13｣とする。つまり、 

 整合度＝各語が含まれる全ファイル数／総ファイル数 

 或いは、（Σ各語出現件数－重複件数）／総件数（0.00～1.00 で算出） 

と表現される。 

意味（概念）的に出現しているかどうかが問題なので、製品名や組織名等の固有名詞と

して含まれる場合、コーポレート・アイデンティティ(CI)やスローガンとして統一的に掲

載されている場合等は、件数として数えない。 

ステップ５．整合度と機能性・成長性の関係の分析 内容分析の結果としての整合度、機

能性・成長性の総合的な分析に基づき、事業定義の機能の階層間における整合性の高さと、

成長性の差の関係を解明する。 

 

4.3 分析結果 

4.3.1 ケース研究 

４社のケースについて、全社事業定義と事業分野・事業ごとの事業定義の整合性の差が、

業務プロセスや製品・サービスを経て、成長性の差に結びついているかどうかを検証する。 
（１）Ａ社のケース 

① 全社事業定義と事業ごとの事業定義 

1991 年の社長交代に伴い、92 年 7 月から 93 年 6 月にかけて、部門横断的に召集された

従業員が、全社事業定義見直しプロジェクトに取り組んだ。既存製品群の機能の分析に基

づき、｢省の技術｣（省エネ・省スペース化支援、顧客：電子機器・時計メーカー、技術：

各種省エネ技術）、｢先進スタンダード｣（情報・インターフェース技術のデファクトを予測

                                                                                                                                                  
名のみのリリースは除く。  
11ネット経由でダウンロードできる｢サクラエディタ｣を使用。 
12｢技術｣、｢商品｣、｢製品｣、｢顧客｣、｢事業｣、｢機器｣、｢貢献｣、｢提供｣、｢提案｣、｢創造｣、｢オーディオ｣、｢ビデオ｣、｢ソ

フト｣、｢ハード｣、｢システム｣等の一般語は除く。 
13ここでの｢整合度｣は、事業定義を構成する語が新製品プレスリリースに出現する頻度なので、機能的表現だけでなく非

機能的表現も含み、厳密には仮説H₄ 、H₅ 、H₆ の｢整合度｣よりも広い概念となっている。 
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して製品に適用する、顧客：一般消費者、技術：情報・インターフェース技術）、｢リンケ

ージ｣（安心感・信頼感に基づく協業、顧客：電子機器メーカー、技術：省エネ・精密加工・

高密度実装技術）、｢快適創造｣（安全・健康の提供、顧客：一般消費者、技術：センシング・

時計関連技術）等機能により事業が定義された。それらから、｢省の技術｣、｢先進スタンダ

ード｣、｢カラーイメージング｣、｢ソリューション提供｣、｢マイクロアーティスト｣に発展。

1995 年秋に打ち出された 21 世紀に向けた長期ビジョンでは、これらを統合して、全社事業

定義｢『省』の技術：微細と低パワーを組み合わせて顧客の問題を解決する｣が作成された。 

また、2003 年１月の中長期基本構想では、｢デジタル・イメージ・イノベーション：画像

と映像の融合領域を目指して｣の理念の下、｢イメージングオンペーパー｣、｢イメージング

オンスクリーン｣、｢イメージングオングラス｣という事業定義へ展開。経営トップより、各

事業部の中期経営計画に全社事業定義を取り入れるように強い指示があったため、現場の

全社ビジョンの達成に対する関心は高かった。 

② 業務プロセス・製品上の成果 

全社事業定義は、組織体制（組織名称等）、広告・宣伝活動（“ENERGY SAVING Ａ社”と

いう名刺貼付用シール）、従業員のモチベーション向上等につながった。 

また、Ａ社のある事業本部は、2000 年ベストプラクティス賞14、2001 年日本経営品質賞 

(JQA)15を受賞している。当事業本部は自分達の事業を、｢カラー技術をトータルソリューシ

ョンとして提供する｣と定義としていた。JQAの受賞理由は、プロダクトマネジャー制によ

る商品企画プロセス、顧客満足度日本一のインフォメーションセンター、修理の速さ日本

一の修理サービス、IBU（独立事業単位）制による業務処理体制等である。 

卓越した製品としては、｢省の技術｣事業の下で開発された携帯電話用液晶モジュール、

｢カラーイメージング｣事業の下のインクジェットプリンターや液晶プロジェクター、｢ソリ

ューション提供｣事業で開発された POS 端末等があげられ、それぞれ収益に貢献した。 

主要製品の多く16について、国内市場シェア17の上昇傾向が見られる。LCDが、6.6％（1997

年）から 15.2％（2003 年）に、液晶プロジェクターが、26.0％（2000 年）から 32.0％（2003

年）に、カラーレーザープリンターが 20.0％（1999 年）から 32.5％（2003 年）に、それ

ぞれ上昇している。また、インクジェットプリンターは、52.0％（1997 年）、59.9％（1998

年）から 52.3％（2003 年）と業界トップのシェアを維持している。 

 

（２）Ｂ社のケース 

① 全社事業定義と事業ごとの事業定義 

1996 年に｢顧客へのお役立ち領域｣の設定に主眼を置いて作成されたコーポレートスロー

                                                  
14㈶社会経済生産性本部が、卓越した実践活動（プラクティス）が認められた企業に贈る賞。 
15㈶社会経済生産性本部が 1995 年 12 月に創設した賞で、顧客視点から経営全体を運営し、自己革新を通して新しい価値

を創造し続けることのできる「卓越した業績を生み出す経営の仕組み」を有する企業を表彰する制度。 
16市場急拡大に伴う競争激化のため戦略的に事業縮小したデジタルカメラ、液晶テレビ等を除く。 
17矢野経済研究所（1998、1999、2000、2005）、東洋経済新報社（2000、2001、2005）より。液晶プロジェクター、カラ

ーレーザープリンターは台数ベース、LCD、インクジェットプリンターは金額ベース。 
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ガンとして、全社事業定義｢イメージ・コミュニケーション(IC)を通して、デジタルとカラ

ーコミュニケーション技術により、ネットワーク化されたオフィスに不可欠な機器・シス

テムを提供（IC：高品質イメージ、オープンスタンダード、簡単操作、ワークグループ支

援、オフィス全体）｣が設定された。当事業定義は、最近まで大きく変化していない。この

事業定義の下、1997 年に Abell(1980)の事業定義の３軸に基づき、顧客（オフィス、ワー

クグループ、個別ユーザー）、機能（トータルオフィスサポート、画像情報提供、アウトソ

ーシング等）、技術（画像処理技術、サービス網、業務ノウハウ等）の組み合わせで７種類

の事業を定義。さらに、1998 年の中期経営計画策定プロセスにおいて、各事業定義の役割

が設定され、全事業分野（事業本部・事業部）に下方展開され、各事業定義をいずれかの

事業部が担当する体制となった。 

② 業務プロセス・製品上の成果 

全社の長期経営計画の全社事業定義が、各事業分野の中期経営計画を経て、全社に浸透

し、多くの卓越した業務プロセスを生み出した。設計・製造を統合した独自の製品開発シ

ステムは、顧客満足度を最大化し、開発期間を半分にし、トータルコストを最小化するこ

とを狙い導入された。世界生産システムが、グローバルFPR18システムとともに導入され、

全世界共通の品質水準を達成している。1999 年より、新SCMシステムが顧客満足度と効率の

向上を目指して開発されている。また、CS19経営会議が設置され、経営に顧客の声を取り入

れるしくみが構築された。 

Ｂ社は、卓越した CS 経営を理由に、1999 年 JQA を企業として受賞している。JD パワー

による顧客満足度調査では、連続して国内複写機メーカーの中でトップを維持している。 

1999 年より、財務、顧客、業務プロセス、学習と成長の４つの視点に、環境保全の視点

を加えたバランス・スコアカードを導入し、JQA を目指し全社の整合取りに取り組んできた。 

Ｂ社は、ネットワーク化されたワークグループの作業効率改善のための多機能複合機や、

国内市場向けのCSS20とデジタル複写機、顧客の価値連鎖を総合的に支援するアウトソーシ

ングサービス（メンテナンス、リース、コンサルティング）等で成功を収めている。 

国内市場シェア21は、複写機については、25.1％（1997 年）、26.9％（1998 年）から 25.5％

（2003 年）、ファクシミリについては、16.9％（1997 年）、17.0％（1998 年）から 16.2％

（2003 年）と、家電メーカー等の攻勢にもかかわらず業界トップの地位を維持している。 

 

（３）Ｃ社のケース 

① 全社事業定義と事業ごとの事業定義 

全社事業定義｢人を感動させ、心の琴線に触れる商品の提供（より多くの人と、感動を）、

オーディオ・ビデオエンタテインメントをより充実させる（『エンタテインメント創造企

                                                  
18field problem reportの略。世界中で、従業員が品質情報を共有化するためのシステム。  
19customer satisfaction（顧客満足）の略。 
20customer support systemの略。電話回線により、故障前の警告や補修要求を自動的にセンターに連絡する仕組み。 
21矢野経済研究所（1999、2000、2005）より。金額ベース。  
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業』）｣は、1996 年の社長交代の後、赤字からの脱却に向けて設置されたCIプロジェクト22の

成果のグループビジョンとして、1998 年の｢中期計画｣の中で打ち出されたもの。創業理念

の｢より多くの人に、より良い音を｣をベースに、従業員へのアンケート調査の結果等を踏

まえて、音や画質の良さに加え、｢楽しさ｣、｢快適｣、｢便利｣等の機能を追加して作成。経

営トップが、CS経営を事業定義実現の手段と位置付け、管理職を召集して｢価値伝達会議｣

を開催し、事業定義の浸透と顧客価値の共有化を図った。４つの社内カンパニーが、全社

事業定義を下方展開し、製品に落とし込んだ。例えば、車載機器関連のカンパニーでは、

事業を｢世界初への挑戦、新しいカーライフエンタテインメントの提供｣と定義した。 

② 業務プロセス・製品上の成果 

車載機器関連のカンパニーでは、従業員が｢新しいカーライフエンタテインメント｣の実

現に向けて、顧客価値の創出に向けて努力した。簡単操作のカーナビシステムが開発され、

ヒット商品となった。当カンパニーは、2002 年、卓越した顧客価値創造の活動に対して JQA

を受賞している。 

1998 年には、JQA の審査基準に準拠した CS アセスメントが導入された。また、部門横断

的な業務プロセス改善を狙ったプロセスマネジメントが導入された。2003 年より、製販連

携による在庫削減を狙って、需要予測、需要・生産マッチング、全世界製販情報データウ

ェアハウス等のシステムで構成された新 SCM が開発・導入された。 

CS 経営の実現を加速し、全社とカンパニー別中期経営計画の乖離を無くすために、2002

年よりバランス・スコアカードによるコミットメント経営を導入している。 

成功製品として、カーナビシステム、PDP 等があげられる。 

国内市場シェア23については、DVDプレーヤー・レコーダーが、競争が激化する中で 46.0％

（1998 年）から 19.2％（2003 年）に低下する一方、カーナビシステム24が、21.7％（1998

年）から 27.2％（2003 年）に、カーステレオが、21.6％（1998 年）から 31.4％（2003 年）

に、プラズマテレビが、17.4％（2001 年）から 23.0％（2003 年）に上昇している。 

 
（４）Ｄ社のケース25

① 全社事業定義と事業ごとの事業定義 

｢様々なディストリビューション・チャネルを通して世界中の人々に感動や夢を与えるソ

フト、最高の性能・品質・デザインを兼ね備えたハードウェアの提供、お客様が好きな時

に見たい映像や聴きたい音楽を簡単に楽しめるホームネットワークを構築し、デジタル・

ドリームの実現を目指す｣は、経営トップが 1998 年のアニュアルレポートの中で経営理念

として用いた事業定義で、社内向けスピーチ等でも頻繁に引用された。但し、関係者の間

で十分な議論を経て設定されたものではなく、必ずしも組織全体に浸透してはいなかった。 

                                                  
22CI(corporate identity)設定のための全社的プロジェクト。 
23矢野経済研究所（2000、2003、2005）、日経産業新聞（1999、2004）より。台数ベース。 
24市販（アフターマーケット）のみ。 
25グループの中核であるエレクトロニクス関連事業分野を中心に記述。 
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1999 年 4 月、全社事業定義を受けて、電機関連の事業部門を４つの社内カンパニーに再

編し、そのうちの３カンパニーの名称に｢ネットワーク｣を付与した。各カンパニーに対し

ては、全社事業定義の下で、ハード単体としてではなく、サービスやコンテンツで付加価

値を得るビジネスモデルの構築が奨励されたが、それが実現した事業は少なかった。全社

事業定義の下方展開が実施されたカンパニーの例としては、｢パーソナル、デジタル、エン

タテインメント｣（パーソナルエレクトロニクス関連カンパニー）、｢家庭や個人ひとり一人

に新しい遊び方、楽しみ方を提供する｣（家庭用ゲーム機カンパニー）等があげられる。 

また、ネットワーク関連の新規事業推進組織を立ち上げ、インターネット接続サービス

や IC カード事業を中心に様々な新規テーマに着手したが、収益源は、相変わらずビデオカ

メラ、テレビ、パソコン、家庭用ゲーム機等であった。結局、ネットワーク関連事業から

は、明確な利益があがらず、それらは、他のカンパニーに分割吸収された。 

全体として、ハードウェア中心の事業構造から脱却することができず、全社事業定義が

各カンパニーに十分に下方展開されているとは言えない状況だった。 

② 業務プロセス・製品上の成果 

各カンパニー長にとっての最優先課題は、既存製品の維持であり、リスクの高いネット

ワーク事業への参入は、あまり進まなかった。新価値連鎖の構築を狙ったCRM26のためのデ

ータベース、課金システム、アフターサービス（ソフトウェアの自動更新システム等）等

のネットワーク事業の基盤作りに関する提案が社内で受け入れられず、新しいサービスも

出てこなかった。インターネット経由で顧客に小型端末に音楽を送信する事業モデルは、

競合他社が同様の事業に参入する前に提案されていたが、グループ全体としてネットワー

ク事業に対する一致した方向性がないことや、ソフト子会社のDRM27への過剰な配慮により、

製品化されなかった。 

成功した製品は、家庭用ゲーム機、デジタルカメラ等に限られる。 

国内市場シェア28については、家庭用ゲーム機が、61.2％（1998 年）から 80.0％（2003

年）に、デジタルカメラが、5.3％（1998 年）から 14.6％（2003 年）に上昇。一方、1997

年に本格参入したパソコンは、14.6％（2001 年）まで上昇した後、7.8％（2003 年）に低

下。DVDプレーヤー・レコーダーが、20.9％（1998 年）から 8.7％（2003 年）に、ビデオカ

メラが、46.2％（1998 年）から 38.3％（2003 年）に、カーナビシステム29が、8.5％（1998

年）から 5.9％（2002 年）に、カーステレオが、14.8％（1998 年）から 9.8％（2003 年）

に、リチウムイオン電池が 31.0％（1998 年）から 24.5％（2002 年）に、それぞれ低下し

ている。また、テレビは、成長市場の液晶テレビで 12.9％（2003 年）とカラーテレビに比

べ低く、全体30では 16.5％（1998 年）から 16.2％（2003 年）に微減。 

                                                  
26customer relationship managementの略。 
27digital rights management（著作権管理）の略。 
28関連会社（持分法適用）向け携帯電話端末については、Ｄ社の市場シェアではないため除外。矢野経済研究所（2000、

2005）、日経産業新聞（1999、2000、2002、2003、2004）より。台数・個数ベース。 
29市販（アフターマーケット）のみ。 
30カラーテレビ（ブラウン管）、液晶テレビ、プラズマテレビを含む。各製品別市場シェアより算出。 
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（５）４ケースのまとめ（表 4.1 参照） 

Ａ社のケースでは、1995 年の長期ビジョンの全社事業定義は、事業分野別事業定義を統

合した内容であり、全社と整合した分野別の事業定義によって、卓越した業務プロセスが

実施され、液晶プロジェクターや携帯電話向け液晶モジュール等のヒット商品を生み、企

業成長に寄与したと考えられる。 

Ｂ社のケースでは、1996 年のコーポレートスローガンの全社事業定義が、各事業分野に

下方展開され、CS 経営を目指した様々な業務プロセスにより、Ｂ社の好業績につながって

いる。 

表 4.1 ４社についてのケース研究の結果のまとめ 

 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 

機能性 1.83 1.55 1.48 1.41 

全社事業定義と 

事業別事業定義の 

機能整合性 

全社事業定義が

事業別事業定義

の統合によって

作成されている

ため、高い整合性

が見られる。 

BSC によって全社

と事業別の事業

定義の整合性が

確実になってい

る。 

BSC によって全社

と社内カンパニ

ーの事業定義の

整合性が維持さ

れている。 

全社と社内カン

パニーや子会社

との間の事業定

義に関する整合

性はあまりない。

業務プロセス上の成果 

PM 制による製品

開発、インフォメ

ーションセンタ

ー、メンテナンス

サービス、IBU、

広告・宣伝活動、

省エネ活動等。 

ベストプラクテ

ィス賞(2000 年)、

日本経営品質賞

(2001 年)受賞。 

CS 経営、製品開発

システム、SCM シ

ステム、顧客支援

システム、グロー

バル生産システ

ム、グローバル

FPR システム等。

日本経営品質賞

(1999 年)受賞。 

CS 経営、CS アセ

スメントプログ

ラム、プロセスマ

ネジメント、SCM

システム等。 

日本経営品質賞

(2002 年)受賞。 

CRM データベー

ス、ネット課金シ

ステム、ネットに

よるアフターサ

ービス等（十分な

成果が出ていな

い）。 

製品・サービス上の成果 

成功製品例：液晶

モジュール、液晶

プロジェクター、

インクジェット

プリンター、POS 

端末。 

LCD や液晶プロジ

ェクター等で市

場シェア向上。 

成功製品例：多機

能複合機、デジタ

ル複写機、アウト

ソーシングサー

ビス。 

複写機、ファクシ

ミリ等で市場シ

ェアトップを維

持。 

成功製品例：カー

ナビシステム、

PDP。 

DVD プレーヤー・

レコーダーで市

場シェアが低下。

カーナビシステ

ム、カーステレ

オ、プラズマテレ

ビ等で向上。 

成功製品例：家庭

用ゲーム機、デジ

タルカメラ。 

DVD プレーヤー・

レコーダー、ビデ

オカメラ、カーナ

ビシステム、リチ

ウムイオン電池

等で市場シェア

が低下。 

アンケート調査の結果

（全社事業定義の事業分

野への展開状況に関する

質問への回答） 

｢ある程度展開さ

れている｣ 

｢全事業分野に展

開されている｣ 

｢ある程度展開さ

れている｣ 

｢どちらとも言え

ない｣ 

内容分析の結果（整合度）  .75  .64  .73  .50 

1997-2003 年度 4.88 4.04 3.82 1.75 成長性

（％） 
1998-2003 年度 5.98 4.54 4.26 1.99 

（注） 機能性：第３章の機能性評価点。成長性：年平均連結売上伸び率。BSC：Balanced Scorecard（バランス・スコア

カード）の略。 

出所：筆者作成 
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Ｃ社のケースでは、1998 年のグループビジョンの全社事業定義が各社内カンパニーへ下

方展開され、いくつかの業務プロセスや製品は成功した。但し、全社事業定義の機能性が、

Ａ社、Ｂ社のものに比べて低く、その結果、成長性も２社より低くなったと解釈できる。 

Ｄ社のケースでは、1998 年の全社事業定義は、組織名称の変更や新規事業推進組織の設

立にはつながったが、各社内カンパニーや子会社に十分に下方展開されなかった。その結

果、具体的な製品に結びつかず、他の３社に比べて低成長に終わったと判断される。 

以上より、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ４社の組織における機能の整合性の差が、全社事業定義の機

能性が同様に高いにもかかわらず、成長性の差となって現れていると考えられる。 

Ａ、Ｂ、Ｃの３社においては、事業定義の業務プロセスへの影響は JQA の受賞等に現れ

ており、製品への影響は市場シェアの推移に現れている。 

また、アンケート調査の結果（4.3.2 で詳述）は、全社事業定義の下方展開状況について、

Ａ、Ｂ、Ｃの３社においては、｢全事業分野に展開されている｣、｢ある程度展開されている｣

という回答なのに対し、Ｄ社では｢どちらとも言えない｣という回答である。さらに、内容

分析の結果（4.3.4 で詳述）は、Ｄ社の整合度がＡ、Ｂ、Ｃ社のいずれよりも低く、いずれ

もケース研究の結果を裏付けている。 

従って、仮説 H₅ ｢機能性の高い全社事業定義の企業において、全社事業定義と事業分野

事業ごとの事業定義の整合度が高い企業は、そうでない企業より、卓越した業務プロセス

や優れた製品・サービスにより、成長性が持続的に高い｣は、４社のケースについて成り立

っていると考えられる。つまり、機能の全社における整合性の差が、高い機能性の全社事

業定義を有する企業間の成長性の差に結びついていると言える。 

 

4.3.2 アンケート調査 

機能性の高い電機・化学企業に対して実施したアンケート調査の結果を、次にまとめる。 

有効回答数は、９社（回収率 25.0％）。内訳は、電機企業５社、化学企業４社。各項目に

対する回答状況とそれについての考察は、以下の通りである。 

① 全社事業定義の見直し頻度について 

不定期（経営トップ交代時等）に：７社 

定期的に２-３年毎：１社 

定期的に毎年：１社 

（考察）全社事業定義は、経営トップの交代時等に見直されることが多い。 

② 全社事業定義の組織への影響 

大きく影響している：５社 

ある程度影響している：２社 

どちらとも言えない：１社 

あまり影響していない：１社 
（考察）事業定義の全社への影響が大きいとする企業が多い。 
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③ 1998 年の全社事業定義の有効期間 

-現在（2006 年 2、3月）：６社 

-2000 年：２社 

-2004 年：１社 

（考察）予想以上に事業定義は変化していない。 

④ 全社事業定義の各事業分野への下方展開の程度 

全事業分野に展開されている：４社 

ある程度展開されている（半分以上の組織に）：３社 

どちらとも言えない：１社 

（考察）全社の事業定義を組織全体に展開しているとする企業が多い。 

⑤ 事業分野別事業定義の見直し頻度（有効期間） 

不定期（経営トップや部門トップ交代時期等）に：４社 

定期的に毎年：３社 

（考察）下方展開後の事業定義の見直し時期については、あまり明確な傾向は見られない。 

⑥ 事業定義が影響した領域（重複回答含む） 

従業員全体のモチベーション：６社 

組織体制：５社 

研究・技術開発：５社 

製品開発・商品企画：４社 

広告・宣伝活動：３社 

（考察）従業員のモチベーション、組織体制、技術・製品開発等への影響が確認できる。 

⑦ 事業定義・展開の基軸（最優先要素。重複回答含む） 

顧客：３社 

技術：３社 

顧客価値（機能）：２社 

製品：２社 

（考察）意識的に機能に重点を置く企業は多くない。 

 

以上の結果をまとめると、次のようになる。 

全社事業定義の見直し時期としては経営トップの交代時等が多く（77.8％）、半数以上

（55.6％）の企業が、1998 の事業定義が現在まで有効であるとしている。また、全社事業

定義は、従業員のモチベーション（83.3％）、組織体制（71.4％）、研究・技術開発（〃）、

製品開発・商品企画（〃）等に影響するという傾向が確認できる。事業定義の基軸として

は、顧客・技術・機能・製品で大きな差はない。 

全社事業定義と事業部門別事業定義の整合性についての質問、つまり、全社事業定義の

各事業分野への下方展開の程度に対しては、回答数が８社と統計的に結論を導き出すには
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少ないが、ケース研究対象のＡ社、Ｃ社が｢ある程度展開されている｣、Ｂ社が｢全事業分野

に展開されている｣、Ｄ社が｢どちらとも言えない｣と回答しており、ケース研究や内容分析

の結果と一致していることが確認できる。 

 

4.3.3 事業定義の変化（機能性上位企業） 

電機の機能性上位 10 社のうち９社において、調査対象期間中に、会長もしくは社長が交

代（退任後空席の場合を含む）していることがわかる（表 4.2 参照）。 

 

表 4.2 経営トップと事業定義の推移（１）－機能性上位企業 10 社－ 
経営 

トップ 
 

事業 

定義 

98 年（97 年度） 98 年度 99 年度 00 年度 01 年度 02 年度 03 年度 

会長 

社長 

沓沢虎太郎 

石黒征三 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

空席 

→ 

→ 

→ 

ア ル 

パ イ ン 事業定義 

｢車環境向けの革新的商品

により、娯楽を提供する｣ 

｢音・画像イメージ・情報・

通信の融合による未来の

車載マルチメディアシス

テムの提供（モービルメデ

イアの未来をひらく）｣ 

 

〃 

｢音・画像イメージ・情報・通信の融合による未来のモービルメディアの提供｣ 

会長 

社長 

服部禮次郎

安川英昭 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

安川英昭 

草間三郎 

→ 

→ 

→ 

→ 

セイコー

エプソン 事業定義 

｢『省』の技術（微細と低パワーを組み合わせて顧客の問題を解決する）｣ 

｢カラーイメージング｣ 

〃 

｢画像と映像の融合による先進の

イメージングソリューション提

供（デジタルイメージイノベーシ

ョン）｣ 

会長 

社長 

長村義郎 

加藤順介 

→ 

→ 

大木島巌 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

加藤順介 

大嶽隆司 小 糸 

製 作 所 事業定義 
｢光による安全な交通システムの構築（安全を光に託して）｣ 

｢安全で快適な社会づくり（次世代の交通システムの実現を目指して）｣ 

会長 

社長 

井植敏 

近藤定男 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

桑野幸徳 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

三洋電機 
事業定義 

｢クリーンエネルギー事業により快適な生活環境を創造し、マルチメディア製品によ

り人々の生活を豊かにする｣ 

｢快適空間の創造と退屈しない人生の提案｣ 

 

〃 

 

〃 

｢デジタル＆デバイス、エネルギー＆エコロジー｣ 

会長 

社長 

浜田広 

桜井正光 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

リ コ ー 
事業定義 

｢イメージコミュニケーション(IC)を通して、デジタルとカラーコミュニケーション技術により、ネットワーク化されたオフィスに不可欠な機器・

システムを提供、IC：高品質イメージ、オープンスタンダード、簡単操作、ワークグループ支援、オフィス全体｣ 

会長 

社長 

空席 

篠田在宏 

→ 

→ 

→ 

北野隆典 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 
スタンレ

ー 電 気 事業定義 

｢自動車の安全性と運転の快適性に貢献する｣ 

｢光関連事業（オプトエレクトロニクス、ディスプレイ、照明・電子

技術、ソフトウェア）に注力｣ 

〃 

｢光に勝つ｣ 

｢光の５つの価値（光を創る、光を感知・認識する、光で情報を自在に操る、

光のエネルギーを活かす、光で場を演出する）を追求する｣ 

会長 

社長 

三好俊夫 

今井清輔 

→ 

→ 

今井清輔 

西田一成 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

空席 

畑中浩一 
松下電工 

事業定義 
｢Ａ（アメニティ）&Ｉ（インテリジェンス）（快適を科学する、快適

な居住環境の創造）｣ 

｢IT 革命、少子・高齢化、地球環境等の課題をきびきびと解決するスマー

トライフ創造企業(Smart Solutions by NAIS)｣ 

会長 

社長 

松本誠也 

伊藤周男 

→ 

→ 

松本冠也 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ パ イ オ 

ニ ア 事業定義 
｢人を感動させ、心の琴線に触れる商品の提供（より多くの人と、感動を）｣ 

｢オーディオ・ビデオエンタテインメントをより充実させる（『エンタテインメント創造企業』）｣ 

会長 

社長 

大賀典男 

出井伸之 

→ 

→ 

→ 

→ 

出井伸之 

安藤国威 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

ソ ニ ー 
事業定義 

｢様々なディストリビューション・チャネルを通して世界中の人々に感動や夢を与えるソフト、最高の性能・品質・デザインを兼ね備えたハードウ

ェアの提供、お客様が好きな時に見たい映像や聴きたい音楽を簡単に楽しめるホームネットワークを構築し、デジタル・ドリームの実現を目指す｣

会長 

社長 

空席 

美川英二 

→ 

→ 

→ 

内田勲 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

横河電機 事業定義 

｢資源管理情報、生産支援情報、生産管理に関する技術的ソリューションの提供｣(ETS：Enterprise Technology Solution) 

｢世界中の顧客企業の品質、効率、収益に信頼性の高い機器と管理システムで貢献する｣（最先端の技術により、顧客企業の経営の視点に立った顧客

の事業への貢献） 

出所：各社有価証券報告・アニュアルレポート等 
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しかしながら、キーワードが変化するほど全社事業定義が大きく変化しているのは、ス

タンレー電気（1999 年 6 月社長交代）と松下電工（2000 年 2 月社長・会長同時交代）のみ

で、残りの８社について、1998 年の全社事業定義のキーワードは、調査対象期間全般にわ

たって、そのまま使用可能であると判断される。 

 

4.3.4 内容分析（機能性上位企業） 

内容分析の結果は、機能性の差で十分に説明できない成長性の差を、整合度の差で説明

できることを示唆している（表 4.3 参照）。 

 

表 4.3 内容分析の結果のまとめ（１）－機能性上位企業 10 社－ 

企業 全社事業定義 キーワード 機能性 整合度 成長性 

ア ル 

パ イ ン 

車環境向けの革新的商品により、娯楽を提供する

音・画像イメージ・情報・通信の融合による未来

の車載マルチメディアシステムの提供（モービル

メディアの未来をひらく） 

楽し(.55)、エンターテインメント(.23)

／娯楽(.00)、統合(.19)／融合(.03)、革

新(.19）、マルチメディア(.13)、モービ

ルメディア(.00) 

1.86 .65 4.02％

セイコーエ

プ ソ ン 

｢省｣の技術（微細と低パワーを組み合わせて顧客

の問題を解決する） 

カラーイメージング→（03 年 1 月-）画像と映像

の融合による先進のイメージングソリューション

提供（デジタルイメージイノベーション） 

画像(.41)、省(.34)、映像(.12)、ソリュ

ーション(.12)／問題解決(.00)、低消費

電力(.11)／エナジーセービング(.03)／

低パワー(.02)、微細(.04)、イメージン

グ(.02)、カラーイメージング(.01) 

1.83 .75 4.88％

小 糸 

製 作 所 

光による安全な交通システムの構築（安全を光に

託して） 

安全で快適な社会づくり（次世代の交通システム

の実現を目指して） 

光(.69)、安全(.38)、次世代(.13)、交通

システム(.00)、快適(.00)、社会(.00)
1.72 .75 6.73％

三 洋 電 機 

クリーンエネルギー事業により快適な生活環境を

創造し、マルチメディア製品により人々の生活を

豊かにする 

快適空間の創造と退屈しない人生の提案 

（01 年度-）デジタル＆デバイス、エネルギー＆

エコロジー 

環境(.34)、快適(.20)、生活(.16)、空間

(.07)、クリーン(.06)、マルチメディア

(.04)、豊か(.04)、クリーンエネルギー

(.01)、エコロジー(.01)、退屈(.00)、人

生(.00) 

1.69 .57 5.14％

リ コ ー 

イメージコミュニケーション(IC)を通して、デジ

タルとカラーコミュニケーション技術により、ネ

ットワーク化されたオフィスに不可欠な機器・シ

ステムを提供 

IC：高品質イメージ、オープンスタンダード、簡

単操作、ワークグループ支援、オフィス全体 

ネットワーク(.36)、イメージ(.24)、オ

フィス(.21)、簡単操作(.20)、グループ

(.07)、高品質(.05)、イメージコミュニ

ケーション(.01)、カラーコミュニケーシ

ョン(.00)、オープンスタンダード(.00)

1.55 .64 4.04％

スタンレー

電 気 

自動車の安全性と運転の快適性に貢献する 

光関連事業（オプトエレクトロニクス、ディスプ

レイ、照明・電子技術、ソフトウェア）に注力→

（00 年度-）光に勝つ。光の５つの価値（光を創

る、光を感知・認識する、光で情報を自在に操る、

光のエネルギーを活かす、光で場を演出する）を

追求する 

光(.82)、安全(.18)、快適(.09)、運転

(.00)、感知(.00)、認識(.00)、場(.00)、

演出(.00) 
1.55 .82 6.26％

松 下 電 工 

Ａ（アメニティ）&Ｉ（インテリジェンス）（快適

を科学する、快適な居住環境の創造）→（01 年 1

月-）IT 革命、少子・高齢化、地球環境等の課題

をきびきびと解決するスマートライフ創造企業 

環境(.33)、快適(.22)、生活(.21)、スマ

ート(.03)、高齢化(.02)、ソリューショ

ン(.01)／問題解決(.00)、アメニティ

(.00)、インテリジェンス(.00)、居住

(.00)、少子化(.00) 

1.48 .42 2.78％

パ イ オ 

ニ ア 

人を感動させ、心の琴線に触れる商品の提供（よ

り多くの人に、感動を） 

オーディオ・ビデオエンタテインメントをより充

実させる（｢エンタテインメント創造企業｣） 

楽し(.70)、エンタテインメント(.10)、

より多くの(.05)、心(.04)、感動(.03)、

エンターテインメント(.01)、琴線(.00)
1.48 .73 3.82％

ソ ニ ー 

様々なディストリビューション・チャネルを通し

て世界中の人々に感動や夢を与えるソフト、最高

の性能・品質・デザインを兼ね備えたハードウェ

アの提供、お客様が好きな時に見たい映像や聴き

たい音楽を簡単に楽しめるホームネットワークを

構築し、デジタル・ドリームの実現を目指す 

デザイン(.35)、高性能(.18)、高品質

(.05)、簡単に楽し(.01)、感動(.01)、ホ

ームネットワーク(.01)、好きな時(.01)、

夢(.00)、デジタル・ドリーム(.00)、見

たい映像(.00)、聴きたい音楽(.00) 

1.41 .50 1.75％ 

横 河 電 機 

資源管理情報、生産支援情報、生産管理に関する

技術的ソリューションの提供（産業と企業のソリ

ューション提供） 

世界中の顧客企業の品質、効率、収益に信頼性の

高い機器と管理システムで貢献する（最先端の技

術により、顧客企業の経営の視点に立った顧客の

事業への貢献） 

効率(.32)、ソリューション(.27)／問題

解決(.00)、品質(.22)、信頼性(.18)、管

理システム(.06)、生産管理(.05)、最先

端(.04)、経営の視点(.01)、資源管理

(.00)、生産支援(.00)、収益(.00) 

1.31 .65 3.35％

（注）全社事業定義は、1998 年時点。機能性は、第３章の機能性評価点。整合度は、1998-2003 年度の平均。成長性は、

1997-2003 年度の平均連結売上伸び率。括弧内は各語別期間中出現頻度（出現件数／総件数）。 

出所：筆者作成 
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例えば、整合度の低いソニー、松下電工の成長性は、パイオニア等整合度の高い企業に

比べ、全社事業定義における機能性の高さのわりには低くなっている。逆に、小糸製作所、

スタンレー電気、セイコーエプソン等は、機能性も高いが、整合度も高く、成長性も高い。 

また、10 社についての機能性・整合度と成長性の相関分析の結果は、整合度と成長性に

ついて、相関係数 0.748 という高い相関性を示しており、機能の全社的な整合性と成長性

の関係性の強さが確認できる（図 4.2 参照）。 

 

成長性

機能性

整合度

0.326

（-0.139）

0.748*

（0.719*）

0.540

（0.472） 

 

 

 

 

 

  （注） *：有意確率 p＜.05 

   括弧：他の１変数を制御変数とする偏相関係数。 

図 4.2 電機機能性上位 10 社の機能性・整合度・成長性の相関関係 

出所：SPSS アウトプット 

 

そこで、モデル A₁ として、10 社について成長性を従属変数に、機能性・整合度を独立

変数とした重回帰分析を行う。その結果は、相関分析同様に、成長性がかなり高い割合で

整合度により説明できることを示している。但し、機能性の高い事業定義の企業群につい

ての限定的な分析のため、機能性については十分に有意な結果ではない（表 4.4 参照）。 

 

表 4.4 モデル A₁ の重回帰分析結果 

モデル R R² 調整済みR² F 値 有意確率 

A₁  .811 .658 .560 6.719 .024

 

非標準化係数 標準化係数 モデル 

 

  

  B 標準誤差 ﾍﾞｰﾀ 

t 有意確率
VIF 

（多重共線性） 

A₁  定数 -5.26 3.098  -1.697 .133 

  機能性 2.79 1.972 .331 1.415 .200 1.119

  整合度 7.88 2.879 .640 2.736 .029 1.119

出所：SPSS アウトプット 

 

以上より、全社事業定義の機能性の高い電機企業 10 社について、成長性が、機能につい

ての全社的な整合性の度合いにより、ある程度説明可能だと言える。 

従って、仮説 H₆ ｢機能性の高い全社事業定義の企業において、全社事業定義と製品・サ

ービスの間で整合度の高い企業は、そうでない企業より成長性が持続的に高い｣が、10 社に

ついて成り立っていると考えられる。 
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4.4 内容分析の補足調査とその結果（機能性中位・下位企業） 

4.3 で分析対象とした機能性上位の電機企業 10 社に加えて、機能性中位の８社31と、下位

の７社32について、ホームページより入手可能な新製品プレスリリースを用いて同様の手順

で内容分析を実施し、結果を比較する。分析対象企業は、中位企業については、16 位から

順に下位に向かって、下位企業については、50 位から順に上位に向かって抽出する。その

際、調査対象期間（1998-2003 年度）の新製品プレスリリースが、合計 10 件以上ホームペ

ージに掲載されていること等を条件として考慮する。以下に、その結果を記述する。 

4.4.1 事業定義の変化の分析結果 

表 4.5 は中位企業８社の、表 4.6 は下位企業７社の経営トップと事業定義の推移である。 

 

表 4.5 経営トップと事業定義の推移（２）－機能性中位企業８社－ 
経営 

トップ 
 

事業 

定義 

98 年（97 年度） 98 年度 99 年度 00 年度 01 年度 02 年度 03 年度 

会長 

社長 

片岡勝太郎 

片岡政隆 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

空席 

→ 

→ 

→ アルプス電

気 事業定義 
｢美しい電子部品を究める（人とメディアの快適なコミュニケーションを目指して）｣ 

｢人と地球に喜ばれる新たな価値を創造する｣ 

会長 

社長 

空席

佐藤東里 

→ 

→ 

佐藤東里 

赤井紀男 

→ 

→ 

空席 

→ 

→ 

→ 

桑原洋 

→ 
日 立 

マ ク セ ル 事業定義 

｢メモリーと携帯（モビリ

ティー）ニーズに適合した

ポータブルメディアの提

供｣ 

｢メモリー＆モバ

イル｣ 

〃 

 

｢記録メディアと電池（エナジーソリューション）｣ 

会長 

社長 

空席 

大浦博 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

大浦博 

丸山利雄 

→ 

→ 

→ 

→ アドバンテ

ス ト 事業定義 
｢先端技術を先端で支える｣ 

｢顧客企業の生産性と収益性に貢献する｣ 

〃 

｢試験と計測｣ 

会長 

社長 

空席 

伊藤謙介 

伊藤謙介 

西口泰夫 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

京 セ ラ 
事業定義 

｢『人類社会の進歩発展に

貢献する』ために、製品・

技術を通して新たな価値

を創造し続ける｣ 

｢通信情報、環境保全、生活文化におい

て、事業創造｣ 

〃 

 

｢価値ある（事業の）多角化を推進し、さらに成長し続ける創造型企業｣

会長 

社長 

澤村繁光 

篠塚勝正 

→ 

→ 

→ 

→ 

空席 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

沖 電 気 
事業定義 

｢『進取の精神』をもって情報社会の

発展に寄与する｣ 

｢先進マルチメディアネットワークと

サービスのグローバルな製造・販売会

社｣ 

〃 

 

｢ネットワークソリューション（企業）｣ 

｢IT ソリューション提供から e ビジネスソリューショ

ン提供へ｣ 

〃 

 

会長 

社長 

空席 

古橋健士 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

ホ シ デ ン 
事業定義 

｢先進の技術力で市場が求める高品質な製品をタイムリーに供給し、エレクトロニクス産業の発展に貢献する（顧客企業の企業戦略をサポート）｣

｢豊富な製品ラインアップ、顧客の多様なニーズを満たす技術力、顧客満足を第一としたきめ細かいサービスの提供｣ 

｢電子機器の軽薄短小化、多機能化、省電力化等のトレンドに対応｣ 

会長 

社長 

空席 

荻野五郎 

→ 

山本次男 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

ミ ネ ベ ア 
事業定義 

｢世界最強の総合精密部品

メーカー｣ 

｢品質向上｣ 

｢製品の品質

の高度化｣ 

｢高付加価値製品の開発と製品の品質の高度化（高付加価値製品の市場拡大及び開拓）｣ 

会長 

社長 

空席 

沢邦彦 

→ 

→ 

→ 

→ 

加藤丈夫 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

富 士 電 機 事業定義 

｢パワー＆エレクトロニクス｣ 

｢社会基盤、産業機器・システム、情報機器、ＱＯＬを向上させる様々

な設備・システムに従事（地球環境問題、エネルギー、等の IT ソリ

ューション提供）｣ 

｢お客様に最大の満足を提供｣ 

｢最適・最高のサービスと最高品質のコンポーネント（部品）の提供｣ 

出所：各社有価証券報告・アニュアルレポート等 

 

                                                  
31アルプス電気、日立マクセル、アドバンテスト、京セラ、沖電気、ホシデン、ミネベア、富士電機の８社。 

 
56



機能性上位企業 10 社に比べ、機能性が下位になるほど、経営トップの交代に伴い、事業

定義が頻繁に変化する傾向がある程度伺える。 

 

表 4.6 経営トップと事業定義の推移（３）－機能性下位企業７社－ 
経営 

トップ 
 

事業 

定義 

98 年（97 年度） 98 年度 99 年度 00 年度 01 年度 02 年度 03 年度 

会長 

社長 

空席 

森部一夫 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

森部一夫 

森部茂 

→ 

→ 

ミ ツ ミ 

電 機 事業定義 

｢電子部品を通じて世界に貢献する（電子部品の

スペシャリスト）｣ 

｢市場環境や技術革新に対応した製品開発と市場

ニーズに対応した的確な供給体制の構築を推進｣

〃 

 

｢IT 関連市場のニーズと技術革新に対応した製品開発及び的確な供給体制の構築｣ 

 

会長 

社長 

空席

八木紹夫 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

八木紹夫 

大石侊弘 

→ 

→ 

空席 

→ 
富 士 通 

ゼネラル 事業定義 

｢ディジタル化時代をリードする商品の開発｣ 

｢先進機能・斬新なデザインと省電力・リサイクル等の環境を重視し

た製品の開発｣ 

｢世界的エアコンサプライヤーと

して、リサイクル技術全般の確立

と循環型社会の創造により地球

環境保護に取り組む｣ 

｢独創的かつ魅力的な製品を提供し、先

進技術を核とした高付加価値製品の開

発｣ 

会長 

社長 

石坂一義 

岡誠 

→ 

→ 

岡誠 

酒井田格 

空席 

→ 

→ 

中野宏 

→ 

河原春郎 

→ 

→ 

ケ ン 

ウ ッ ド 事業定義 

｢先進デジタル・ネットワーキング技術の開発とマルチメディア時代に向けて新製品・新事業の開発に努める｣ ｢音と通信を極限まで

追求し、モービル＆ホ

ーム・マルチメディ

ア・システム事業の確

立｣ 

会長 

社長 

猪熊時久 

小島啓示 

小島啓示 

瀬古茂男 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

瀬古茂男 

片岡啓治 

→ 

→ 

明 電 舎 
事業定義 

｢パワートロニクス：重電・メカトロニクスと電子の

融合｣ 

〃 

 

｢信頼できるソリューションプロバイダーとして、

社会に役立ち、環境にやさしい技術と製品を通し

て社会に貢献する（社会の要求する高度な製品・

技術の提供）｣ 

｢製品提供だけでなく、お客様が最も

重視する価値に基づく最高のソリュ

ーションを提供する｣ 

｢常に新しい技術の創造にチャレンジ

し、広く社会に貢献する｣ 

会長 

社長 

空席 

佐藤博 

→ 

澤部肇 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

Ｔ Ｄ Ｋ 
事業定義 

｢創造によって文化、産業に貢献する｣ 

｢電子機器の総合素材メーカー｣ 

｢独創製品の事業化と市場開拓｣ 

〃 

｢e-material solution provider（顧客の悩みを先取りし、それを解決すべ

く、素材技術を核に、付加価値の高い製品をスピーディにつくり提案）｣ 

会長 

社長 

立石信雄 

立石義雄 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

立石義雄 

作田久男 

オムロン 
事業定義 

｢技術革新と人間視点の両面から真に最適な社会を実現する｣ 

｢センシング、３Ｃ（コンピュータ、コミュニケーション、コントロール）、ライフサイ

エンス、ファジィ（インフォメーション・センシング）をコア技術とする｣ 

｢先進の情報通信制御技術によるオートメーション部品、設備、システムの製造企業｣ 

｢産業、社会、生活を革新するソリューション提案型企業｣

｢センシング＆コントロールを核に｣ 

会長 

社長 

米山高範 

植松富司 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

→ 

植松富司 

岩居文雄 

→ 

→ 

→（議長） 

→ 

コ ニ カ 

ミノルタ 
事業定義 

｢総合画像情報産業｣ 

｢人々の生活を豊かにする

感動的な製品とサービス

の創造（感動創造）｣ 

〃 

｢コニカらしさの追求｣ 

｢オープンネットワーク適性のあるデジタル技術｣ 

｢イメージングの入力か

ら出力まで（エッセンシ

ャル・オブ・イメージン

グ）｣ 

｢イメージングの領域で

感動創造を与え続ける、

高度な技術と信頼性で

市場をリードする｣ 

出所：各社有価証券報告・アニュアルレポート等 

 

4.4.2 内容分析の結果 

内容分析の結果からは、下位企業になるほど、整合度と成長性の関係性が判別しにくく

なり、むしろ、機能性と成長性の関係性がより鮮明になる傾向が見られる（表 4.7、4.8 参

照）。 

 

 

                                                                                                                                                  
32ミツミ電機、富士通ゼネラル、ケンウッド、明電舎、TDK、オムロン、コニカミノルタの７社。 
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表 4.7 内容分析の結果のまとめ（２）－機能性中位企業８社－ 

企業 全社事業定義 キーワード 機能性 整合度 成長性 

ア ル プ ス 

電 気 

美しい電子部品を究める（人とメディアの快適なコミ

ュニケーションを目指して） 

人と地球に喜ばれる新たな価値を創造する 

メディア(.13)／メデイア(.01)、快適

(.12)、人(.05)／者(.03)、地球(.03)、

価値(.02)、価値創造(.01)、美(.01)、

コミュニケーション(.00)、究める

(.00)、喜(.00) 

1.21 .32 3.46％

日 立 

マ ク セ ル 

（98 年度-）メモリー＆モバイル 

（00 年度-）記録メディアと電池（エナジーソリューシ

ョン） 

記録(.57)、メディア(.35)、メモリー

(.06)、モバイル(.06)、エナジーソリ

ューション(.00) 
1.14 .70 1.77％

ア ド バ ン 

テ ス ト 
先端技術を先端で支える 

（02 年度-）試験と計測 

試験(.63)、計測(.07)、先端(.07)、

先端技術(.04)、支える(.00) 
1.14 .70 -6.30％

京 セ ラ 

（98 年度-）通信情報、環境保全、生活文化において、

事業創造 

（00 年度-）価値ある（事業の）多角化を推進し、さら

に成長し続ける創造型企業 

環境(.19)、情報(.16)、価値(.12)、

生活(.12)、通信(.07)、保全(.02)、

文化(.02)、多角化(.02) 
1.07 .61 7.84％

沖 電 気 

｢進取の精神｣をもって情報社会の発展に寄与する→

（01 年度-）IT ソリューション提供から e ビジネスソ

リューション提供へ 

先進マルチメディアネットワークとサービスのグロー

バルな製造・販売会社→（98 年 9 月-）ネットワークソ

リューション 

ネットワーク(.53)、ソリューション

(.49)／問題解決(.00) 、マルチメデ

ィア(.21)、先進(.09)、e／E ビジネ

ス(.05) 、IT ソリューション(.02) 、

進取(.00)、情報社会(.00) 

.97 .67 -2.57％

ホ シ デ ン 

先進の技術力で市場が求める高品質な製品をタイムリ

ーに供給し、エレクトロニクス産業の発展に貢献する

（顧客企業の企業戦略をサポート） 

豊富な製品ラインアップ、顧客の多様なニーズを満た

す技術力、顧客満足を第一としたきめ細かいサービス

の提供 

電子機器の軽薄短小化、多機能化、省電力化等のトレン

ドに対応 

多機能(.13)、軽薄短小(.03)、先進

(.00)、品質(.00)、タイムリー(.00)、

企業戦略(.00)、ラインアップ(.00)、

多様(.00)、顧客満足(.00)、きめ細か

(.00)、省電力(.00) 

.97 .12 5.37％

ミ ネ ベ ア 
（99 年度-）高付加価値製品の開発と製品の品質の高度

化 

品質(.00)、高度化(.00)、付加価値

(.00) 
.86 .00 -3.18％

富 士 電 機 
（00 年 6 月-）お客様に最大の満足を提供。最適・最高

のサービスと最高品質のコンポーネント（部品）の提供

満足(.17)、最適なサービス(.00)、最

高のサービス(.00)、品質(.00) 
.83 .17 -2.27％

（注）全社事業定義は、1998 年時点。機能性は、第３章の機能性評価点。整合度は、1998-2003 年度の平均。成長性は、

1997-2003 年度の平均連結売上伸び率。括弧内は各語別期間中出現頻度（出現件数／総件数）。一部の企業について、

1998 年度からのリリース文が入手できなかったため、入手可能な期間について分析し、本表でもその期間の全社事

業定義とキーワードに限定して記述。 

出所：筆者作成 

 

以下では、モデル A₂ として機能性上位 10 社に下位７社を加えた 17 社、モデル A₃ とし

てさらに中位企業８社を加えた 25 社により、モデル A₁ （上位企業 10 社）と同様に、成長

性を従属変数に機能性・整合度を独立変数とした重回帰分析を行い、成長性に関する各モ

デルの説明力を比較検討する。さらに、両辺に対数をとったモデルや、第３の変数として

交互作用項（機能性と整合度の積）を加えたモデルについても検討する。 

① モデル A₂ （機能性上位 10 社＋下位７社）の評価 

モデルA₂ は、決定係数が高く、各パラメータ（定数項・偏回帰係数）も有意で、十分に

説明力のあるモデルと考えられる。相関分析の結果33からは、機能性と整合度の間に多重共

線性(multicollinearity、多元共線性)が疑われるが、VIF34が 2.281 と低く、また、成長性

を制御変数とする偏相関係数も 0.023 と低く、多重共線性の問題はないと判断される（表

4.9 参照）。 

 

                                                  
33相関係数は、機能性－成長性で 0.902（ｐ＜.01 で有意）、整合度－成長性で 0.816（同じくｐ＜.01 で有意）、機能性－

整合度で 0.749（同じくｐ＜.01 で有意）。 
34variance inflation factors 
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表 4.8 内容分析の結果のまとめ（３）－機能性下位企業７社－ 

企業 全社事業定義 キーワード 機能性 整合度 成長性 

コ ニ カ 

ミ ノ ル タ 

（03 年 8 月-）イメージングの入力から出力まで（エッ

センシャル・オブ・イメージング）。イメージングの領

域で感動創造を与え続ける、高度な技術と信頼性で市

場をリードする 

信頼性(.14)、イメージング(.11)、感

動(.03)、入力から出力(.00) 
.38 .22 -3.64％

オ ム ロ ン 
（01 年 5 月-）産業、社会、生活を革新するソリューシ

ョン提案型企業。センシング＆コントロールを核に 

センシング(.25)、コントロール

(.17)、生活(.17)、産業(.08)、ソリ

ューション(.08)、社会革新(.00)、革

新(.00) 

.34 .67 -.75％

Ｔ Ｄ Ｋ 

創造によって文化、産業に貢献する 

（00 年度-）e-material solution provider（顧客の悩

みを先取りし、それを解決すべく、素材技術を核に、付

加価値の高い製品をスピーディにつくり提案） 

ソリューション(.06)、先取り(.01)、

素材技術(.01)、文化貢献(.00)、産業

貢献(.00)、e-material(.00)、問題解

決(.00)、悩み(.00)、付加価値(.00)

.24 .08 -.93％

明 電 舎 

パワートロニクス：重電・メカトロニクスと電子の融合

→（02 年度-）製品提供だけでなく、お客様が最も重視

する価値に基づく最高のソリューションを提供する 

（99 年度-）信頼できるソリューションプロバイダーと

して、社会に役立ち、環境にやさしい技術と製品を通し

て社会に貢献する→（02 年度-）常に新しい技術の創造

にチャレンジし、広く社会に貢献する 

環境(.50)、信頼(.25)、ソリューショ

ン(.17)、パワートロニクス(.00)、社

会貢献(.00)、チャレンジ(.00)、価値

(.00) 

.21 .39 -3.35％

ケ ン 

ウ ッ ド 

先進デジタル・ネットワーキング技術の開発とマルチメ

ディア時代に向けて新製品・新事業の開発に努める→

（03 年度-）音と通信を極限まで追求し、モービル＆ホ

ーム・マルチメディア・システム事業の確立 

モバイル(.12)、モービル(.06)、マル

チメディア(.03)、先進デジタル

(.00)、ネットワーキング(.00)、ホー

ムメディア(.00) 

.21 .04 -8.88％

富 士 通 

ゼ ネ ラ ル 

ディジタル化時代をリードする商品の開発。先進機

能・斬新なデザインと省電力・リサイクル等の環境を

重視した製品の開発→（00 年度-）世界的エアコンサプ

ライヤーとして、リサイクル技術全般の確立と循環型

社会の創造により地球環境保護に取り組む→（02 年度

-）独創的かつ魅力的な製品を提供し、先進技術を核と

した高付加価値製品の開発 

環境(.59)、デザイン(.50)、地球

(.26)、リサイクル(.15)、高付加価値

(.08)、先進技術(.04)、循環型(.03)、

先進機能(.00)、省電力(.00)、環境保

護(.00)、独創的(.00)、魅力的(.00)

.14 .49 -2.57％

ミ ツ ミ 

電 機 

電子部品を通じて世界に貢献する（電子部品のスペシ

ャリスト 

市場環境や技術革新に対応した製品開発と市場ニーズ

に対応した的確な供給体制の構築を推進→（99 年度-）

IT 関連市場のニーズと技術革新に対応した製品開発及

び的確な供給体制の構築 

世界貢献(.00)、市場環境(.00)、技術

革新(.00)、市場ニーズ(.00)、供給体

制(.00) 
.10 .00 -3.40％

（注）全社事業定義は、1998 年時点。機能性は、第３章の機能性評価点。整合度は、1998-2003 年度の平均。成長性は、

1997-2003 年度の平均連結売上伸び率。括弧内は各語別期間中出現頻度（出現件数／総件数）。一部の企業について、

1998 年度からのリリース文が入手できなかったため、入手可能な期間について分析し、本表でもその期間の全社事

業定義とキーワードに限定して記述。表 4.3、表 4.7 との統一性のため、機能性の高い企業順に並べ替えている。 

出所：筆者作成 

 

表 4.9 モデル A₂ の重回帰分析結果 

モデル R R² 調整済みR² F 値 有意確率

A₂  .929 .864 .844 44.357 .000

 

非標準化係数 標準化係数モデル 

 

  

  B 標準誤差 ﾍﾞｰﾀ 

t 有意確率 
VIF 

（多重共線性）

A₂  定数 -5.76 .905  -6.361 .000 

  機能性 4.00 .923 .646 4.338 .001 2.281

  整合度 5.63 2.464 .340 2.285 .038 2.281

出所：SPSS アウトプット   
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② モデル A₃ （機能性上位 10 社＋中位８社＋下位７社）の評価 

モデルA₃ は、機能性についての有意性は認められるものの、決定係数が十分に高くなく、

整合度についての有意性も十分でないという分析結果を示している。また、VIFは低いもの

の、成長性を制御変数とした機能性と整合度の偏相関係数が 0.43935で有意であり、あまり

説明力の高いモデルとは言えない（表 4.10 参照）。 

 
表 4.10 モデル A₃ の重回帰分析結果 

モデル R R² 調整済みR² F 値 有意確率

A₃  .743 .553 .512 13.596 .000

 

非標準化係数 標準化係数モデル 

 

  

  B 標準誤差 ﾍﾞｰﾀ 

t 有意確率 
VIF 

（多重共線性）

A₃  定数 -5.13 1.373  -3.736 .001 

  機能性 5.18 1.424 .678 3.639 .001 1.709

  整合度 1.58 3.079 .095 .512 .614 1.709

出所：SPSS アウトプット 

 
機能性中位の企業群を含めたモデル A₃ で、説明力が低下する理由としては、以下の事項

があげられる。 

 事業定義の機能性が中位ながらも（｢どちらとも言えない｣つまり、｢機能｣、｢顧客価値｣

或いは、それに類する表現はあるが具体的でない等）、成長性との関係性はある程度認

められるが、整合度と成長性の関係性が低下する。その理由は、機能に関する表現が

抽象的で具体性がないため、新製品プレスリリースの中で製品機能を表現する語に直

接結びつかず、実態以上に整合度の低い企業が含まれていることがあげられる（例 ｢顧

客企業の企業戦略をサポート｣（ホシデン）、｢人と地球に喜ばれる新たな価値を創造す

る｣（アルプス電気）、｢お客様に最大の満足を提供｣（富士電機）、｢高付加価値製品の

開発｣（ミネベア））。 

 機能性と成長性の相関が低下するのは、買収等の方法で成長している企業の多く（分

析対象８社の中では京セラ）が機能性中位に位置しており、買収による一時的な売上

増により機能性では説明しきれない高い成長性を示すためである。また、事業定義の

分析結果より、買収を成長手段と位置付ける企業は、顧客価値を前面に掲げない傾向

が見られ、そのことがこれらの企業が機能性で中位に位置付けられる理由として想定

される（調査期間中のプレスリリースの件数が十分でないため内容分析が困難だった

キョウデン、日本電産、船井電機も同様）。 

③ その他のモデルとその評価 

次のモデルについても、重回帰分析を試みる。 

                                                  
35ｐ＜.05 で有意。 
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・ モデル A₄  （成長性＝a*機能性＋b*整合度＋c、整合度上位 11 社） 

・ モデル A₅  （同上、整合度下位 14 社） 

・ モデル B₁  （log成長性36＝a*log機能性＋b*log整合度＋c、機能性上位 10 社） 

・ モデル B₂  （同上、機能性上位 10 社＋下位７社） 

・ モデル B₃  （同上、全 25 社） 

・ モデル C₁  （成長性＝a*機能性＋b*整合度＋c*機能性×整合度＋d、機能性上位10社） 

・ モデル C₂  （同上、機能性上位 10 社＋下位７社） 

・ モデル C₃  （同上、全 25 社） 

・ 成長性の上下による層別分析モデル 

モデルB₂ は、モデルA₂ と比べ遜色のない良好な分析結果を示しているが、その他のモ

デルについては、整合度に基づいた層別分析モデル37（A₄ 、A₅ ）も含め、決定係数や各パ

ラメータの有意性が十分な水準とは言えない（付属資料 11 参照）。 

以上の分析結果より、モデル A₂ とモデル B₂ が説明力に優れ、機能性の範囲について限

定的ながら、機能性と整合度から成長性を予測する上である程度使用可能であると結論付

けられ、構造がより単純な A₂ が、成長性の予測モデルとしてより適していると判断される。 

 

4.5 考察とまとめ 

4.5.1 機能性・整合度・成長性の関係 

本章では、ケース研究等により、全社事業定義と事業分野・事業別事業定義の整合度（機

能についての整合性）の高さが、業務プロセスや製品・サービスを経て、成長性に結びつ

く整合度と成長性の関係性が確認された。また、機能性の高い全社事業定義を有する電機

企業 10 社の新製品プレスリリースの内容分析により、全社事業定義と製品・サービスの機

能についての整合性と成長性の関係性が確認された。 

これらの結果より、仮説 H₄ ｢機能性の高い全社事業定義の企業において、全社事業定義、

事業分野・事業ごとの事業定義、製品・サービスの各レベル間で整合度の高い企業は、そ

うでない企業より成長性が持続的に高い｣が、実証されたと言える。 

第３章の結論と合わせると、企業の持続的成長にとっては、全社の事業を機能（顧客価

値）で定義することと、その機能を、事業分野、事業、製品・サービスへと整合性をもっ

て展開することの両方が重要だという結論を得る。 

機能性上位企業の内容分析の結果に、機能性中位・下位企業群の結果を追加し、重回帰

                                                  
36負号のケースに対応して、比率化した数値（100 を加えた後 100 で除して算出）を｢成長性｣として使用。 
37機能性が定常的に一定の強さで成長性に影響するとすれば、企業グループによる層別分析を整合度に基づいて行う方法

も考えられる。しかしながら、機能性上位企業群では、成長性は機能性よりも整合度との関係性が強く、機能性中位企

業群の一部では、整合度が機能表現の不明瞭さに起因して低い値となっている。つまり、整合度の傾向は機能性のレベ

ルにある程度依存していると言え、そのため、25 社についての機能性－整合度に有意な偏相関性が見られる。確認のた

め、ここでは、整合度の上下により企業をグループ化して重回帰分析を試みているが、説明力の高い回帰式は得られて

いない（付属資料 11 参照）。以上より、整合度による層別分析は、本研究では必ずしも有効ではないと考えられる。 
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分析を試みたところ、限定された機能性の範囲（機能性中位領域38を除く）において、かな

り高い精度（調整済みR²:0.844）で、機能性と整合度で成長性が説明可能なことを確認し、

上記の結論が支持された。 

結果として得られた重回帰モデルは、以下の通りである（表 4.9 参照）。 

 

 Ĝ ＝4.00FU＋5.63AL－5.76 

 Ĝ ：年平均連結売上伸び率（1997-2003 年度）（％）（理論値） 

 FU：全社事業定義の機能性（1998 年） 

 AL：新製品プレスリリースの内容分析による整合度（1998-2003 年度） 

 

また、従属変数・独立変数に対数をとったモデルB₂ の説明力がモデルA₂ と同じように

高い39ことや、機能性が高い企業群ほど、成長性に対する整合度の影響が大きくなる傾向（モ

デルA₁ の整合度の偏回帰係数は 7.88 で、モデルA₂ の偏回帰係数 5.63 より高い）より、

整合度と機能性の間には、成長性に対して相互補完的(complementary)な傾向があると考え

られる。これは、Brynjolfsson(2004)が、IT投資と経営成果の関係を実証的に分析し、IT

投資額とデジタル組織度（権限の分権化、成果主義人事等ITの導入・運用に適した組織に

なっていること）が相互補完的に企業価値や生産性の向上に結びついているとした関係に

似ている。 

本研究の調査過程で、内容分析の対象企業 10 社のうち整合度の高いリコー40、パイオニ

ア41、アルパイン42等では、バランス・スコアカードにより戦略の整合取りが図られている

ことが判明したが、それらの事実からも、機能面の全社的な整合性は、企業の存続・成長

にとって重要な要素であることがわかる。 

機能性中位企業８社を加えた分析の結果は、機能性上位・下位企業群による分析ほど、

整合度の成長性への影響を明確に示していないが、これは、事業定義に機能性が一見含ま

れているように見える企業でも、それが抽象的で具体性がない場合、新製品プレスリリー

スの中で製品機能を表現する語に直接結びつかず、結果として整合度が低下してしまうこ

とによる。 

また、整合度が低い企業においても、全社事業定義に含まれないキーワードを加えるこ

とで、整合度を高めることが可能な場合がある。例えば、ソニーの分析で、全社事業定義

に実際には含まれていないが、一般的にソニーのハードウェア製品の重要な機能と考えら

れている｢小型｣、｢コンパクト｣を加えると、整合度が向上することが確認できた（第５章

で詳述）。 

                                                  
38機能性評価点で、0.80～1.20。 
39付属資料 11 参照。 
40村上（2000）参照。 
41末吉（2003）参照。 
42同社 2001 年アニュアルレポート参照。 
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4.5.2 内容分析の適用可能性 

本研究で採用した内容分析は、経営トップと現場が対外的にそれぞれ発信する２種類の

メッセージ間の整合性を分析する方法であるが、そのような方法による研究例は他にあま

り見られず、内容分析の新しいアプローチを提示していると言える。 

また、ケース研究した４社については、ヒアリング等から得た全社と事業分野・事業ご

との事業定義の整合性と内容分析による整合度は概ね一致していたが、整合度の数値だけ

で組織全体の機能の整合性を判断するのは、危険かもしれない。発信源の確認作業や、ヒ

アリング調査を並行して実施するなどの対応が望ましい。 

新製品プレスリリース以外の現場発の文書データを用いる方法もあり得る。プレスリリ

ースを実施していない企業については、営業部門が作成する広告文書やコンタクトレポー

ト等が利用可能である。但し、特許情報については、数社で試行した限りでは、あまり良

好な結果が得られていない。 

また、内容分析を用いて統計的に検証できるのは、整合度・事業定義の機能性と成長性

の相関性であり、図 1.2 で提示した機能やイノベーションと企業成長の構造そのものでは

ない。このようなメカニズムの実態の把握には、本章で記述した個別企業のケース研究等

さらに組織内部に踏み込んだ分析が必要である。 

Kaplan and Norton(2001)が指摘するように、従業員が創造する知識や組織能力によって

競争優位を得るためには、全組織の戦略間の整合性を取ることが重要だとすれば、このよ

うな方法で計測された整合度は、組織の競争力の評価指標になり得る。その意味では、本

研究で分析した機能整合性は、バランス・スコアカードや経営品質評価の要素としても適

用可能である。 

一般的に内容分析では、複数の評価者（コーダー）が関与することで信頼性を確保する

が、本研究で採用したコンピュータソフトを用いたテキストマイニング手法による内容分

析には、Morris(1994)も指摘しているように信頼性についての問題が発生しにくく、大量

のデータを扱える点からも、今後の組織研究にとって有望な方法と言える。 

 

4.5.3 今後の検討課題 

今後の検討課題について、以下で考察する。 
① 事業定義の変化とその評価 

本研究では、機能性の評価を過去の一時点の事業定義に基づいて実施している（第３章）。

一方、機能に関する組織内の整合性は、事業定義が変化するごとに、整合度で計測してい

る。最初に分析した機能性上位の電機企業 10 社の場合については、事業定義のキーワード

にほとんど変化がないので問題は少ないが、厳密な分析のためには、機能性の評価も事業

定義が変化するごとに実施すべきである。しかしながら、その場合、評価対象の事業定義

の数が多すぎ、本研究で採用した多数メンバーで構成された評価パネルによる評価になじ

まない恐れがある。そこで、本研究では、調査期間中の機能性はある程度企業ごとに維持
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されるという仮定の下で分析している。この点については、今後の検討課題である。 
② 因果関係の検証 

一般的に、因果関係が成立する条件としては、要因間の時間的先行性、関係性の強さ、

関係の普遍性、関係の整合性があげられる43。本研究の機能性・整合度－成長性の関係性の

分析は、時間的先行性については 1998 年の事業定義とその後の成長性を観察するという方

法で、関係性の強さは重回帰式（モデルA₂ 、或いはB₂ ）で、関係の整合性は関連研究44と

矛盾のないことで、３つの成立条件をある程度満たしていると考えられる。電機以外の業

界の分析を加えることで、残った普遍性の条件を満たす必要があるが、それは今後の課題

である。 

③ 事業定義方法への展開 

本研究は、実務家に対しては、経営理念や戦略策定の方法を提示している。製品・サー

ビスレベルで訴求している機能のキーワードを、テキストマイニング等によって抽出し45、

それらを束ねることで、製品群レベルの事業定義とし、さらに事業、事業分野、全社レベ

ルで束ねていくことで、全社事業定義を作成し、経営理念の骨格を構築することができる。

結果として得られた事業定義の機能を、再び製品・サービスレベルに落とし込んで訴求す

ることで、企業全体として顧客に提供する価値をより強力に打ち出すことが可能となる。

そのようにして、製品・サービスを通して顧客の共感を呼び起こすことが、企業の持続的

成長に結びつくのである。実際にＡ社のケースでは、全社事業定義を複数の事業部門の事

業定義（機能）を束ねて帰納的に設定して効果をあげていたが、機能抽出源をさらに製品・

サービスレベルまで下ろす方法である。つまり、階層間の機能の整合性は、必ずしも下方

展開である必要はなく、上方展開でも効果的であることが想定される。機能に基づき事業

を定義していない企業にとって、全社事業定義を様々なレベルから実施することが有効で

あると予想される。従って、以下のような新しい仮説が設定できる。 

仮説 H₇ ：全社事業定義から製品・サービス間での機能の整合化作業は、どのレベルから始

めても有効である。 

第５章で、適切に事業を定義するためのより具体的な方法について検討する。 

                                                  
43豊田他（1992）、島崎（2006）等参照。 
44Levitt(1960)、Drucker(1974)、Kaplan and Norton(1996)、Labovitz and Rosansky(1997)、Kaplan and Norton(2001)

（全て前掲）等。 
45出現頻度の高い語の抽出作業となるため、専用のテキストマイニングソフトが必要となる可能性がある。 
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第５章 結論と今後の展望 

本章では、前章までの研究をまとめ、さらにそれを踏まえて、持続的成長を実現すべく、

現場から発信される新製品プレスリリース等の文書データに基づき、自社事業を適切に定

義する方法を開発し提示する。 
 
5.1 全体のまとめ 

本論文では、Levitt(1960)の主張から展開した｢企業は、機能による適切な事業定義によ

り、持続的に成長することが可能である｣という仮説の検証を目的に研究が開始され、事業

定義の機能性だけでなく、機能に関する組織の整合性も成長にとって重要であることを確

認した。 
当初の研究目的に対して達成したことを、以下にまとめる。 
① 電機・化学業界別、及び、両業界企業の総合的分析により、事業定義の機能性と成長

性（連結売上伸び率）の間に有意な相関性を確認した。｢企業は、機能による適切な

事業定義により、持続的に成長することが可能である｣という Levitt(1960)の主張か

ら導き出された仮説は、調査対象期間において、電機・化学両業界企業について統計

的に実証され、業界を超えた普遍性を持つことが確認された。 
② 全社事業定義と事業分野・事業の事業定義の整合度（機能についての整合性）の高さ

が、卓越した業務プロセスや優れた製品・サービスを経て、成長性に結びつくという、

全社と事業分野・事業間の事業定義の整合度と成長性の関係性が、機能性の高い電機

企業群におけるケース研究等により確認された。また、全社事業定義と製品・サービ

スの整合度と成長性の関係も、新製品プレスリリースの内容分析により確認された。 
③ ①と②をあわせて、企業の持続的成長にとって、全社の事業を機能（顧客価値）で定

義することと、その機能を事業分野、事業、製品・サービスへと整合性をもって展開

することの両方が重要だという結論を得た。また、限定された機能性の範囲（中位を

除く上位と下位）において、重回帰式により機能性と整合度で成長性がある程度説明

可能なことを確認した。 
 
研究の方法面で達成したことは、以下の通りである。 
① 客観的評価の難しい事業定義を、複数メンバーで構成された評価パネルを用いて、公

開資料から抽出した表現の機能性による評価に基づいて定量化し、業績指標との関係

を統計的に分析するという、従来の事例研究とは異なった新しいアプローチを提示し

た。 
② 組織における機能に関する整合性を、ヒアリングやアンケート等の一般的な調査方法

でなく、経営トップの発信するメッセージと、現場が発信するメッセージの｢整合度｣

という新しい指標を導入し計測することで、ある程度客観的・定量的に把握する方法

を提示した。 
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③ 一種類の文書データを扱うのが一般的な内容分析について、複数種類の文書データの

一致性を計測するという方法を試行し、一定の成果をあげることができた。また、そ

れにより、内容分析の新しいアプローチを提示した。 
④ 持続的成長のために、製品・サービスレベルで訴求している機能（キーワード）を抽

出し、それらを束ねて製品群（事業分野）レベルの事業定義とし、さらに全社レベル

にまで束ねていくことで、全社事業定義を作成する具体的な方法を提示した（5.2.1

で詳述）。 
 
本論文では、以下の事項について、十分な結論に至っていない。 
① 事業定義の機能性と収益性・企業価値との関係については、業界によって差があり、

電機・化学の両業界企業で共通した明確な結論は得られていない。理由としては、収

益性や企業価値は、機能性以外の要因、例えば、業務効率や投資家行動の影響を受け

ているためと考えられる。 
② 機能と企業成長をめぐる関係（仮説的モデル）において、事業定義の機能性と様々な

レベルでの整合度と成長性の関係を確認したが、事業定義の機能が整合性をもって組

織全体に展開されると、実際に同期化が起こり、イノベーションを引き起こすという

組織内のメカニズムそのものを確認することはできなかった。 
③ 機能性が中位の企業群について、機能性と整合度で成長性を高い精度で説明するモデ

ルを見出すことができなかった。M&A の取り扱いや整合度を適切に補正する方法の検

討が必要である。 
④ その他、事業定義の中の技術・顧客と企業成長の関係性、同じく事業定義の中の他の

ステークホルダー（株主、従業員等）の価値と企業成長の関係性等については、解明

していない。 
これらの事項については、今後さらに研究していく必要がある。 

 
本論文で設定した全仮説とその検証結果を、以下にまとめる。 

仮説 H₁ ：機能的な事業定義の企業は、非機能的な事業定義の企業よりも、成長性が持続的

に高い。 

仮説 H₂ ：機能的な事業定義の企業は、非機能的な事業定義の企業よりも、収益性が持続的

に高い。 

仮説 H₃ ：機能的な事業定義の企業は、非機能的な事業定義の企業よりも、企業価値が持続

的に高い。 

仮説 H₄ ：機能性の高い全社事業定義の企業において、全社事業定義、事業分野・事業ごと

の事業定義、製品・サービスの各レベル間で整合度の高い企業は、そうでない企

業より成長性が持続的に高い。 

仮説 H₅ ：機能性の高い全社事業定義の企業において、全社事業定義と事業分野・事業ごと
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の事業定義の整合度が高い企業は、そうでない企業より、卓越した業務プロセス

や優れた製品・サービスにより、成長性が持続的に高い。 

仮説 H₆ ：機能性の高い全社事業定義の企業において、全社事業定義と製品・サービスの間

で整合度の高い企業は、そうでない企業より成長性が持続的に高い。 

仮説 H₇ ：全社事業定義から製品・サービス間での機能の整合化作業は、どのレベルから始

めても有効である。 

仮説 H₁ については、電機・化学 100 社の統計的分析により実証された。電機・化学別々

の分析でも、総合的な分析でも結果に大きな差はなく、業界を超えた普遍性が認められた。 

仮説 H₂ 、H₃ については、電機と化学で異なり、化学については、ある程度確認できた

が、電機については、収益性、企業価値よりも、企業価値の伸びと成長性に相関性が確認

された。 

仮説 H₄ については、派生仮説 H₅ と仮説 H₆ の検証が前提となるので、先にそれら２つ

の仮説について記述する。 

仮説 H₅ は、電機企業４社のケース研究によりある程度確認され、仮説 H₆ は、電機 10

社の内容分析により確認された。その結果、仮説 H₄ の妥当性が確認された。 

仮説 H₇ については、第４章で取り上げたＡ社のケースでは確認されたが、さらに多くの

ケース研究が必要であり、今後の課題である。また、後述の事業定義手順を実際に適用し、

その結果によって検証していくことも可能である。 

 

5.2 今後の展望：テキストマイニングによる事業定義 

ここまでの研究は、過去の事業定義の機能性、及び、その組織内での整合性と、企業成

長の関係性の解明という狙いの下で進め、持続的成長のためには、全社事業を機能で定義

することと、その機能を組織全体に整合性をもって展開することの両方が重要であること

がわかったが、それをさらに発展させて、将来に向けて企業としては、どのように事業を

定義すべきかについて、具体的な事業定義手順を提示しながら検討する。 

若林（2004）では、複数の中間管理職が、現場情報に基づき、主要事業ごとの機能を経

験的に抽出し、類似機能を束ねていく作業の結果、全社事業定義を設定する方法を提示し

ている。また、本論文では、全社事業定義を構成する機能的キーワードが、新製品プレス

リリースの中に出現する頻度の計測を行った。これらを総合すると、新製品プレスリリー

ス等現場の文書データの機能的表現を順に束ねていくことで、全社事業定義を設定する方

法が浮かび上がる。そのために、テキストマイニングを用いる。 

なお、テキストマイニングとは、那須川（2006）によれば、｢単なる検索や分類整理とは

異なり、複数の文書データの内容を総合的にとらえることで初めて得られる知見を抽出す

るための内容分析の技術1｣を指し、テキスト検索ソフト等による語の検索とは区別される。 
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5.2.1 事業定義の手順 

以下で、テキストマイニングによる全社事業定義の方法について、具体的に説明する（図

5.1 参照）。 
ステップ１．新製品プレスリリースの収集 新製品プレスリリースを数年分収集し、テキ

ストファイル化する。特に、顧客から良く受け入れられた製品やヒットした製品は必ず含

める。プレスリリースを実施していない企業については、営業部門やコールセンターが製

品に関して顧客とやり取りしたコンタクトレポート等の文書データを代替的に用いる。 

ステップ２．プレスリリースのテキストマイニング テキストマイニングソフトにより、

ステップ１で作成したテキストファイルを分析し、出現頻度の高い形態素（単語等文法的

意味付けが可能な最小単位）を頻度順に抽出する。従って、形態素レベルの出現頻度が計

測できる形態素解析ソフトが必要である。 

ステップ３．機能候補の抽出2 ステップ２で抽出した形態素のうち、ゴミ（助詞、助動詞、

接続詞、句読点、記号等）や、名詞、動詞、形容詞、形容動詞、副詞のうち一般語（技術、

商品、製品、顧客、事業、機器、提供、提案等新製品プレスリリースに一般的に出現する

語）を除外する。その際、係り受け関係（語と語の関係）にこだわらず、個別製品に依存

せずに頻繁に出現する特徴的な語（キーワード）を重視する。残った語のうち、機能とな

り得るものを｢機能候補｣としてあげていく。 

ステップ４．機能の集約化 ステップ３の機能候補のうち、類似した概念の表現を束ね、

代表的なものでくくり出す。類義語の集約化作業には、テキストマイニングソフトの辞書

ツールが役立つ可能性があるが、企業や事業ごとに類義語が異なることがあるので、実際

の使用に際しては注意を要する。 

ステップ５．事業分野別事業定義の設定（機能と製品群の対応） ステップ４で得られた

各機能を、それぞれ一つの事業区分（事業定義）として、その機能表現を含む製品群を当

該機能の下の事業分野としてまとめる。各機能表現に対応する製品群の選定には、共起語3分

析ツールが利用できる。 

ステップ６．機能ポートフォリオの検討 収益性・成長性により、現在の収益を支えてい

る製品群に対応した機能、将来拡大していく製品群の機能、今後縮小していく製品群の機

能、方向性を検討中の製品群の機能に分類し、機能から見た全社の方向性を明確にする。 

ステップ７．全社事業定義の作成 機能ポートフォリオを考慮しながら、ステップ５で得

られた機能を組み合わせて、１つのセンテンスを合成し、それを全社事業定義とする。作

成した全社事業定義と、既存の経営理念の間に、矛盾が生じないように調整する。必要に

応じて、事業定義に合わせて経営理念を修正する。 

                                                                                                                                                  
11 ページ 
2当ステップでは、テキストマイニングソフトに“tf×idf”（term frequency：ある語の単文書内での出現頻度、inverse 

document frequency：その語を含む文書数を全文書数で割った数の対数）等に基づく特徴語検索機能がついている場合

は、それを用いてもよい。“tf×idf”については、那須川他（2001）等参照。 
3特定の語と同時に出現する語。 
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以上の手順で作成された全社事業定義、事業分野別事業定義は、機能面で製品・サービ

スと整合しており、しかも、機能的な表現になっているため、持続的成長に結びつきやす

いと考えられる。 
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リースの収集

ステップ１．新製品プレスリ
リースの収集

新製品プレスリリース

（ここ数年分）

↓

テキストファイル化

ステップ１．新製品プレスリ
リースの収集

ステップ１．新製品プレスリ
リースの収集

新製品プレスリリース

（ここ数年分）

↓

テキストファイル化

ステップ３．機能候補の
抽出

・やすらぎ
・くつろぎ
・楽しみ
・感動
・環境
・
・

ステップ３．機能候補の
抽出

・やすらぎ
・くつろぎ
・楽しみ
・感動
・環境
・
・

ステップ２．プレスリリース
のテキストマイ
ニング

ステップ２．プレスリリース
のテキストマイ
ニング
出現頻度

0
50

100
150

200
250
300

350

搭
載

デ
ジ
タル 可

能
端
子

機
能 高 型

対
応

映
像

再
生

入
力

発
売

撮
影
モ
ー
ド

形態素
件
数

ステップ５．事業分野別事
業定義の設定

ステップ５．事業分野別事
業定義の設定

製品Ａ

製品Ｂ

機能１

製品Ｃ

製品Ｄ

機能２

ステップ５．事業分野別事
業定義の設定

ステップ５．事業分野別事
業定義の設定

製品Ａ

製品Ｂ

機能１

製品Ｃ

製品Ｄ

機能２

ステップ６．機能ポートフ
ォリオの検討

ステップ６．機能ポートフ
ォリオの検討

花形

金のなる木 負け犬

問題児

機能２

機能３

機能４

機能１

収益性

成
長
性

ステップ４．機能の集約化ステップ４．機能の集約化

機能１

機能３

機能２

機能×

機能×

ステップ７．全社事業定義
の作成

ステップ７．全社事業定義
の作成

「当社の事業は、．．．
．．．．．．．．．である」

 

図 5.1 全社事業定義の作成フロー 

             出所：筆者作成 

 

5.2.2 事業定義手順の適用例 

本章で提示した事業定義手順を、実在の企業に適用し、結果として得られる全社事業定

義と実際の事業定義を機能面から比較する。 

ここでは、ソニーの 2002 年度4の全新製品プレスリリースを分析素材として用いる。ホー

ムページからダウンロードしたリリース文を、テキストマイニングソフト5で解析し、出現

頻度の高い語を抽出し、全社事業定義との整合性について検討する。その結果、同時期の

全社事業定義には含まれていないが、プレスリリースの分析からは、｢小型｣、｢コンパクト｣

といった小型デザインに関連した語の出現頻度が高いことが判明した（表 5.1 参照）。 

確認のため、｢小型｣、｢コンパクト｣を加えて整合度6を計算すると、それらを加えない場

                                                  
4当年度の選定理由は、単年度としての整合度が、調査対象期間（1998-2003 年度）の平均（0.50）に最も近い値のため。 
5無償ソフト｢茶筅｣を使用。 
61998 年度から 2003 年度の平均。 
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合に比べ大幅に向上すること7がわかった。表 4.3 では、他社と比較したソニーの成長性の

低さが整合度の低さである程度説明できたが、この結果は、全社事業定義を構成する語を

変えることにより整合度が向上し、成長性が高くなる可能性8を示唆している。 

実際に第４章でケース研究したＡ社では、全社事業定義を複数の事業部門の事業定義を

束ねて設定し効果をあげていたが、もととなる事業部門の事業定義は、主要製品の機能を

抽出し類似機能を束ねて作成されたものであり、ここで提示した手順と類似した方法がと

られていた。 
 

表 5.1 ソニーの新製品プレスリリースのテキストマイニング結果 

搭載 327、デジタル 298、映像 197、撮影 157、実現 140、画像 126、音声 117、接続 105、

画面 104、高画質 101、サイズ 90、再現 89、音楽 86、色 81、デザイン 78、録音 77、画 76、

楽しみ 71、希望 71、質量 66、録画 62、音質 58、ネットワーク 57、精細 57、操作 57、簡

単 56、高速 54、ソフト 44、好み 44、小型38、アナログ 36、楽しめ 35、携帯 35、音 34、

軽量 34、便利 32、コンパクト27、環境 27、手軽 25、ソフトウェア 25、組み合わせ 24、ミ

ニ 21、薄型 21、楽しむ 21、楽しめる 20、自然 20、家庭 18、ホーム 17、マイ 17、美しい

17、性能 16、精度 16、豊か 16、優れ 16、選べる 15、スタイル 15、イメージ 14、すっきり

14、バリエーション 14、好き 13、鮮明 12、統合 12、明る 12、シンプル 11、ソフトウエア

11、音響 10、高性能 10、聴き 10、スタイリッシュ 9、ビジネス 10、低音 9、品質 9 
（注） 2002 年度のソニードライブ、SCE、SME を含む全新製品のプレスリリース（総件数 88 件）より。 

 助詞、接続詞、句読点・記号等や、一般語を除く主要な語のみ。数字は出現回数。 

出所：茶筅アウトプット 

 

5.2.3 事業定義手順の展開可能性 

本手順は、特に、全社事業定義が明確でない企業や、製品・サービスの機能が大きく変

化し事業定義の変更が必要な企業にとって有効である。このような手順で作成した事業定

義の機能を、再び製品・サービスに落とし込んで訴求することで、企業として顧客に提供

する価値をより強力に打ち出せる。製品・サービスを通して顧客の共感を呼び起こすこと

により、結果的に企業の持続的成長が可能となる。 
また、機能抽出過程については、新製品プレスリリース等の現場からの発信情報からの

抽出作業のためボトムアップ的ではあるが、その展開過程については、出てきた機能を経

営トップの指示の下で下方展開するためトップダウン的である。結果として設定される事

業定義は、従業員の視点からは従来の方向性から大きく変化するものではないかもしれな

いが、現場で重視する機能に基づく事業区分へのくくり直しとなるため、外部の視点から

はドラスティックな組織変革に見える可能性がある。 
ここでは、適用事例としてソニーを取り上げたが、他の企業についても同様の分析を試

み、手順の妥当性をさらに検証していく必要がある。また、手順の一部は、全社事業定義

が整合性をもって全社に展開されているかどうかの診断ツールとしても使用可能である。

                                                  
7他のキーワードとの重複を考慮しない場合 0.47、考慮した場合 0.17 それぞれ上昇。 
8重回帰式A₂ （第 4 章 4.5.1）に、機能性 1.41（表 4.3 より）、整合度 0.67（同じく表 4.3 の 0.50 に 0.17 を加えて算出）

を代入して、成長率（理論値）3.65％を得、実際値 1.75％（1997-2003 年度平均）より 1.9％高くなる。 
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既に存在する全社事業定義の機能と、現場の文書データからテキストマイニングにより抽

出された機能の整合性を評価するのである。具体的な方法については、今後の課題として

検討していきたい。 
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付属資料 1．電機企業の事業定義とその抽出源 

 企業名 事業定義 事業区分 有証1 AR2 他3

1 日立製作所 ・電気機械器具の製造・販売 

・技術を通して社会に貢献する（技術・信頼・世界・

未来） 

・情報エレクトロニクスに注力 

→（99 年 11 月-）情報システムサービスと社会インフ

ラシステム、及びそれらを支える基幹のハードウェ

ア、ソフトウェア、高機能材料を提供し、トータルソ

リューションを提供する（ベスト・ソリューション・

パートナー） 

→（03 年度-）新時代のライフラインを支えるソリュ

ーション、高度技術グローバル製品を提供し、トータ

ルソリューションを提供する（ベスト・ソリューショ

ン・パートナー） 

情報エレクトロニ

クス（コンピュー

タ、通信機、半導

体）、電力システム、

産業システム（プラ

ント、ロボット）、

交通システム（鉄道

車両、エレベータ

ー、エスカレータ

ー）、家電電器（白

物、AV、照明、調理

機器） 

○ ○ ○ 

98 会社

概要 

2 ソニー ・電子・電気機械器具の製造・販売 

・様々なディストリビューション・チャネルを通して

世界中の人々に感動や夢を与えるソフト、最高の性

能・品質・デザインを兼ね備えたハードウェアの提供、

お客様が好きな時に見たい映像や聴きたい音楽を簡

単に楽しめるホームネットワークを構築し、デジタ

ル・ドリームの実現を目指す 

オーディオ、ビデ

オ、テレビ、情報・

通信、電子デバイス 

○ ○ ○ 

書籍他

3 松下電器 

産業 

・電気機械器具の製造・販売 

・世界中のお客様に最高の満足をお届けする（世の中

のお役に立ち、人類の幸福のために） 

・民生・産業・部品の各分野で価値創造をグローバル

に実践 

民生（映像・音響、

家庭電化・住宅設備

機器）、産業（情報・

通信、産業機器）、

部品 

○ ○ 

 

 

4 東芝 ・電気機械器具の製造・販売 

・全ての人々が高い QOL を享受できるように支援 

・エレクトロニクスとエネルギー(Ｅ＆Ｅ)の領域で製

品・サービスを創造し、豊かな生活と健全な社会を構

築する 

情報通信システム、

電子デバイス・材

料、電力・産業シス

テム、家庭電器 

○ 

98 

○ 

98 

 

 

5 ＮＥＣ ・通信機器・コンピュータ・その他電子機器で構成さ

れる情報通信機器・電子デバイスの製造・販売・関連

サービス提供 

・コンピュータ＆コミュニケーション(Ｃ＆Ｃ) 

情報通信機器（通信

機器、コンピュータ

その他電子機器）、電

子デバイス、その他 

○ 

98 

○ 

98 

 

 

6 富士通 

 

・通信システム・情報処理システム・電子デバイスの

製造・販売・付帯サービス 

・IT ソリューションカンパニー（ネットワークベー

ス・ソリューションの提供） 

通信、情報処理、電

子デバイス（フラッ

シュメモリー、コン

パウンドメモリー）  

○ 

98 

○ 

 

 

 

7 三菱電機 ・電気機械器具の製造・販売・付帯サービス 

・すぐれた技術と創造力により、活力とゆとりのある

人間社会の実現に貢献する（ソシオ・テック） 

→（99 年度-）すべての人々がインターネットの恩恵

を享受できるように支援する（IT ソリューション事業

の拡大） 

→（00 年度-）新しい社会・産業・生活の実現に貢献

する(Changes for the Better) 

重電機器、産業・メ

カトロニクス機器、

情 報 通 信 シ ス テ

ム・電子デバイス、

家庭電器 

○ ○ 

 

○ 

98CP4

決算 

短信 

                                                  
1有価証券報告書。発行年で表記。発行年無表記のものは、1998-2004 年（1997-2003 年度）。 
2アニュアルレポート。発行年で表記。発行年無表記のものは、1998-2004 年（1997-2003 年度）。 
3その他の資料。発行年で表記。発行年無表記のものは、1998-2004 年（1997-2003 年度）。 
4Corporate Profle 
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8 キヤノン ・カメラ、事務機器、光学機器の製造・販売 

・社会との共生（人・社会・自然が調和して、人類す

べてが豊かにゆとりをもって暮らしていける社会の

構築） 

・創造的技術を核として、新しい価値の創造を目的と

し、あらゆる可能性に挑戦する 

→（99 年度-） 

・ネットワークイメージング、 

・ソリューションビジネスの強化 

事務機器（複写機、

コンピュータ周辺

機器、情報通信機

器）、カメラ、光学

機器 

 

 

○ ○ 

98-00

○ 

97/98

Story5

新聞6

雑誌7

9 三洋電機 ・電気機械器具の製造販売 

・クリーンエネルギー事業により快適な生活環境を創

造し、マルチメディア製品により人々の生活を豊かに

する 

・快適空間の創造と退屈しない人生の提案 

・（2001 年 4 月-）デジタル＆デバイス、エネルギー＆

エコロジー 

映像機器、音響機

器、電化機器、産業

機器、情報システ

ム・電子デバイス、

電池・その他 

○ ○ ○ 

新聞 

10 シャープ ・電気通信機器・電気機器・電子応用機器・電子部品

全般にわたる製造・販売 

・クリスタル・クリア・カンパニー（顧客要求への FIT、

オープン、創意） 

・液晶技術で顧客の要望に応じた製品・サービスを提

供 

AV 機器（オーディ

オ、ビデオ含む）、

電化機器（白物）、

通信・情報機器（電

話機、ファクシミ

リ、パソコン）、電

子部品（液晶パネ

ル、LSI） 

○ 

98 

 

○ 

98 

 

 

11 リコー ・光学機器、事務用機器、音響機器、電気機器、計測

器等の製造・販売・設置工事・電気通信工事 

・イメージコミュニケーション(ＩＣ)を通して、デジ

タルとカラーコミュニケーション技術により、ネット

ワーク化されたオフィスに不可欠な機器・システムを

提供 

・ＩＣ：高品質イメージ、オープンスタンダード、簡

単操作、ワークグループ支援、オフィス全体 

複写機器、情報機器

（ファックス、プリ

ンター、デジタル複

合機）、光学機器（カ

メラ、レンズ）、そ

の他 

○ ○ ○ 

雑誌 

12 セイコー 

エプソン 

・｢省｣の技術（微細と低パワーを組み合わせて顧客の

問題を解決する） 

・カラーイメージング→（2003 年 1 月-）画像と映像

の融合による先進のイメージングソリューション提

供（デジタルイメージイノベーション） 

情報関連機器、電子

デバイス、精密機

器、その他 

○ 

04 

○ 

03 

○ 

03 事業

報告書

新聞 

雑誌 

13 松下電工 ・電気機械器具・住宅資材の製造・販売 

・Ａ（アメニティ）＆Ｉ（インテリジェンス）（快適

を科学する、快適な居住環境の創造）→（2001 年 1 月

-）IT 革命、少子・高齢化、地球環境等の課題をきび

きびと解決するスマートライフ創造企業 

照明、情報機器、電

器、住設建材、電子

材料、制御機器、そ

の他 

○ ○ ○ 

98 会社

案内 

雑誌 

14 京セラ ・電子工業用特殊磁器製造販売、通信機器、情報機器

等の製造・販売 

・｢人類社会の進歩発展に貢献する｣ために、製品・技

術を通して新たな価値を創造し続ける→（99 年度-）

通信情報、環境保全、生活文化において、事業創造 

・（00 年度-）価値ある（事業の）多角化を推進し、さ

らに成長し続ける創造型企業 

ファインセラミッ

ク部品、半導体部

品、切削工具・宝飾

品・ソーラーシステ

ム・セラミック応用

品、通信機器、情報

機器、光学精密機

器、その他 

 

○ ○ 

99 

○ 

98SD8

                                                  
5The Canon Story 
6日経産業新聞、日本経済新聞 
7週刊ダイヤモンド、日経ビジネス、日経エレクトロニクス、日経情報ストラテジー、週刊東洋経済、研究開発マネジメント、

Business Research等 
8Strategic Direction 
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15 日本 

ビクター 

・音響・映像機器、情報・通信機器、記録再生媒体の

制作・製造・販売 

・オーディオビジュアルイノベーター（オーディオビ

ジュアルのハード・ソフト製造）からデジタルシステ

ムインテグレーターへ移行 

民生用機器、産業用

機器、電子デバイ

ス、エンターテイン

メント（ソフト） 

 

○ 

98 

○ 

98 

99 

 

16 コニカミノ

ルタホール

ディングス

（ 旧 コ ニ

カ） 

・写真機械・付属品・その他光学機械の製造販売 

・総合画像情報産業 

・人々の生活を豊かにする感動的な製品とサービスの

創造（感動創造） 

→（02 年度-）イメージングの入力から出力まで（エ

ッセンシャル・オブ・イメージング）。イメージング

の領域で感動創造を与え続ける、高度な技術と信頼性

で市場をリードする 

感光材料・感材機器

（フィルム、印画

紙、写真薬品）、情

報機器（複写機、プ

リンター）、カメ

ラ・光学 

○ ○ ○ 

決算 

短信 

17 富士電機 

ホールディ

ングス 

・電気機械器具の製造・販売 

・パワー＆エレクトロニクス 

・社会基盤、産業機器・システム、情報機器、QOL を

向上させる様々な設備・システムに従事（地球環境問

題、エネルギー、IT 等のソリューション提供） 

→（2001 年度-） 

・お客様に最大の満足を提供 

・最適・最高のサービスと最高品質のコンポーネント

（部品）の提供 

電機、制御・情報・

電子デバイス、業務

用民生機器他 

○ ○  

18 パイオニア ・オーディオ・映像製品・カーエレクトロニクス製品・

CATV 関連機器の製造・販売・付帯サービス 

・人を感動させ、心の琴線に触れる商品の提供（より

多くの人と、感動を） 

・オーディオ・ビデオエンタテインメントをより充実

させる（エンタテインメント創造企業） 

オーディオ製品、映

像製品、カーエレク

トロニクス製品、AV

ソフトウェア、その

他（電話機、CATV

関連機器、CD-ROM

ドライブ等） 

○ ○ 

 

○ 

98CP9

19 ＴＤＫ ・電子素子材料・記録メディア製品の製造販売 

・創造によって文化、産業に貢献する 

・電子機器の総合素材メーカー。独創製品の事業化と

市場開拓→（00年4月-）e-material solution provider

（顧客の悩みを先取りし、それを解決すべく、素材技

術を核に、付加価値の高い製品をスピーディにつくり

提案） 

電子素材部品（磁性

材料、電子機器応

用、記録デバイス、

IC 関連他）、記録メ

ディア 

○ ○ 

98 

 

20 沖電気工業 ・電子通信装置・情報処理装置・電子デバイスの製造・

販売 

・｢進取の精神｣をもって情報社会の発展に寄与する→

（01 年度-）IT ソリューション提供から e ビジネスソ

リューション提供へ 

・先進マルチメディアネットワークとサービスのグロ

ーバルな製造・販売会社→（99 年度-）ネットワーク

ソリューション 

電子通信装置、情報

処理装置、電子デバ

イス、その他 

○ ○ 

98 

99 

 

21 アルプス 

電気 

・電子・電気通信機器器具の部品の製造販売 

・美しい電子部品を究める（人とメディアの快適なコ

ミュニケーションを目指して） 

・人と地球に喜ばれる新たな価値を創造する 

車載電装用部品、情

報 通 信 機 器 用 部

品、一般電子部品

（高周波部品、機構

部品、磁気応用部

品） 

 

 

 

 

 

○ ○  
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22 オムロン ・電子機械器具・電子応用機械器具・精密機械器具・

医療用器械機具・その他一般機械器具の製造・販売・

付帯サービス 

・技術革新と人間視点の両面から真に最適な社会を実

現する 

・センシング、３Ｃ（コンピュータ、コミュニケーシ

ョン、コントロール）、ライフサイエンス、ファジィ

（インフォメーション・センシング）をコア技術とす

る 

・先進の情報通信制御技術によるオートメーション部

品、設備、システムの製造企業 

→（01 年度-）産業、社会、生活を革新するソリュー

ション提案型企業。センシング＆コントロールを核に

制御システム、電子

決済・公共情報シス

テム、専用機器、健

康医用機器、その他

社会事業（ATM 等）、

特殊製品（OA 関

連）、健康関連製品、

オープンシステム 

 

 

 

 

 

○ ○  

23 東京エレク

トロン 

・半導体・液晶製造装置の製造・販売 

・顧客（部品メーカー）の生産目標達成の支援により、

高い顧客満足を勝ち得、情報革命の普及に貢献する 

・個別顧客の製品差別化を達成すべく、ソリューショ

ンを提供し、高い顧客満足をうる 

半 導 体 製 造 装 置

（LCD 製造装置含

む）、コンピュー

タ・システム（基板

検査システム、スト

レージ装置等）、電

子部品 

○ ○ 

98 

○ 

新聞 

24 カシオ 

計算機 

・電卓・電子時計・デジタルカメラ等の製造販売・付

帯サービス 

・創造的な製品コンセプトとハードウェア能力の融合

を通して顧客に新しい価値を提供する（｢創造の精

神｣） 

・マルチメディア、通信、モバイルコンピューティン

グ、デジタルイメージングに注力 

情報処理機器、電子

時計、通信・映像機

器、デバイス他 

○ 

98 

○ 

98 

 

25 村田製作所 ・総合電子部品メーカー 

・よい電子製品はよい電子部品から生まれ、よい電子

部品はよい材料から生まれる 

・研究開発とグローバルな製造・販売網への投資 

コンデンサ（セラミ

ック、トリマー）、

抵抗器、圧電製品、

（セラミックフィ

ルター、セラミック

共振器等）、コイル

部品（変圧器、偏向

ヨーク）、回路製品

（電源等）、その他 

○ ○  

26 横河電機 ・計測制御機器・装置、電子計算機の製造・販売（計

測・制御・情報） 

・資源管理情報、生産支援情報、生産管理に関する技

術的ソリューションの提供 

・世界中の顧客企業の品質、効率、収益に信頼性の高

い機器と管理システムで貢献する（最先端の技術によ

り、顧客企業の経営の視点に立った顧客の事業への貢

献） 

制御・情報機器、計

測器、航空・宇宙機

器 

○ ○ ○ 

02-04

事業 

報告書

27 ローム ・集積回路、半導体素子、受動部品等の電気部品・電

子部品の製造・販売 

・カスタマイゼーション、品質第一 

・高度情報化社会を支える情報通信をはじめとするマ

ルチメディア等高付加価値商品の開発 

集積回路、半導体素

子、受動部品、ディ

スプレイ 

○ 

98 

○ 

98-00

 

28 東芝テック ・事務用機械器具・電気機械器具の製造・販売 

・顧客志向に即した経営品質の向上、IT 事業に注力 

・ハードからソフト・システム・ソリューション事業

への転換 

流通情報システム

（POS、レジスタ

ー）、情報通信（フ

ァクシミリ）、軽電

（ 照 明 、 家 電 ）

（1999 年より、流

通情報システム、画

像情報通信、家電） 

 

○ 

 

 

 ○ 

00 事業

報告書

新聞 
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29 住友電装 ・ワイヤーハーネス（組み立て電線）・関連部品の製

造・加工・販売 

・自動車業界（顧客業界）におけるモジュール化に対

応し、部品のインテグレーションに注力 

・顧客の要望に応え、最も優れた製品・サービスを提

供 

ハーネス・部品（自

動車用ワイヤーハ

ーネス等）、電線（電

力用、通信用等） 

 

○ 

98-00 

 ○ 

新聞 

30 船井電機 ・映像機器を中心とした電気製品の製造販売 

・ネットワークの活用による高度情報化社会に適応し

た新製品の提供や市場ニーズに呼応したコストパフ

ォーマンスの良好な製品をタイミング良く市場投入 

・メカトロニクス技術と独自の生産性向上システム

(FPS)を背景に、映像機器分野で地位を記築き、情報

通信機器分野、電化機器分野へ進出 

→（01 年度-） 

・市場ニーズに呼応した高品質かつコストパフォーマ

ンスの良好な製品をタイミング良く市場投入 

・デジタル化・ネットワーク化を先取り 

映像機器（テレビ、

ビデオ等）、情報通

信機器（プリンタ

ー、ファクス等）、

電化機器（エアコン

等）、その他 

○ 

99-04 

 ○ 

99FB10

新聞 

31 小糸製作所 ・各種輸送機用照明機器、電気機器、その他の部品の

製造・販売 

・光による安全な交通システムの構築（安全を光に託

して） 

・安全で快適な社会づくり（次世代の交通システムの

実現を目指して） 

自動車照明機器、航

空機部品、その他

（各種電子応用機

器、特殊機器等） 

○ ○ ○ 

98FS11

雑誌 

32 日本電産 ・電気機械器具、電子機械部品の製造・販売 

・回路駆動システム技術・製品の供給 

・「回る(turning, spinning)もの、動く(moving)もの」

に特化 

小型精密モーター、

小型精密ファン、電

源、その他 

○ ○ ○ 

新聞 

33 日本無線 ・電気通信機械、付属装置、付属品、電気材料部品の

製造 

・高品質社会の実現に貢献するために、価値の高い技

術・製品を開発する 

・移動体通信と情報システム関連に注力 

無線通信装置、無線

応用装置、電子応用

装置、電子部品・装

備工事 

 

○ 

98 

○ 

98 

 

34 スタンレー

電気 

・自動車用電球・その他電球の製造・販売・輸出入 

・自動車の安全性と運転の快適性に貢献する 

・光関連事業（オプトエレクトロニクス、ディスプレ

イ、照明・電子技術、ソフトウェア）に注力→（2000

年 4 月-）光に勝つ。光の５つの価値（光を創る、光

を感知・認識する、光で情報を自在に操る、光のエネ

ルギーを活かす、光で場を演出する）を追求する 

自動車照明機器、自

動車用品・カーエレ

クトロニクス、半導

体製品、情報・通信

機部品、照明デバイ

ス・光電製品・その

他の製造・販売・輸

入 

○ ○ ○ 

01-04

事業 

ﾚﾎﾟｰﾄ

雑誌 

35 ミネベア ・総合精密部品製造 

・世界最強の総合精密部品メーカー 

・品質向上 

→（98 年度-）製品の品質の高度化 

→（99 年度-）高付加価値製品の開発と製品の品質の

高度化 

ベアリング、電子機

器・部品、機械部品、

輸送用機器・部品、

特殊機器・部品、そ

の他 

○ ○  

36 ファナック ・数値制御システム・サーボモーターの製造・販売 

・ファクトリーオートメーションの総合メーカー 

・工場の自動化、生産の効率化に貢献（知能化、超精

密化による） 

FA（CNC、サーボモ

ーター、レーザ）、

ロボット（ロボッ

ト、ロボショット、

ロボカット、ロボド

リル）、サービス 

 

○ 

98 

○ 

98 
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37 安川電機 ・電気機械（メカトロニクス）器具・装置・システム

の製造・販売 

・超メカトロ事業、省エネ等の環境改善事業、市場の

生産性向上要求に対応したシステム技術のメカトロ

分野への応用 

→（00 年 3 月-）CS（顧客満足）を基軸として、より

市場ニーズに密着した製品の開発および、リューショ

ン（問題解決）の提供 

メカトロ機器（サー

ボモーター等）、メ

カトロシステム（ロ

ボット等）、産電機

器（電動機、発電機

等）、産電システム

（プラント用発電

システム等） 

○  ○ 

新聞 

38 キョウデン ・短納期生産と多品種少量生産による、試作用プリン

ト配線基板の設計・製造 

・得意先セットメーカーにおける高密度、高精細等の

新仕様プリント配線基板のリリースに対応 

・顧客の製品開発から完成まで、完全一貫支援体制（ワ

ンストップ・サービス・ファクトリー）の提供 

プリント配線基板、

プリント配線基板

設計用 CAD、モデリ

ング、ODM（2000 年

以降 EMS）、その他 

○  ○ 
新聞 

雑誌 

39 ホシデン ・民生用電子機器、事務機器、産業用電子機器等に使

用される電子部品の製造・販売 

・先進の技術力で市場が求める高品質な製品をタイム

リーに供給し、エレクトロニクス産業の発展に貢献す

る（顧客企業の企業戦略をサポート） 

・豊富な製品ラインアップ、顧客の多様なニーズを満

たす技術力、顧客満足を第一としたきめ細かいサービ

スの提供 

・電子機器の軽薄短小化、多機能化、省電力化等のト

レンドに対応 

機構部品、音響部

品、電磁部品、液晶

表示素子、複合部

品・その他 

○  ○ 

決算 

短信 

新聞 

40 イビデン ・電子機器・関連製品部品の製造・販売 

・｢技術開発の自転車操業｣により、ハイテク・高付加

価値製品へ絶えず事業転換する｢複合先端技術企業｣ 

・顧客密着営業と、情報通信・環境関連分野での事業

創出に注力 

電子関連（PC・携帯

用プリント配線基

板等）、セラミック

（半導体製造用部

品、自動車排ガス関

連部品等）、建材（化

粧板、断熱パネル

等） 

○ 

98-00 

 ○ 
新聞 

41 ミツミ電機 ・電気機械器具の製造・販売 

・電子部品を通じて世界に貢献する（電子部品のスペ

シャリスト） 

・市場環境や技術革新に対応した製品開発と市場ニー

ズに対応した的確な供給体制の構築を推進 

情報通信機器、半導

体デバイス、病気・

光デバイス、機構部

品、高周波部品、電

源部品、その他 

○  ○ 
96CG12

新聞 

42 アルパイン ・自動車用音響機器・電子機器の製造販売、その他付

帯事業 

・車環境向けの革新的商品により、娯楽を提供する 

・音・画像イメージ・情報・通信の融合による未来の

車載マルチメディアシステムの提供→（1998 年 4 月-）

音・画像イメージ・情報・通信の融合による未来のモ

ービルメディアの提供 

カーオーディオ、カ

ーコミュニケーシ

ョン・カー電装品

（ナビゲーション

システム、車載 AV

システム）、その他

付属品（サービスパ

ーツ） 

○ ○ ○ 

雑誌 

43 日立 

マクセル 

・各種情報記録メディアの製造 

・メモリーと携帯ニーズに適合したポータブルメディ

アの提供→（98 年度-）メモリー＆モバイル 

・（00 年度-）記録メディアと電池（エナジーソリュー

ション） 

情報メディア、オー

ディオ・ビデオテー

プ、電池・電器、そ

の他（電池生産用プ

ラント） 

 

 

 

 

 

 

○ ○ 

98  
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44 大日本スク

リーン製造 

・製販・印刷用装置、機械器具、薬品その他材料の製

造・販売 

・グラフィックアート業界向け DTP（デスク・トップ・

パブリッシング）と、印刷前工程用装置・システムの

総合メーカー 

・画像データのデジタル化等の市場ニーズ変化に迅速

に対応 

画像情報処理機器

（グラフィックア

ート業界向け）、電

子工業用機器（電子

産業向け）、その他 

○ 

 

○ 

98  

 

○ 

新聞 

45 明電舎 ・電気機械器具の製造販売、その他機械器具の製造販

売、関連事業 

・パワートロニクス：重電・メカトロニクスと電子の

融合→（02 年度-）製品提供だけでなく、お客様が最

も重視する価値に基づく最高のソリューションを提

供する。常に新しい技術の創造にチャレンジし、広く

社会に貢献する 

・（99 年度-）信頼できるソリューションプロバイダー

として、社会に役立ち、環境にやさしい技術と製品を

通して社会に貢献する 

回転機（発電機、電

動機）、変電機器（変

圧器）、装置（配電

盤、制御装置）、電

気工事、その他 

○ ○ 

99-04

 

46 ケンウッド ・音響機器・通信機器の製造販売 

・先進デジタル・ネットワーキング技術の開発と新製

品・新事業の開発に努める 

（03 年度-）音と通信を極限まで追求し、モービル＆

ホーム・マルチメディア・システム事業の確立 

音響製品（ホームオ

ーディオ、カーオー

ディオ、ゼネラルオ

ーディオ）、通信機

器（無線、有線）、

その他（電子部品、

ソフト等） 

○ ○  

47 アドバン 

テスト 

・電子計測器・半導体試験装置の製造販売 

・先端技術を先端で支える 

・顧客企業の生産性と収益性に貢献する→ 

（02 年度-）試験と計測 

電子計測器、半導体

試験装置 

○ ○  

48 山武 

（旧山武ハ

ネウエル） 

・プロセス・オートメーション、ファクトリーオート

メーション、ビルディング・オートメーション用シス

テム・制御機器の製造・販売・輸出入 

・計測と制御技術により産業の発展に貢献 

・高性能・低価格製品の実現 

→（98 年度-）｢セーブメーション｣の企業理念の下、

制御と自動化の技術を通して省力・省資源・省エネル

ギー・安全・環境保全・快適環境の実現 

工業システム（FA、

計測器）、制御機器、

ビルシステム（空調

制御、災害防止シス

テム）、制御機器、

その他 

○ ○ 

98  

 

49 クラリオン ・カーラジオ・カーステレオ等の自動車機器、その他

自動車関連用品として映像・特機、カラオケ等音響機

器の製造販売 

・カーオーディオ電子業界のリーダー 

自動車機器（カーラ

ジオ、カーステレ

オ）、映像（車載テ

レビ・ビデオ）、特

機（バス用拡声器）、

音機（カラオケ）、

その他（空調機器） 

○ 

98 

○ 

98 

 

50 富士通 

ゼネラル 

・電子機械器具・電気機械器具の製造・販売 

・ディジタル化時代をリードする商品の開発 

・先進機能・斬新なデザインと省電力・リサイクル等

の環境を重視した製品の開発 

→（00 年度-）世界的エアコンサプライヤーとして、

リサイクル技術全般の確立と循環型社会の創造によ

り地球環境保護に取り組む 

→（02 年度-）独創的かつ魅力的な製品を提供し、先

進技術を核とした高付加価値製品の開発 

リビング（エアコ

ン、クリーナー、電

子レンジ）、情報通

信（プラズマディス

プレイ、監視カメ

ラ、半導体） 

○  ○ 

新聞 
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付属資料 2．化学企業の事業定義とその抽出源 

 企業名 事業定義 事業区分 有証13 AR14 他15

1 富士写真 

フィルム 

・総合映像情報産業（写真感光材料、光学機器、電子

映像機器等の製造・販売） 

・映像と情報の文化の創造（Ｉ＆Ｉ：イメージイング・

アンド・インフォメーション） 

・デジタル・銀塩写真技術を統合し、映像品質と写真

撮影の利便性・娯楽性を向上し、映像の新需要を創造

し可能性を広げる→（01 年度）イメージング、インフ

ォメーション、ドキュメントの各分野で、写真フィル

ム分野の技術とデジタル・ネットワーク技術を活かし

たトータルソリューションの提供（イメージングソリ

ューション、インフォメーションソリューション、ド

キュメントソリューションの提供） 

イメージングシス

テム（カメラ、フィ

ルム、カセットテー

プ）、フォトフィニ

ッシングシステム

（現像装置、薬剤）、

インフォメーショ

ンシステム（システ

ム機材、データメデ

ィア） 

○ ○ ○ 

雑誌16

2 三菱化学

 

・トップ化学品メーカー（各種化学製品の製造、加工、

販売） 

・｢未来のための良い化学｣をめざし、環境に配慮し、

安全を確保し、人の健康に留意する 

・人・社会・自然とのたしかなつながりをめざして、

化学の新しい世界をひろげる 

石油化学（合成樹脂

等）、炭素アグリ（肥

料等）、機能商品（情

報電子関連、医薬

品、機能化学品） 

○ 

98-00 

○ 

98 

○ 

00RC17

新聞18

3 旭化成 ・衣食住等人間生活全般にわたる総合メーカー（化成

品、合成樹脂、繊維、建材、住宅等の製造・販売） 

・人と地球の未来をみつめ、｢くらし｣と｢いのち｣のテ

クノロジーで 21 世紀の幸せをつくる 

化成品・樹脂、住

宅・建材、繊維、多

角化（機能製品・サ

ービス） 

○ 

98 

○ 

98 

 

4 住友化学 ・基礎化学、石油化学、精密化学、農業化学各製品の

製造販売、化学工業用機械設備の設計・技術指導を目

的とする総合化学工業会社 

・独自の優位性ある技術の確立 

・世界に通じる競争力ある事業 

基礎化学、石油化

学、精密化学、農業

化学 

○ 

98 

○ 

98 

 

5 三井化学 ・石油化学・基礎化学、機能性材料の製造・販売 

・暮らしを豊かに、便利で安全にするために、高品質

で高機能の製品を提供する 

石油化学・基礎化学

品（基礎原料、基礎

化学品、樹脂）、機

能性材料（化成品、

機能製品、精密化学

品） 

○ 

98 

 ○ 

98 事業

概要 

6 大日本イン

キ化学工業

・印刷用インキ、合成樹脂、石油化学品の製造・販売

・生活を向上させる革新的製品のメーカー 

グラフィック、ポリ

マ関連、高分子機能

材、その他 

○ 

98 

○ 

98 

 

7 花王 ・天然油脂、石油化学製品を加工して、清潔で美しく

健やかな生活に欠かせない家庭用製品（石鹸、シャン

プー、洗剤等）を製造・販売し、工業用製品（油脂製

品等）を製造・販売する、総合油脂化学メーカー 

・（心をこめた）｢よきモノづくり｣を通して、顧客に

真の満足と喜びを与える製品・サービスを提供し、豊

かな生活文化の実現に貢献する 

・清潔で美しく健やかな暮らしに役立つ商品と、産業

界の発展に寄与する工業用品の提供 

家庭用製品（パーソ

ナルケア、ハウスホ

ールド、サニタリ

ー）、工業用製品（油

脂、化成品） 

 

 

 

 

 

 

 

○ ○ 

98 

○ 

00-04

決算 

短信 

                                                  
13有価証券報告書。発行年で表記。発行年無表記のものは、1998-2004 年（1997-2003 年度）。 
14アニュアルレポート。発行年で表記。発行年無表記のものは、1998-2004 年（1997-2003 年度）。 
15その他の資料。発行年で表記。発行年無表記のものは、1998-2004 年（1997-2003 年度）。 
16週刊ダイヤモンド、日経ビジネス、日経エレクトロニクス、日経情報ストラテジー、週刊東洋経済、Business Research等 
17Responsible Care活動報告書 
18日経産業新聞、日本経済新聞 
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8 信越化学 

工業 

・合成樹脂を主体とする有機・無機化学工業の会社 

・PVC、半導体シリコン、シリコン、人工水晶、希土

類のメーカー 

・原材料から最終製品まで一貫した生産プロセスを保

有し、単一業界に依存することなく、広い顧客層を支

援 

有機化学、無機化

学、電子材料、機能

材料、国際事業 

 

 

○ 

98 

99 

○ 

98 

99 

 

9 積水化学 

工業 

・合成樹脂製品、化学工業製品の製造・販売、ユニッ

ト住宅の製造・施工・販売 

・広範囲の高品質プラスチック製品、プレハブ住宅の

建設 

管工機材、住宅資材、

化学品、テクノマテ

リアル、ライフグッ

ズ（家庭用プラスチ

ック用品、石鹸等の

ホームケミカル製

品）、メディカル、住

宅、その他 

○ 

98 

○ 

98 

 

10 昭和電工 ・石油化学製品、無機化学品、ガス製品、特殊化学品、

電子・情報関連製品、電炉製品、アルミニウム関連製

品、先端・特殊化成品を製造販売する多角的総合化学

会社 

・付加価値が高く個性的な製品の提供 

石油化学、化学品、

電子・情報、無機材

料、アルミニウム 

○ 

98 

○ 

98 

 

11 資生堂 ・化粧品、石鹸、医薬品等の製造・販売・輸出入 

・品質と価値の創造を通して、人々の美、健康、幸福

に貢献する（美しくありたい、健やかでありたい、幸

せでありたい。このお客様の願いを、お客様とともに

育み、優れた品質と価値の創造を通して、豊かに、か

たちにしていく） 

・美しい生活文化の創造 

化粧品（女性、男性

等）、トレタリー（石

鹸、ヘアケア、コス

メ等）、サロン・食

品・医療品他（ファ

インケミカル等） 

○ ○  

12 日立化成 

工業 

・有機、無機化学の両部門を有する特色ある化学会社

（電子電気材料、合成樹脂、窯業製品、住宅機器等の

製造・販売） 

・レジン技術に基づいて、社会の全ての分野で最適な

ソリューションを提供する 

電子電気材料・部

品、有機材料製品、

合成樹脂加工品、無

機材料製品、住宅機

器・環境設備、医薬

品その他 

○ 

98 

○ 

98 

 

13 宇部興産 ・化学、プラスチック、セメント、建材、機械、環境・

プランントエンジニアリング、石炭等異種産業部門の

多角的結合体 

・高品質、付加価値のある製品の創造で、国内外での

強力な地位を維持する 

化学、建設資材、機

械・エンジニアリン

グ、石炭、その他 

○ 

98 

○ 

98 

 

14 東ソー  ・石化製品、ベーシック（化学品、セメント）製品、

スペシャリティ材料（ファイン・ケミカル、電子材料、

光メディア等）の製造・販売 

・ビニル製造工程の自立的運営に必要な原材料の自社

製造、顧客要求のポリマ設計への反映、高付加価値製

品の提供 

・ビニル（・イソシアネート）・チェーンの強化 

石化（オレフィン、

ポリオレフィン）、

ベーシック（化学

品、セメント）、ス

ペシャリティ（ファ

イン・ケミカル、科

学計測、機能材料、

光メディア） 

○ ○ ○ 

00-04

決算 

短信 

15 日東電工 ・高分子材料（接着テープ等）の合成とその応用加工

技術に基づき、電子・電機材料をはじめとした各種産

業用材料の製造・販売 

・情報、半導体、家電、自動車、住宅、健康、環境等

の市場ニーズに応え、生活の QOL を向上させ、新しい

価値を創造する 

・グロ－バル・ニッチ（限定市場）・リーダーとなる

電気・電子材料、光

学、工業材、商品、

エンプラ部材、メデ

ィカル、メンプレン 

 

○ 

98 

○ 

98 

 

16 カネボウ ・繊維工業品、化学工業品、洗剤、医薬品、化粧品、

食品等の製造・加工・売買 

・へルスケア＆クリーン 

化粧品（ホームプロ

ダクツ含む）、薬品、

ファション、新素材

（情報システム含

む）、綿・絹、羊毛、

ナイロン、ポリエス

テル、アクリル 

○ 

98 

 ○ 

新聞 

雑誌 

 
85

http://db.eol.co.jp/browse/browse.eol?type=show&category=ranking&securities_code=4208
http://db.eol.co.jp/browse/browse.eol?type=show&category=ranking&securities_code=4042


17 カネカ ・発酵と高分子技術に基礎をおき、合成樹脂、か性ソ

ーダ、食品、医薬品、電線、電子材料、合成繊維等の

総合的化学会社 

・ニッチ市場のニーズに対応した“スペシャリティ・

ケミカル・カンパニー”への転換 

・住宅用電子、生命科学に注力 

塩ビ・ソーダ、特殊

樹脂、樹脂製品、食

品・医薬品、電材、

合成繊維 

○ 

98 

○ 

98 

99 

 

18 三菱ガス 

化学 

・無機・有機化学製品、石油化学製品、肥料、農薬、

飼料等の製造・加工・売買 

・「化学にもとづく幅広い価値の創造を通して、社会

の発展と調和に貢献する」、そのために、｢特色ある優

良化学会社｣を目指す 

・電子・情報通信業界向け機能性材料、エネルギー関

連、環境関連に注力 

化学品（メタノー

ル・アンモニア、キ

シレン、その他）、

機能製品、その他 

○ 

98 

○ 

99 

00 

○ 

新聞 

19 ライオン ・歯磨き、歯ブラシ、洗剤、化粧品等の製造販売 

・人々の健康維持増進や快適家庭生活等、暮らしの

夢・暮らしの願いを先取りした便利な製品、見て聞い

て使ってわかる製品の開発 

・いつも暮らしの中に 

ホームプロダクト

品、ヘルス＆ビュー

ティプロダクト、薬

品、食品、化学品 

○ ○  

20 ダイセル 

化学工業 

・セルロース派生品、有機化学、プラスチック、フィ

ルム、機能製品、航空・防衛システム用製品の開発・

製造・販売 

・電子・情報処理・生命科学・医薬向け高機能高付加

価値製品の開発 

・複合型事業構造 

セルロース、有機合

成、合成樹脂、新事

業、特機 

○ 

98 

○ 

98 

 

21 ＪＳＲ ・ブタジエン等の製造、合成ゴム・合成樹脂の製造・

販売 

・卓越した技術を基礎に、顧客の視点からアプリケー

ションを創造する 

合成ゴム、エマルジ

ョン、合成樹脂、フ

ァイン製品（光学材

料等）・その他 

○ 

98 

○ 

98 

 

22 エア・ウォ

ーター 

（旧大同ほ

くさん） 

・産業・医療用ガス、関連機器、冷凍食品、住宅関連

製品の製造・販売、LP ガス・石油関連機器・建設用資

材等の販売・付帯工事 

・工業ガスの全てのニーズに応えるトータルシステム

の提供→（00 年度-）ガス供給を取り巻く川上・川下

の事業基盤による、顧客への高品質なガスの安定供給

→（01 年度-）多様なエネルギーニーズに応えるソリ

ューションサービスの提供 

産業関連、環境機材

関連、エンジニアリ

ング関連、医療関

連、燃料関連、住宅

関連、食品関連、そ

の他 

○ ○  

23 電気化学 

工業 

・石油化学製品（有機）、化学品、セメント（無機）

等の総合化学工業会社 

・川下事業（樹脂加工）としての食品包装、電子部品

包材等の高機能製品、半導体関連電子材料、耐震化ニ

ーズに対応した特殊混和材等に注力 

・特色と存在感のある化学メーカー 

石化（スチレン樹

脂、樹脂・化成品、

樹脂加工製品他）、

化学品（肥料、有機

化学品、無機化学

品）、セメント・建

材（セメント他、特

殊混和材） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

98-00 

○ 

98 

○ 

新聞 
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24 ユニ・チャ

ーム 

・吸収体関連商品を中心としたベビー・チャイルド、

サニタリー、シルバーケア、ハウスホールド用品等の

製造・加工・販売 

・赤ちゃんからお年よりまでの豊かな生活の実現 

・女性のくらしをより快適に 

・｢変化した分だけ新しい価値が生まれる（変化価値

論）｣という考えから、顧客に尽くし続け、新たな価

値を創造し続ける→（99 年度-）技術革新（テクノロ

ジーイノベーション）で新たな価値を創造し続ける 

→（01 年度-） 

・世界中（アジア）の赤ちゃんからお年よりまでの快

適な暮らしの実現に貢献する（ライフサポートインダ

ストリー） 

・生活者の束縛からの解放、生活者の夢を叶える 

・（赤ちゃんからお年寄りまで生活者が様々な負担か

ら解放されるよう、心と体をやさしくサポートする商

品を提供し、一人ひとりの夢をかなえるために力を尽

くし続ける） 

ベビー関連、生理用

品、その他（ペット

フード、芳香剤、洗

剤、観光事業） 

 

○ ○  

25 太 陽 日 酸

（旧日本酸

素） 

・各種圧縮ガス、液化ガス、ガス分離・圧縮装置、冷

凍装置等の製造・販売、食品・関連原材料製造・加工・

販売 

・産業、生活、未来分野で研究・商品開発 

ガス・機器及び関連

装置、生活・家庭用

品（食品、家庭用品） 

○ 

98 

○ 

98 

 

26 トクヤマ ・ソーダ、無機・有機工業製品、セメント、建材、合

成樹脂、電子基材関連製品、メディカル関連製品、フ

ァインケミカル製品、イオン交換樹脂膜、家庭用品等

の製造・販売 

・スペシャリティ・加工型事業の拡大と収益向上、基

礎コア事業の維持強化 

化成品（無機、有

機）、セメント建材、

樹脂、特殊品 

○ 

98 

○ 

98 

 

27 東洋インキ

製造 

・印刷インキ、化成品、樹脂、印刷関連機械・機器等

の製造・販売 

・内外のネットワークを通して、多様で複雑なニーズ

の応える 

印刷インキ、化成

品、樹脂・関連製品、

印刷関連機械・機

器・材料、その他 

○ 

98 

○ 

98 

 

28 日本ゼオン ・合成ゴムと石油化学製品のメーカー 

・特定の分野で独創的技術を開発し、世界一の事業を

創出して社会に貢献する 

・顧客満足を保証する高品質の商品・サービスの提供

合成ゴム、合成樹脂

（塩化ビニル、香

料）、その他（医療

機材、電子材料、建

材等） 

○ 

98 

○ 

98 

 

29 小林製薬 ・家庭用医薬品、医薬部外品、雑貨品、化粧品、医療

器具の製造・販売・輸入 

・消費者が健康で快適な生活をおくることに役立つ製

品をタイムリーに提供する（｢創造と革新により人と

社会に快を提供する｣） 

製品（家庭用品、医

療用具）、商品（医

療用具、医薬品、雑

貨・食品） 

○ 

99  

 ○ 

99 決算

短信 

30 日本 

ペイント 

・塗料・金属表面処理剤の製造販売 

・環境対応、顧客の経済性のため、独自の革新技術、

高付加価値戦略商品の先行開発 

油性塗料、ラッカ

ー、合成樹脂材料、

水系塗料、インナ

ー、金属表面処理

剤、雑類 

○ 

98 

○ 

98 

 

31 関西 

ペイント 

・塗料・塗装材の製造販売 

・市場変革のタイミングに合わせた商品開発 

塗料（油性塗料、ラ

ッカー、合成樹脂塗

料、シンナー）、そ

の他（関連材料、そ

の他） 

○ 

98 

○ 

98 

 

32 セントラル

硝子 

・化学品、肥料、ガラス、建材等の総合化学会社 

・社会環境の変化に伴う市場ニーズの多様化に対応し

た独自製品の開発 

ガラス建材、化学

品、肥料 

○ 

98 

○ 

98 

 

33 三菱樹脂 ・各種合成樹脂製品の製造・販売 

・高品質、多機能、付加価値製品の開発 

建設関連、流通関

連、工業・電子関連 

○ 

98 

○ 

98 
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34 住友ベーク

ライト 

・各種合成樹脂、同製品、工業製品の製造・販売 

・現在と将来の世代に、最高品質の製品を、洗練され

た技術で提供する 

半導体関連、回路製

品・電子部品材料、

工業資材、医療・建

材・包装関連、その

他 

○ 

98 

○ 

98 

 

35 日本触媒 ・各種合成樹脂、ファイン・スペシャリティ・ケミカ

ル製品の製造販売 

・テクノロジ－をもって人間の生活を快適にし、人類

社会の発展に貢献する（｢テクノアメニティ｣） 

・素材提供メーカーとしての川下展開 

基礎化学品、精密化

学品、合成樹脂、環

境・触媒 

○ 

98 

 ○ 

98FR19

36 コーセー ・総合化粧品メーカー（高付加価値化粧品等の生産・

販売） 

・革新的で高品質の化粧品により、美を創造する（お

客様に心から満足していただける最高の品質の化商

品とサービスの提供） 

・消費者ニーズに合ったブランドを最適な流通チャネ

ルに配置（流通チャネルに最適なブランド・商品を提

供） 

化粧品、コスメタリ

ー、その他 

○ 

00-04 

○ 

01-04

○ 

99-04

決算 

短信 

37 日産化学 

工業 

・各種化学品・機能製品・肥料・農薬・医薬品の製造

販売 

・卓越した技術と優れた製品により、社会の繁栄に貢

献する（｢価値創造企業｣） 

・スペシャリティケミカルに注力 

化学品機能製品、農

業化学品（除草剤、

殺虫剤）、医薬品 

○ 

98 

○ 

98 

 

38 旭電化工業 ・ソーダ工業を根幹とする多角的化学工業会社（ソー

ダ工業製品、各種化学製品、食品の製造・販売） 

・高付加価値な新製品の導入により、社会に貢献する

・地球環境に配慮した製品・技術の開発 

化学品（無機、有

機、工油）、食品 

○ 

98 

99 

○ 

00 

 

39 日本油脂 ・総合化学会社（化成品、火薬、塗料、食品、医薬品

等の製造・加工） 

・生活圏から宇宙まで、社会の発展と人々の生活の豊

かさに貢献 

・ヒューマンサイエンス、医療・健康分野に注力 

油化（脂肪酸、油

剤）、化成、化薬、

塗料、食品、溶接 

○ 

98 

 ○ 

97CP20

40 日本曹達 ・カセイソ－ダ、塩素、化学薬品、農業薬品、医薬品

等の製造販売、化学工業関連技術の総合化学会社 

・優位性ある技術により高付加価値製品を開発する 

基礎化学品、精密化

学品、農業化学品、

機能製品、医薬品、

その他 

○ 

98 

○ 

99 

 

41 呉羽化学 

工業 

・合成樹脂、無機工業製品、樹脂製品、各種精密化学

品の製造・販売を目的とした総合化学工業会社 

・化学技術と製品により、真に人類の福祉に貢献する

・市場ニーズに沿った、付加価値のある差別化製品の

提供 

合成樹脂（塩化ビニ

ル等）、無機工業製

品（か性ソーダ等）、

樹脂製品（多層フィ

ルム等）、精密化学

品（有機薬品、医薬

品等）、その他（肥

料等） 

○ 

98 

 ○ 

97CP21

00CP22

42 大日精化 

工業 

・顔料、印刷インキ、繊維着色剤、合成樹脂着色剤の

製造販売 

・色彩科学の総合メーカー（｢世界を結ぶ日本の色｣を

創る） 

化成品、着色剤、そ

の他 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

98 

 ○ 

新聞 

 

                                                  
19Financial Report 
20Corprate Profile(Outline) 
21Company Profile 
22同上 
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43 東亞合成 ・苛性ソーダ・塩素、アクリル、のりのメーカー 

・スペシャリティケミカルに注力 

無機化学品（苛性ソ

ーダ、高圧ガス製

品、その他）、有機

化学品（塩素系製

品、アクリル系製

品、その他） 

○ 

98 

○ 

98 

 

44 日本化薬 ・医薬・化学品メーカー（医薬品、染料、農薬、火薬、

樹脂等の製造・販売） 

・世界中の人々の健康生活と快適生活に貢献する 

・顧客志向の研究開発型企業（超精密、超純粋製品メ

ーカー） 

医薬、化学品（染

料、農薬、化工品、

機能製品） 

○ 

98 

○ 

98 

 

45 エフピコ ・ポリスチレンペーパー、合成樹脂製簡易食品容器の

製造・販売、関連包装資材の販売 

・顧客第一の食品サービス包装事業会社 

・販売効率の良い食品包装の提供、｢総合的店舗内配

膳｣概念の提案 

製品（トレー容器、

弁当容器、その他）、

商品（包装資材、そ

の他） 

○ 

98 

○ 

98 

 

46 ニフコ ・工業用プラスチック・ファスナーの設計・試作・金

型製作、成形を一貫生産システムで、自動車、家電、

家庭用品各業界に向けて製造・販売 

・カスタムメードのプラスチック・ファスナー・部品、

精密金型生産技術、新製品開発に注力 

・環境、情報、安全、高齢化関連に注力 

工業用プラスチッ

ク・ファスナー・プ

ラスチック精密成

形部品（自動車、家

電、その他）、金型、

電子部品、マグネシ

ウム合金製部品、そ

の他 

○ 

98 

○ 

97 

99 

 

47 アキレス ・ゴム、合成樹脂製品の製造・加工・販売 

・健康志向対応、電子部品等に注力 

シューズ、プラスチ

ック、産業資材（建

材等）、引布 

○ 

98 

99 

 ○ 

新聞 

48 高砂香料 

工業 

・香料、医薬品、化粧品の製造・販売・卸 

・21 世紀のエミネントカンパニー 

フレグランス（香

水、芳香剤）、食品

（食品香料）、アロ

マ・ファインケミカ

ル（合成香料、医薬

中間体）、その他 

○ 

98 

 ○ 

新聞 

 

49 シーアイ 

化成 

・熱可塑性の塩化ビニル樹脂を主体とした押出成形、

圧延成形、射出成形により、各種合成樹脂製品の製

造・販売 

・ユーザーの環境対応ニーズに応えた塩化ビニル代替

素材（非塩ビ化）事業、先端市場ニーズに対応した超

微粒子（ナノテク）事業に注力 

（99 年度-） 

・地球環境保全を心掛け、グローバルな視野に立ち、

時代の要請に応える 

・顧客の立場からの発想 

建設・土木用資材、

建装用資材、農業・

包装用フィルム、工

業用品 

○  ○ 

00-04

決算 

短信 

新聞 

50 コニシ ・接着剤、シーリング材、ワックスの製造・販売、工

業製品・化学製品の販売 

・ユーザーニーズの把握に努め、環境・安全に配慮し

ながら、使いやすく、信頼される製品を開発（自己創

出型の価値創造） 

製品（工業用接着

剤、家庭用接着剤、

シーリング材、ワッ

クス、その他）、商

品（工業製品、合成

樹脂、その他）、不

動産賃貸 

○ 

98-04 

 ○ 

新聞 
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付属資料 3．事業定義評価依頼状（電機） 

評価者の皆様へ 

平成 17 年 6 月吉日 

 

 

事業定義に関する評価への協力のお願い 

 

電機企業 50 社の事業定義に関して、記入上の留意点をお読み頂いた上で、次頁以降の

評価票にお答え下さい。 

 

（ご記入に当たっての留意点） 

・ 各社の事業の定義について、必ず定義の全項目に目を通した上で、質問に１箇所のみ

レ印でお答え下さい。 

 

・ ｢機能｣を、全体の定義のどこかに、要素として含んでいるかいないかについて、評価し

て下さい。 

 

・ 事業に直接結びつかない単なるスローガンやＰＲ的表現は、評価の対象外です。（スロ

ーガン例：「人類の進歩に貢献する」、「活力ある社会を築く」、「豊かな社会を実現する」、

｢（内容不明の）価値を創造する｣） 

 

・ ｢機能｣とは、顧客から見た価値や価値提供行為です。｢機能的｣な記述とは、それによ

って、顧客にとっての便益を明確に認識できる表現です。そのような表現が、記述全体

のどこかに含まれていると認められる場合、「はい」に、認められない場合、「いいえ」に

レをつけてください。 

 

・ 提供行為の記述でも、提供するものが製品等物理的な場合には、機能ではありません。

（機能的定義例：「人・物の輸送」、「家庭生活に便益を提供する」、｢顧客の技術的問題

を解決する｣） 

 

 

 

 

全ての会社についてお答え頂き、直接手渡すか、または、若林宛メールボックスに投函

下さい。 

ご協力有り難うございます。 
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付属資料 4．事業定義評価依頼状（化学） 

評価者の皆様へ 

平成 17 年 6 月吉日 

 

 

事業定義に関する評価への協力のお願い 

 

化学企業 50 社の事業定義に関して、記入上の留意点をお読み頂いた上で、次頁以降の

評価票にお答え下さい。 

 

（ご記入に当たっての留意点） 

・ 各社の事業の定義について、必ず定義の全項目に目を通した上で、質問に１箇所のみ

レ印でお答え下さい。 

 

・ ｢機能｣を、全体の定義のどこかに、要素として含んでいるかいないかについて、評価し

て下さい。 

 

・ 事業に直接結びつかない単なるスローガンやＰＲ的表現は、評価の対象外です。（スロ

ーガン例：「人類の進歩に貢献する」、「活力ある社会を築く」、「豊かな社会を実現する」、

｢（内容不明の）価値を創造する｣） 

 

・ ｢機能｣とは、顧客から見た価値や価値提供行為です。｢機能的｣な記述とは、それによ

って、顧客にとっての便益を明確に認識できる表現です。そのような表現が、記述全体

のどこかに含まれていると認められる場合、「はい」に、認められない場合、「いいえ」に

レをつけてください。 

 

・ 提供行為の記述でも、提供するものが製品等物理的な場合には、機能ではありません。

（機能的定義例：「人・物の輸送」、「家庭生活に便益を提供する」、｢顧客の技術的問題

を解決する｣） 

 

 

 

 

全ての会社についてお答え頂き、直接手渡すか、または、若林宛メールボックスに投函

下さい。 

ご協力有り難うございます。 

 
91



付属資料5．事業定義評価票（電機） 

           評価者氏名                        

 事業定義 事業区分（参考） 回答欄 

1 ・電気機械器具の製造・販売 

・技術を通して社会に貢献する（技術・信頼・世

界・未来） 

・情報エレクトロニクスに注力 

情報エレクトロニクス（コンピュ

ータ、通信機、半導体）、電力シ

ステム、産業システム（プラン

ト、ロボット）、交通システム（鉄

道車両、エレベーター、エスカレ

ーター）、家電電器（白物、AV、

照明、調理機器） 

Ｑ. 事業定義が機能を含んでいるか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

2 ・電子・電気機械器具の製造・販売 

・様々なディストリビューション・チャネルを通して

世界中の人々に感動や夢を与えるソフト、最高の

性能・品質・デザインを兼ね備えたハードウェアの

提供、お客様が好きな時に見たい映像や聴きた

い音楽を簡単に楽しめるホームネットワークを構

築し、デジタル・ドリームの実現を目指す 

オーディオ、ビデオ、テレビ、情

報・通信、電子デバイス 
Ｑ. 事業定義が機能を含んでいるか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

3 ・電気機械器具の製造・販売 

・世界中のお客様に最高の満足をお届けする（世

の中のお役に立ち、人類の幸福のために） 

・民生・産業・部品の各分野で価値創造をグロー

バルに実践 

民生（映像・音響、家庭電化・住

宅設備機器）、産業（情報・通

信、産業機器）、部品 

Ｑ. 事業定義が機能を含んでいるか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

4 ・電気機械器具の製造・販売 

・全ての人々が高い QOL を享受できるように支援

・エレクトロニクスとエネルギー(E＆E)の領域で製

品・サービスを創造し、豊かな生活と健全な社会

を構築する 

情報通信システム、電子デバイ

ス・材料、電力・産業システム、

家庭電器 

Ｑ. 事業定義が機能を含んでいるか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

5 ・通信機器・コンピュータ・その他電子機器で構成

される情報通信機器・電子デバイスの製造・販

売・関連サービス提供 

・コンピュータ＆コミュニケーション(Ｃ＆Ｃ) 

情報通信機器（通信機器、コン

ピュータその他電子機器）、電

子デバイス、その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

6 ・通信システム・情報処理システム・電子デバイス

の製造・販売・付帯サービス 

・IT ソリューションカンパニー（ネットワークベース・

ソリューションの提供） 

通信、情報処理、電子デバイス

（フラッシュメモリー、コンパウン

ドメモリー）  

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 
 

7 ・電気機械器具の製造・販売・付帯サービス 

・すぐれた技術と創造力により、活力とゆとりのあ

る人間社会の実現に貢献する（ソシオテック） 

重電機器、産業・メカトロニクス

機器、情報通信システム・電子

デバイス、家庭電器 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

8 ・カメラ、事務機器、光学機器の製造・販売 

・社会との共生（人・社会・自然が調和して、人類

すべてが豊かにゆとりをもって暮らしていける社

会の構築） 

・創造的技術を核として、新しい価値の創造を目

的とし、あらゆる可能性に挑戦する 

事務機器（複写機、コンピュータ

周辺機器、情報通信機器）、カメ

ラ、光学機器 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 
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9 ・電気機械器具の製造販売 

・クリーンエネルギー事業により快適な生活環境

を創造し、マルチメディア製品により人々の生活

を豊かにする 

・快適空間の創造と退屈しない人生の提案 

映像機器、音響機器、電化機

器、産業機器、情報システム・

電子デバイス、電池・その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

10 ・電気通信機器・電気機器・電子応用機器・電子

部品全般にわたる製造・販売 

・クリスタル・クリア・カンパニー（顧客要求への

FIT、オープン、創意） 

・液晶技術で顧客の要望に応じた製品・サービス

を提供 

AV 機器（オーディオ、ビデオ含

む）、電化機器（白物）、通信・情

報機器（電話機、ファクシミリ、

パソコン）、電子部品（液晶パネ

ル、LSI） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

11 ・光学機器、事務用機器、音響機器、電気機器、

計測器等の製造・販売・設置工事・電気通信工事

・イメージコミュニケーション(ＩＣ)を通して、デジタ

ルとカラーコミュニケーション技術により、ネットワ

ーク化されたオフィスに不可欠な機器・システム

を提供 

・ＩＣ：高品質イメージ、オープンスタンダード、簡単

操作、ワークグループ支援、オフィス全体 

複写機器、情報機器（ファック

ス、プリンター、デジタル複合

機） 、 光学 機 器 （ カ メ ラ 、 レン

ズ）、その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

12 ・｢省｣の技術（微細と低パワーを組み合わせて顧

客の問題を解決する） 

・カラーイメージング 

情報関連機器、電子デバイス、

精密機器、その他 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

13 ・電気機械器具・住宅資材の製造・販売 

・Ａ（アメニティ）＆Ｉ（インテリジェンス）（快適を科

学する、快適な居住環境の創造） 

照明、情報機器、電器、住設建

材、電子材料、制御機器、その

他 

 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

14 ・電子工業用特殊磁器製造販売、通信機器、情

報機器等の製造・販売 

・｢人類社会の進歩発展に貢献する｣ために、製

品・技術を通して新たな価値を創造し続ける 

ファインセラミック部品、半導体

部品、切削工具・宝飾品・ソーラ

ーシステム・セラミック応用品、

通信機器、情報機器、光学精密

機器、その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

15 ・音響・映像機器、情報・通信機器、記録再生媒

体の制作・製造・販売 

・オーディオビジュアルイノベーター（オーディオビ

ジュアルのハード・ソフト製造）からデジタルシス

テムインテグレーターへ移行 

民生用機器、産業用機器、電子

デバイス、エンターテインメント

（ソフト） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

16 ・写真機械・付属品・その他光学機械の製造販売

・総合画像情報産業 

・人々の生活を豊かにする感動的な製品とサー

ビスの創造（感動創造） 

感光材料・感材機器（フィルム、

印画紙、写真薬品）、情報機器

（複写機、プリンター）、カメラ・

光学 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

17 ・電気機械器具の製造・販売 

・パワー＆エレクトロニクス 

・社会基盤、産業機器・システム、情報機器、

QOL を向上させる様々な設備・システムに従事

（地球環境問題、エネルギー、IT 等のソリューショ

ン提供） 

電機、制御・情報・電子デバイ

ス、業務用民生機器他 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 
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18 ・オーディオ・映像製品・カーエレクトロニクス製

品・CATV 関連機器の製造・販売・付帯サービス 

・人を感動させ、心の琴線に触れる商品の提供

（より多くの人と、感動を） 

・オーディオ・ビデオエンタテインメントをより充実

させる（エンタテインメント創造企業） 

オーディオ製品、映像製品、カ

ーエレクトロニクス製品、AV ソフ

ト ウ ェ ア 、 そ の 他 （ 電 話 機 、

CATV 関連機器、CD-ROM ドラ

イブ等） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

19 ・電子素子材料・記録メディア製品の製造販売 

・創造によって文化、産業に貢献する 

・電子機器の総合素材メーカー 

・独創製品の事業化と市場開拓 

電子素材部品（磁性材料、電子

機器応用、記録デバイス、IC 関

連他）、記録メディア 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

20 ・電子通信装置・情報処理装置・電子デバイスの

製造・販売 

・｢進取の精神｣をもって情報社会の発展に寄与

する 

・先進マルチメディアネットワークとサービスのグ

ローバルな製造・販売会社 

電子通信装置、情報処理装置、

電子デバイス、その他 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

21 ・電子・電気通信機器器具の部品の製造販売 

・美しい電子部品を究める（人とメディアの快適な

コミュニケーションを目指して） 

・人と地球に喜ばれる新たな価値を創造する 

車載電装用部品、情報通信機

器用部品、一般電子部品（高周

波部品、機構部品、磁気応用部

品） 

 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

22 ・電子機械器具・電子応用機械器具・精密機械器

具・医療用器械機具・その他一般機械器具の製

造・販売・付帯サービス 

・技術革新と人間視点の両面から真に最適な社

会を実現する 

・センシング、３Ｃ（コンピュータ、コミュニケーショ

ン、コントロール）、ライフサイエンス、ファジィ（イ

ンフォメーション・センシング）をコア技術とする 

・先進の情報通信制御技術によるオートメーショ

ン部品、設備、システムの製造企業 

制御システム、電子決済・公共

情報システム、専用機器、健康

医 用 機 器 、 そ の 他 社 会 事 業

（ATM 等）、特殊製品（OA 関

連）、健康関連製品、オープンシ

ステム 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

23 ・半導体・液晶製造装置の製造・販売 

・顧客（部品メーカー）の生産目標達成の支援に

より、高い顧客満足を勝ち得、情報革命の普及に

貢献する 

・個別顧客の製品差別化を達成すべく、ソリュー

ションを提供し、高い顧客満足をうる 

半導体製造装置（LCD 製造装

置含む）、コンピュータ・システム

（基板検査システム、ストレージ

装置等）、電子部品 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

24 ・電卓・電子時計・デジタルカメラ等の製造販売・

付帯サービス 

・創造的な製品コンセプトとハードウェア能力の融

合を通して顧客に新しい価値を提供する（｢創造

の精神｣） 

・マルチメディア、通信、モバイルコンピューティン

グ、デジタルイメージングに注力 

情報処理機器、電子時計、通

信・映像機器、デバイス他 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

25 ・総合電子部品メーカー 

・よい電子製品はよい電子部品から生まれ、よい

電子部品はよい材料から生まれる 

・研究開発とグローバルな製造・販売網への投資

コンデンサ（セラミック、トリマ

ー）、抵抗器、圧電製品、（セラミ

ックフィルター、セラミック共振器

等）、コイル部品（変圧器、偏向

ヨーク）、回路製品（電源等）、そ

の他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 
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26 

 
・計測制御機器・装置、電子計算機の製造・販売

（計測・制御・情報） 

・資源管理情報、生産支援情報、生産管理に関

する技術的ソリューションの提供 

・世界中の顧客企業の品質、効率、収益に信頼

性の高い機器と管理システムで貢献する（最先

端の技術により、顧客企業の経営の視点に立っ

た顧客の事業への貢献） 

制御・情報機器、計測器、航空・

宇宙機器 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

27 ・集積回路、半導体素子、受動部品等の電気部

品・電子部品の製造・販売 

・カスタマイゼーション、品質第一 

・高度情報化社会を支える情報通信をはじめとす

るマルチメディア等高付加価値商品の開発 

集積回路、半導体素子、受動部

品、ディスプレイ 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

28 ・事務用機械器具・電気機械器具の製造・販売 

・顧客志向に即した経営品質の向上、IT 事業に

注力 

・ハードからソフト・システム・ソリューション事業

への転換 

流通情報システム（POS、レジ

スター）、情報通信（ファクシミ

リ）、軽電（照明、家電）（1999 年

より、流通情報システム、画像

情報通信、家電） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

29 ・ワイヤーハーネス（組み立て電線）・関連部品の

製造・加工・販売 

・自動車業界（顧客業界）におけるモジュール化

に対応し、部品のインテグレーションに注力 

・顧客の要望に応え、最も優れた製品・サービス

を提供 

ハーネス・部品（自動車用ワイ

ヤーハーネス等）、電線（電力

用、通信用等） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

30 ・映像機器を中心とした電気製品の製造販売 

・ネットワークの活用による高度情報化社会に適

応した新製品の提供や市場ニーズに呼応したコ

ストパフォーマンスの良好な製品をタイミング良く

市場投入 

・メカトロニクス技術と独自の生産性向上システ

ム(FPS)を背景に、映像機器分野で地位を記築

き、情報通信機器分野、電化機器分野へ進出 

映像機器（テレビ、ビデオ等）、

情報通信機器（プリンター、ファ

クス等）、電化機器（エアコン

等）、その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

31 ・各種輸送機用照明機器、電気機器、その他の

部品の製造・販売 

・光による安全な交通システムの構築（安全を光

に託して） 

・安全で快適な社会づくり（次世代の交通システ

ムの実現を目指して） 

自動車照明機器、航空機部品、

その他（各種電子応用機器、特

殊機器等） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

32 ・電気機械器具、電子機械部品の製造・販売 

・回路駆動システム技術・製品の供給 

・「回るもの、動くもの」に特化 

小型精密モーター、小型精密フ

ァン、電源、その他 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

33 ・電気通信機械、付属装置、付属品、電気材料部

品の製造 

・高品質社会の実現に貢献するために、価値の

高い技術・製品を開発する 

・移動体通信と情報システム関連に注力 

無線通信装置、無線応用装置、

電子応用装置、電子部品・装備

工事 

 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 
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34 ・自動車用電球・その他電球の製造・販売・輸出

入 

・自動車の安全性と運転の快適性に貢献する 

・光関連事業（オプトエレクトロニクス、ディスプレ

イ、照明・電子技術、ソフトウェア）に注力 

自動車照明機器、自動車用品・

カーエレクトロニクス、半導体製

品、情報・通信機部品、照明デ

バイス・光電製品・その他の製

造・販売・輸入 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

35 ・総合精密部品製造 

・世界最強の総合精密部品メーカー 

・品質向上 

ベアリング、電子機器・部品、機

械部品、輸送用機器・部品、特

殊機器・部品、その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

36 ・数値制御システム・サーボモーターの製造・販

売 

・ファクトリーオートメーションの総合メーカー 

・工場の自動化、生産の効率化に貢献（知能化、

超精密化による） 

FA（CNC、サーボモーター、レー

ザ）、ロボット（ロボット、ロボショ

ット、ロボカット、ロボドリル）、サ

ービス 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

37 ・電気機械（メカトロニクス）器具・装置・システム

の製造・販売 

・超メカトロ事業、省エネ等の環境改善事業、市

場の生産性向上要求に対応したシステム技術の

メカトロ分野への応用 

メカトロ機器（サーボモーター

等）、メカトロシステム（ロボット

等）、産電機器（電動機、発電機

等）、産電システム（プラント用

発電システム等） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

38 ・短納期生産と多品種少量生産による、試作用プ

リント配線基板の設計・製造 

・得意先セットメーカーにおける高密度、高精細

等の新仕様プリント配線基板のリリースに対応 

・顧客の製品開発から完成まで、完全一貫支援

体制（ワンストップ・サービス・ファクトリー）の提供

プリント配線基板、プリント配線

基板設計用 CAD、モデリング、

ODM（2000 年以降 EMS）、その

他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

39 ・民生用電子機器、事務機器、産業用電子機器

等に使用される電子部品の製造・販売 

・先進の技術力で市場が求める高品質な製品を

タイムリーに供給し、エレクトロニクス産業の発展

に貢献する（顧客企業の企業戦略をサポート） 

・豊富な製品ラインアップ、顧客の多様なニーズ

を満たす技術力、顧客満足を第一としたきめ細か

いサービスの提供 

・電子機器の軽薄短小化、多機能化、省電力化

等のトレンドに対応 

機構部品、音響部品、電磁部

品、液晶表示素子、複合部品・

その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

40 ・電子機器・関連製品部品の製造・販売 

・｢技術開発の自転車操業｣により、ハイテク・高

付加価値製品へ絶えず事業転換する｢複合先端

技術企業｣ 

・顧客密着営業と、情報通信・環境関連分野での

事業創出に注力 

電子関連（PC・携帯用プリント

配線基板等）、セラミック（半導

体製造用部品、自動車排ガス

関連部品等）、建材（化粧板、断

熱パネル等） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

41 ・電気機械器具の製造・販売 

・電子部品を通じて世界に貢献する（電子部品の

スペシャリスト） 

・市場環境や技術革新に対応した製品開発と市

場ニーズに対応した的確な供給体制の構築を推

進 

情報通信機器、半導体デバイ

ス、病気・光デバイス、機構部

品、高周波部品、電源部品、そ

の他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 
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42 ・自動車用音響機器・電子機器の製造販売、その

他付帯事業 

・車環境向けの革新的商品により、娯楽を提供す

る 

・音・画像イメージ・情報・通信の融合による未来

の車載マルチメディアシステムの提供 

カーオーディオ、カーコミュニケ

ーション・カー電装品（ナビゲー

ションシステム、車載 AV システ

ム）、その他付属品（サービスパ

ーツ） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

43 ・各種情報記録メディアの製造 

・メモリーと携帯ニーズに適合したポータブルメデ

ィアの提供 

情報メディア、オーディオ・ビデ

オテープ、電池・電器、その他

（電池生産用プラント） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

44 ・製販・印刷用装置、機械器具、薬品その他材料

の製造・販売 

・グラフィックアート業界向け DTP（デスク・トップ・

パブリッシング）と、印刷前工程用装置・システム

の総合メーカー 

・画像データのデジタル化等の市場ニーズ変化

に迅速に対応 

画像情報処理機器（グラフィック

アート業界向け）、電子工業用

機器（電子産業向け）、その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

45 ・電気機械器具の製造販売、その他機械器具の

製造販売、関連事業 

・パワートロニクス：重電・メカトロニクスと電子の

融合 

回転機（発電機、電動機）、変電

機器（変圧器）、装置（配電盤、

制御装置）、電気工事、その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

46 ・音響機器・通信機器の製造販売 

・先進デジタル・ネットワーキング技術の開発と新

製品・新事業の開発に努める 

音響製品（ホームオーディオ、カ

ーオーディオ、ゼネラルオーディ

オ）、通信機器（無線、有線）、そ

の他（電子部品、ソフト等） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

47 ・電子計測器・半導体試験装置の製造販売 

・先端技術を先端で支える 

・顧客企業の生産性と収益性に貢献する 

電子計測器、半導体試験装置 Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

48 ・プロセス・オートメーション、ファクトリーオートメ

ーション、ビルディング・オートメーション用システ

ム・制御機器の製造・販売・輸出入 

・計測と制御技術により産業の発展に貢献 

・高性能・低価格製品の実現 

工業システム（FA、計測器）、制

御機器、ビルシステム（空調制

御、災害防止システム）、制御

機器、その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

49 ・カーラジオ・カーステレオ等の自動車機器、その

他自動車関連用品として映像・特機、カラオケ等

音響機器の製造販売 

・カーオーディオ電子業界のリーダー 

自動車機器（カーラジオ、カース

テレオ）、映像（車載テレビ・ビデ

オ）、特機（バス用拡声器）、音

機（カラオケ）、その他（空調機

器） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

50 ・電子機械器具・電気機械器具の製造・販売 

・ディジタル化時代をリードする商品の開発 

・先進機能・斬新なデザインと省電力・リサイクル

等の環境を重視した製品の開発 

リビング（エアコン、クリーナー、

電子レンジ）、情報通信（プラズ

マディスプレイ、監視カメラ、半

導体） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

その他、当調査に関してご意見等あれば、お書き下さい。 

                                                                          

                                                                       

                                                                       

ご協力有り難うございました。
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付属資料 6．事業定義評価票（化学） 

         評価者氏名                        

 事業定義 事業区分（参考） 回答欄 

1 ・総合映像情報産業（写真感光材料、光学機器、

電子映像機器等の製造・販売） 

・映像と情報の文化の創造（Ｉ＆Ｉ：イメージイング・

アンド・インフォメーション） 

・デジタル・銀塩写真技術を統合し、映像品質と

写真撮影の利便性・娯楽性を向上し、映像の新

需要を創造し可能性を広げる 

イメージングシステム（カメラ、フ

ィルム、カセットテープ）、フォトフ

ィニッシングシステム（現像装

置、薬剤）、インフォメーションシ

ステム（システム機材、データメ

ディア） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

2 ・トップ化学品メーカー（各種化学製品の製造、加

工、販売） 

・｢未来のための良い化学｣をめざし、環境に配慮

し、安全を確保し、人の健康に留意する 

・人・社会・自然とのたしかなつながりをめざして、

化学の新しい世界をひろげる 

石油化学（合成樹脂等）、炭素

アグリ（肥料等）、機能商品（情

報電子関連、医薬品、機能化学

品） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

3 ・衣食住等人間生活全般にわたる総合メーカー

（化成品、合成樹脂、繊維、建材、住宅等の製

造・販売） 

・人と地球の未来をみつめ、｢くらし｣と｢いのち｣の

テクノロジーで 21 世紀の幸せをつくる 

化成品・樹脂、住宅・建材、繊

維、多角化（機能製品・サービ

ス） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

4 ・基礎化学、石油化学、精密化学、農業化学各製

品の製造販売、化学工業用機械設備の設計・技

術指導を目的とする総合化学工業会社 

・独自の優位性ある技術の確立 

・世界に通じる競争力ある事業 

基礎化学、石油化学、精密化

学、農業化学 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

5 ・石油化学・基礎化学、機能性材料の製造・販売

・暮らしを豊かに、便利で安全にするために、高

品質で高機能の製品を提供する 

石油化学・基礎化学品（基礎原

料、基礎化学品、樹脂）、機能

性材料（化成品、機能製品、精

密化学品） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

6 ・印刷用インキ、合成樹脂、石油化学品の製造・

販売 

・生活を向上させる革新的製品のメーカー 

グラフィック、ポリマ関連、高分

子機能材、その他 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

7 ・天然油脂、石油化学製品を加工して、清潔で美

しく健やかな生活に欠かせない家庭用製品（石

鹸、シャンプー、洗剤等）を製造・販売し、工業用

製品（油脂製品等）を製造・販売する、総合油脂

化学メーカー 

・（心をこめた）｢よきモノづくり｣を通して、顧客に

真の満足と喜びを与える製品・サービスを提供

し、豊かな生活文化の実現に貢献する 

・清潔で美しく健やかな暮らしに役立つ商品と、産

業界の発展に寄与する工業用品の提供 

家庭用製品（パーソナルケア、

ハウスホールド、サニタリー）、

工業用製品（油脂、化成品） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 
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8 ・合成樹脂を主体とする有機・無機化学工業の会

社 

・PVC、半導体シリコン、シリコン、人工水晶、希

土類のメーカー 

・原材料から最終製品まで一貫した生産プロセス

を保有し、単一業界に依存することなく、広い顧

客層を支援 

有機化学、無機化学、電子材

料、機能材料、国際事業 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

9 ・合成樹脂製品、化学工業製品の製造・販売、ユ

ニット住宅の製造・施工・販売 

・広範囲の高品質プラスチック製品、プレハブ住

宅の建設 

管工機材、住宅資材、化学品、

テクノマテリアル、ライフグッズ

（家庭用プラスチック用品、石鹸

等のホームケミカル製品）、メデ

ィカル、住宅、その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

10 ・石油化学製品、無機化学品、ガス製品、特殊化

学品、電子・情報関連製品、電炉製品、アルミニ

ウム関連製品、先端・特殊化成品を製造販売す

る多角的総合化学会社 

・付加価値が高く個性的な製品の提供 

石油化学、化学品、電子・情

報、無機材料、アルミニウム 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

11 ・化粧品、石鹸、医薬品等の製造・販売・輸出入 

・品質と価値の創造を通して、人々の美、健康、

幸福に貢献する（美しくありたい、健やかでありた

い、幸せでありたい。このお客様の願いを、お客

様とともに育み、優れた品質と価値の創造を通し

て、豊かに、かたちにしていく） 

・美しい生活文化の創造 

化粧品（女性、男性等）、トレタリ

ー（石鹸、ヘアケア、コスメ等）、

サロン・食品・医療品他（ファイ

ンケミカル等） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

12 ・有機、無機化学の両部門を有する特色ある化

学会社（電子電気材料、合成樹脂、窯業製品、住

宅機器等の製造・販売） 

・レジン技術に基づいて、社会の全ての分野で最

適なソリューションを提供する 

電子電気材料・部品、有機材料

製品、合成樹脂加工品、無機材

料製品、住宅機器・環境設備、

医薬品その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

13 ・化学、プラスチック、セメント、建材、機械、環境・

プランントエンジニアリング、石炭等異種産業部

門の多角的結合体 

・高品質、付加価値のある製品の創造で、国内外

での強力な地位を維持する 

化学、建設資材、機械・エンジ

ニアリング、石炭、その他 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

14 ・石化製品、ベーシック（化学品、セメント）製品、

スペシャリティ材料（ファイン・ケミカル、電子材

料、光メディア等）の製造・販売 

・ビニル製造工程の自立的運営に必要な原材料

の自社製造、顧客要求のポリマ設計への反映、

高付加価値製品の提供 

・ビニル（・イソシアネート）・チェーンの強化 

石化（オレフィン、ポリオレフィ

ン）、ベーシック（化学品、セメン

ト）、スペシャリティ（ファイン・ケ

ミカル、科学計測、機能材料、

光メディア） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

15 ・高分子材料（接着テープ等）の合成とその応用

加工技術に基づき、電子・電機材料をはじめとし

た各種産業用材料の製造・販売 

・情報、半導体、家電、自動車、住宅、健康、環境

等の市場ニーズに応え、生活の QOL を向上さ

せ、新しい価値を創造する 

・グロ－バル・ニッチ（限定市場）・リーダーとなる 

電気・電子材料、光学、工業

材、商品、エンプラ部材、メディ

カル、メンプレン 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 
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16 ・繊維工業品、化学工業品、洗剤、医薬品、化粧

品、食品等の製造・加工・売買 

・へルスケア＆クリーン 

化粧品（ホームプロダクツ含

む）、薬品、ファション、新素材

（情報システム含む）、綿・絹、

羊毛、ナイロン、ポリエステル、

アクリル 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

17 ・発酵と高分子技術に基礎をおき、合成樹脂、か

性ソーダ、食品、医薬品、電線、電子材料、合成

繊維等の総合的化学会社 

・ニッチ市場のニーズに対応した“スペシャリティ・

ケミカル・カンパニー”への転換 

・住宅用電子、生命科学に注力 

塩ビ・ソーダ、特殊樹脂、樹脂製

品、食品・医薬品、電材、合成

繊維 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

18 ・無機・有機化学製品、石油化学製品、肥料、農

薬、飼料等の製造・加工・売買 

・｢化学にもとづく幅広い価値の創造を通して、社

会の発展と調和に貢献する｣、そのために、｢特色

ある優良化学会社｣を目指す 

・電子・情報通信業界向け機能性材料、エネルギ

ー関連、環境関連に注力 

化学品（メタノール・アンモニア、

キシレン、その他）、機能製品、

その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

19 ・歯磨き、歯ブラシ、洗剤、化粧品等の製造販売 

・人々の健康維持増進や快適家庭生活等、暮ら

しの夢・暮らしの願いを先取りした便利な製品、

見て聞いて使ってわかる製品の開発 

・いつも暮らしの中に 

ホームプロダクト品、ヘルス＆ビ

ューティプロダクト、薬品、食

品、化学品 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

20 ・セルロース派生品、有機化学、プラスチック、フ

ィルム、機能製品、航空・防衛システム用製品の

開発・製造・販売 

・電子・情報処理・生命科学・医薬向け高機能高

付加価値製品の開発 

・複合型事業構造 

セルロース、有機合成、合成樹

脂、新事業、特機 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

21 ・ブタジエン等の製造、合成ゴム・合成樹脂の製

造・販売 

・卓越した技術を基礎に、顧客の視点からアプリ

ケーションを創造する 

合成ゴム、エマルジョン、合成樹

脂 、 フ ァ イ ン 製 品 （ 光 学 材 料

等）・その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

22 ・産業・医療用ガス、関連機器、冷凍食品、住宅

関連製品の製造・販売、LP ガス・石油関連機器・

建設用資材等の販売・付帯工事 

・工業ガスの全てのニーズに応えるトータルシス

テムの提供 

産業関連、環境機材関連、エン

ジニアリング関連、医療関連、

燃料関連、住宅関連、食品関

連、その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

23 ・石油化学製品（有機）、化学品、セメント（無機）

等の総合化学工業会社 

・川下事業（樹脂加工）としての食品包装、電子

部品包材等の高機能製品、半導体関連電子材

料、耐震化ニーズに対応した特殊混和材等に注

力 

・特色と存在感のある化学メーカー 

石化（スチレン樹脂、樹脂・化成

品、樹脂加工製品他）、化学品

（肥料、有機化学品、無機化学

品）、セメント・建材（セメント他、

特殊混和材） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 
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24 ・吸収体関連商品を中心としたベビー・チャイル

ド、サニタリー、シルバーケア、ハウスホールド用

品等の製造・加工・販売 

・赤ちゃんからお年よりまでの豊かな生活の実現

・女性のくらしをより快適に 

・｢変化した分だけ新しい価値が生まれる（変化価

値論）｣という考えから、顧客に尽くし続け、新たな

価値を創造し続ける 

ベビー関連、生理用品、その他

（ペットフード、芳香剤、洗剤、観

光事業） 

 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

25 ・各種圧縮ガス、液化ガス、ガス分離・圧縮装置、

冷凍装置等の製造・販売、食品・関連原材料製

造・加工・販売 

・産業、生活、未来分野で研究・商品開発 

ガス・機器及び関連装置、生

活・家庭用品（食品、家庭用品）
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

26 

 
・ソーダ、無機・有機工業製品、セメント、建材、合

成樹脂、電子基材関連製品、メディカル関連製

品、ファインケミカル製品、イオン交換樹脂膜、家

庭用品等の製造・販売 

・スペシャリティ・加工型事業の拡大と収益向上、

基礎コア事業の維持強化 

化成品（無機、有機）、セメント

建材、樹脂、特殊品 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

27 ・印刷インキ、化成品、樹脂、印刷関連機械・機

器等の製造・販売 

・内外のネットワークを通して、多様で複雑なニー

ズの応える 

印刷インキ、化成品、樹脂・関

連製品、印刷関連機械・機器・

材料、その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

28 ・合成ゴムと石油化学製品のメーカー 

・特定の分野で独創的技術を開発し、世界一の

事業を創出して社会に貢献する 

・顧客満足を保証する高品質の商品・サービスの

提供 

合成ゴム、合成樹脂（塩化ビニ

ル、香料）、その他（医療機材、

電子材料、建材等） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

29 ・家庭用医薬品、医薬部外品、雑貨品、化粧品、

医療器具の製造・販売・輸入 

・消費者が健康で快適な生活をおくることに役立

つ製品をタイムリーに提供する（｢創造と革新によ

り人と社会に快を提供する｣） 

製品（家庭用品、医療用具）、商

品（医療用具、医薬品、雑貨・食

品） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

30 ・塗料・金属表面処理剤の製造販売 

・環境対応、顧客の経済性のため、独自の革新

技術、高付加価値戦略商品の先行開発 

油性塗料、ラッカー、合成樹脂

材料、水系塗料、インナー、金

属表面処理剤、雑類 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

31 ・塗料・塗装材の製造販売 

・市場変革のタイミングに合わせた商品開発 

塗料（油性塗料、ラッカー、合成

樹脂塗料、シンナー）、その他

（関連材料、その他） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

32 ・化学品、肥料、ガラス、建材等の総合化学会社 

・社会環境の変化に伴う市場ニーズの多様化に

対応した独自製品の開発 

ガラス建材、化学品、肥料 Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

33 ・各種合成樹脂製品の製造・販売 

・高品質、多機能、付加価値製品の開発 

建設関連、流通関連、工業・電

子関連 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 
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34 ・各種合成樹脂、同製品、工業製品の製造・販売

・現在と将来の世代に、最高品質の製品を、洗練

された技術で提供する 

半導体関連、回路製品・電子部

品材料、工業資材、医療・建材・

包装関連、その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

35 ・各種合成樹脂、ファイン・スペシャリティ・ケミカ

ル製品の製造販売 

・テクノロジ－をもって人間の生活を快適にし、人

類社会の発展に貢献する（｢テクノアメニティ｣） 

・素材提供メーカーとしての川下展開 

基礎化学品、精密化学品、合成

樹脂、環境・触媒 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

36 ・総合化粧品メーカー（高付加価値化粧品等の生

産・販売） 

・革新的で高品質の化粧品により、美を創造する

（お客様に心から満足していただける最高の品質

の化商品とサービスの提供） 

・消費者ニーズに合ったブランドを最適な流通チ

ャネルに配置（流通チャネルに最適なブランド・商

品を提供） 

化粧品、コスメタリー、その他 Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

37 ・各種化学品・機能製品・肥料・農薬・医薬品の製

造販売 

・卓越した技術と優れた製品により、社会の繁栄

に貢献する（｢価値創造企業｣） 

・スペシャリティケミカルに注力 

化学品機能製品、農業化学品

（除草剤、殺虫剤）、医薬品 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

38 ・ソーダ工業を根幹とする多角的化学工業会社

（ソーダ工業製品、各種化学製品、食品の製造・

販売） 

・高付加価値な新製品の導入により、社会に貢献

する 

・地球環境に配慮した製品・技術の開発 

化学品（無機、有機、工油）、食

品 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

39 ・総合化学会社（化成品、火薬、塗料、食品、医

薬品等の製造・加工） 

・生活圏から宇宙まで、社会の発展と人々の生活

の豊かさに貢献 

・ヒューマンサイエンス、医療・健康分野に注力 

油化（脂肪酸、油剤）、化成、化

薬、塗料、食品、溶接 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

40 ・カセイソ－ダ、塩素、化学薬品、農業薬品、医薬

品等の製造販売、化学工業関連技術の総合化

学会社 

・優位性ある技術により高付加価値製品を開発

する 

基礎化学品、精密化学品、農業

化学品、機能製品、医薬品、そ

の他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

41 ・合成樹脂、無機工業製品、樹脂製品、各種精密

化学品の製造・販売を目的とした総合化学工業

会社 

・化学技術と製品により、真に人類の福祉に貢献

する 

・市場ニーズに沿った、付加価値のある差別化製

品の提供 

合成樹脂（塩化ビニル等）、無

機工業製品（か性ソーダ等）、樹

脂製品（多層フィルム等）、精密

化学品（有機薬品、医薬品等）、

その他（肥料等） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

42 ・顔料、印刷インキ、繊維着色剤、合成樹脂着色

剤の製造販売 

・色彩科学の総合メーカー（｢世界を結ぶ日本の

色｣を創る） 

化成品、着色剤、その他 Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 
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43 ・苛性ソーダ・塩素、アクリル、のりのメーカー 

・スペシャリティケミカルに注力 

無機化学品（苛性ソーダ、高圧

ガス製品、その他）、有機化学

品（塩素系製品、アクリル系製

品、その他） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

44 ・医薬・化学品メーカー（医薬品、染料、農薬、火

薬、樹脂等の製造・販売） 

・世界中の人々の健康生活と快適生活に貢献す

る 

・顧客志向の研究開発型企業（超精密、超純粋

製品メーカー） 

医薬、化学品（染料、農薬、化

工品、機能製品） 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

45 ・ポリスチレンペーパー、合成樹脂製簡易食品容

器の製造・販売、関連包装資材の販売 

・顧客第一の食品サービス包装事業会社 

・販売効率の良い食品包装の提供、「総合的店

舗内配膳」概念の提案 

製品（トレー容器、弁当容器、そ

の他）、商品（包装資材、その

他） 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

46 ・工業用プラスチック・ファスナーの設計・試作・金

型製作、成形を一貫生産システムで、自動車、家

電、家庭用品各業界に向けて製造・販売 

・カスタムメードのプラスチック・ファスナー・部品、

精密金型生産技術、新製品開発に注力 

・環境、情報、安全、高齢化関連に注力 

工業用プラスチック・ファスナ

ー・プラスチック精密成形部品

（自動車、家電、その他）、金

型、電子部品、マグネシウム合

金製部品、その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

47 ・ゴム、合成樹脂製品の製造・加工・販売 

・健康志向対応、電子部品等に注力 

シューズ、プラスチック、産業資

材（建材等）、引布 
Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

48 ・香料、医薬品、化粧品の製造・販売・卸 

・21 世紀のエミネントカンパニー 

フレグランス（香水、芳香剤）、

食品（食品香料）、アロマ・ファイ

ンケミカル（合成香料、医薬中

間体）、その他 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

49 ・熱可塑性の塩化ビニル樹脂を主体とした押出成

形、圧延成形、射出成形により、各種合成樹脂製

品の製造・販売 

・ユーザーの環境対応ニーズに応えた塩化ビニ

ル代替素材（非塩ビ化）事業、先端市場ニーズに

対応した超微粒子（ナノテク）事業に注力 

建設・土木用資材、建装用資

材、農業・包装用フィルム、工業

用品 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

50 ・接着剤、シーリング材、ワックスの製造・販売、

工業製品・化学製品の販売 

・ユーザーニーズの把握に努め、環境・安全に配

慮しながら、使いやすく、信頼される製品を開発

（自己創出型の価値創造） 

製品（工業用接着剤、家庭用接

着剤、シーリング材、ワックス、

その他）、商品（工業製品、合成

樹脂、その他）、不動産賃貸 

Ｑ. 事業定義に機能が含まれているか？ 
□ はい     
□ いいえ 
□ どちらとも言えない 

その他、当調査に関してご意見等あれば、お書き下さい。 

                                                                          

                                                                       

                                                                       

                                                                         

ご協力有り難うございました。 
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付属資料 7．機能性評価結果の分析23

 

① 電機企業機能性評価の主成分分析結果（変数：評価者） 

 説明された分散の合計 

初期の固有値 抽出後の負荷量平方和 

成分 合計 分散の % 累積 % 合計 分散の % 累積 % 

1 8.528 29.406 29.406 8.528 29.406 29.406 

2 2.138 7.373 36.779 2.138 7.373 36.779 

3 2.073 7.147 43.926 2.073 7.147 43.926 

4 1.728 5.959 49.885 1.728 5.959 49.885 

5 1.661 5.729 55.614 1.661 5.729 55.614 

6 1.469 5.064 60.678 1.469 5.064 60.678 

7 1.314 4.531 65.209 1.314 4.531 65.209 

8 1.210 4.173 69.382 1.210 4.173 69.382 

9 .991 3.419 72.801    

.911 3.143 75.944    10 

11 .868 2.993 78.937    

12 .771 2.659 81.595    

13 .707 2.440 84.035    

14 .604 2.084 86.119    

15 .561 1.933 88.052    

16 .462 1.592 89.645    

17 .440 1.519 91.164    

18 .434 1.498 92.662    

19 .356 1.226 93.888    

20 .325 1.120 95.008    

21 .286 .988 95.996    

22 .247 .851 96.848    

23 .220 .759 97.606    

24 .187 .644 98.250    

25 .165 .569 98.819    

26 .135 .464 99.283    

27 .107 .371 99.654    

28 .062 .213 99.867    

29 .039 .133 100.000    

 

 

  

 

 

 

 

 

 

                                                  
23全てSPSSアウトプットより。 
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成分行列 

成分 
 評価者 

1 2 3 4 5 6 7 8 

A .762 .247 -.101 -.100 .147 -.012 .166 .147

B .660 .019 -.212 -.107 -.044 -.425 -.144 -.078

C .668 -.222 .133 -.453 -.020 .073 .148 .003

D .764 -.125 -.091 .085 .077 -.343 -.080 .036

E .652 -.367 .162 .041 .026 .113 .030 -.119

F .504 .104 -.192 .674 .018 .110 -.227 .120

G .570 -.011 .181 .509 .251 -.080 .300 .154

H .688 .102 -.231 -.337 -.039 -.135 -.121 .026

I .207 .064 -.002 -.196 .579 .061 -.039 -.523

J -.100 -.217 .467 -.016 .358 .142 .023 .277

K .672 -.074 .097 .216 -.196 .194 .012 -.028

L .571 .079 .118 .139 .109 -.400 -.402 .267

M .425 -.218 .081 -.286 -.583 .041 .078 -.010

N .779 -.001 .222 .142 .008 .145 .063 -.314

O .621 -.106 .373 -.189 .011 -.222 .166 .120

P .508 .132 .049 .262 -.182 .028 .141 -.264

Q .308 .388 -.188 -.201 .216 -.015 .440 -.243

R .423 .544 -.087 -.201 .039 .226 -.323 .221

S .546 .273 .454 -.116 -.206 -.119 -.250 -.178

T .488 .048 .241 -.167 .167 .562 -.160 .330

U .477 .108 -.482 .199 -.075 .111 -.128 -.045

V .541 -.352 -.246 -.201 .167 -.317 -.154 .027

W .443 .020 -.167 .049 -.119 -.183 .608 .407

X .327 .155 -.576 -.228 .273 .323 .106 .201

Y .034 .778 .074 .171 -.011 -.121 .128 -.137

Z .639 -.280 -.312 .008 -.026 .272 -.155 -.144

AA .373 -.501 -.036 .244 .389 .071 .064 -.144

BB .462 -.106 -.152 .096 -.535 .283 .082 -.076

CC .588 .294 .562 -.033 .028 .122 .004 -.010
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企業別主成分スコア 

 
（注）クラリオンについては、評価結果に欠損値１つを含むため、スコアは算出されない。 
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② 化学企業機能性評価の主成分分析結果（変数：評価者） 

 説明された分散の合計 

初期の固有値 抽出後の負荷量平方和 

成分 合計 分散の % 累積 % 合計 分散の % 累積 % 

1 7.453 25.700 25.700 7.453 25.700 25.700 

2 2.600 8.964 34.664 2.600 8.964 34.664 

3 2.393 8.253 42.916 2.393 8.253 42.916 

4 1.802 6.214 49.130 1.802 6.214 49.130 

5 1.583 5.458 54.588 1.583 5.458 54.588 

6 1.439 4.962 59.550 1.439 4.962 59.550 

7 1.337 4.612 64.162 1.337 4.612 64.162 

8 1.217 4.195 68.357 1.217 4.195 68.357 

9 1.094 3.771 72.128 1.094 3.771 72.128 

10 .972 3.352 75.479    

11 .913 3.149 78.628    

12 .818 2.821 81.449    

13 .692 2.386 83.835    

14 .675 2.328 86.163    

15 .637 2.198 88.361    

16 .510 1.759 90.120    

17 .467 1.610 91.729    

18 .410 1.414 93.143    

19 .380 1.310 94.453    

20 .346 1.194 95.647    

21 .277 .954 96.601    

22 .259 .893 97.494    

23 .192 .663 98.157    

24 .158 .545 98.702    

25 .106 .367 99.069    

26 .095 .328 99.397    

27 .069 .237 99.634    

28 .064 .219 99.853    

29 .043 .147 100.000    
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成分行列 

成分 
評価者 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 

A .668 .277 -.398 -.250 -.041 -.150 .108 -.084 .075

B .313 -.025 -.072 .002 .536 -.455 -.300 -.084 -.194

C .782 .102 .143 -.116 -.035 .065 -.219 -.082 -.025

D -.153 .507 .241 .327 -.252 -.294 .157 .304 .149

E .728 -.019 .133 .057 -.119 -.263 .083 .118 -.109

F .673 .026 -.268 .331 -.278 -.136 -.267 .049 -.111

G .666 -.438 .118 -.048 -.156 -.008 .151 -.158 .065

H .216 -.056 -.173 .001 .561 .022 -.171 .213 .408

I .585 .013 .561 .047 -.059 -.260 .147 .030 -.012

J .386 .345 .107 -.292 .293 -.123 .315 .411 .046

K .494 -.252 -.317 -.265 -.288 .157 -.107 .164 .027

L .430 .134 .467 -.467 .232 .161 -.019 .228 -.072

M .423 .447 .086 .041 .121 .344 .114 -.108 -.233

N .263 .554 .389 -.156 .036 -.129 -.258 -.312 .213

O .555 .301 -.219 .217 -.064 .267 .055 -.387 -.224

P .551 .183 -.106 .205 -.157 -.074 -.501 .250 -.300

Q .697 .007 -.195 .014 -.039 -.007 -.003 .407 -.165

R .540 -.394 .065 .306 .151 -.274 .250 -.068 .020

S .340 -.506 .279 .402 .091 .040 .188 .134 -.160

T .571 -.100 -.099 .265 .254 -.073 -.028 -.137 .375

U .621 -.169 .259 .159 .130 .177 -.202 -.164 .131

V .601 -.355 .097 -.054 -.156 .108 .318 -.017 .017

W .738 .039 -.294 -.063 .212 .110 .178 -.278 .067

X -.106 .219 -.505 .482 .235 .261 .304 .201 .066

Y .461 .350 -.577 -.294 -.064 -.058 .192 .035 .001

Z .297 .134 .047 .316 -.286 .254 -.269 .193 .524

AA .174 .065 .378 .103 .262 .621 -.086 .172 -.176

BB .218 .550 .357 .143 -.243 .010 .290 -.134 .115

CC .348 -.394 -.004 -.453 -.278 .164 -.033 .097 .213
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企業別主成分スコア 
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③ 電機企業機能性評価の記述統計 

  度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 変動係数 分散 

日立製作所 29 .00 2.00 .2759 .64899 2.35227  .421

ソニー 29 .00 2.00 1.4138 .90701 0.64154  .823

松下電器産業 29 .00 2.00 .5862 .90701 1.54727  .823

東芝 29 .00 2.00 1.1379 .95335 0.83782  .909

ＮＥＣ 29 .00 2.00 .5172 .87099 1.68405  .759

富士通 29 .00 2.00 .5172 .87099 1.68405  .759

三菱電機 

キヤノン 

29 

29 

00

.00

2.00

2.00

.4483

.6897

.82748 

.92980 

1.84582 

1.34812  

.685

.865

三洋電機 29 .00 2.00 1.6897 .71231 0.42156  .507

シャープ 29 .00 2.00 1.2414 .95076 0.76588  .904

リコー 29 .00 2.00 1.5517 .82748 0.53327  .685

セイコーエプソン 29 .00 2.00 1.8276 .53911 0.29498  .291

松下電工 29 .00 2.00 1.4828 .87099 0.58740  .759

京セラ 29 .00 2.00 1.0690 .99753 0.93314  .995

日本ビクター 29 .00 2.00 .6897 .92980 1.34812  .865

コニカミノルタホールディングス 29 .00 2.00 .3793 .77523 2.04384  .601

富士電機ホールディングス 29 .00 2.00 .8276 1.00246 1.21129  1.005

パイオニア 29 .00 2.00 1.4828 .87099 0.58740  .759

ＴＤＫ 29 .00 2.00 .2414 .63556 2.63281  .404

沖電気工業 29 .00 2.00 .9655 .98135 1.01642  .963

アルプス電気 29 .00 2.00 1.2069 .97758 0.80999  .956

オムロン 29 .00 2.00 .3448 .76885 2.22984  .591

東京エレクトロン 29 .00 2.00 .7586 .95076 1.25331  .904

カシオ計算機 29 .00 2.00 1.0690 .99753 0.93314  .995

村田製作所 29 .00 2.00 .4138 .82450 1.99251  .680

横河電機 29 .00 2.00 1.3103 .96745 0.73834  .936

ローム 29 .00 2.00 1.1724 1.00246 0.85505  1.005

東芝テック 29 .00 2.00 .6897 .92980 1.34812  .865

住友電装 29 .00 2.00 1.0000 .96362 0.96362  .929

船井電機 29 .00 2.00 .9655 .98135 1.01642  .963

小糸製作所 29 .00 2.00 1.7241 .64899 0.37642  .421

日本電産 29 .00 2.00 .7931 .97758 1.23261  .956

日本無線 29 .00 2.00 .5862 .90701 1.54727  .823

スタンレー電気 29 .00 2.00 1.5517 .82748 0.53327  .685

ミネベア 29 .00 2.00 .8621 .99010 1.14847  .980

ファナック 29 .00 2.00 .5862 .90701 1.54727  .823

安川電機 29 .00 2.00 .7241 .95978 1.32548  .921

キョウデン 29 .00 2.00 1.4828 .87099 0.58740  .759

ホシデン 29 .00 2.00 .9655 1.01710 1.05344  1.034

イビデン 29 .00 2.00 .7586 .95076 1.25331  .904

ミツミ電機 29 .00 2.00 .1034 .40925 3.95793  .167

アルパイン 29 .00 2.00 1.8621 .44111 0.23689  .195

日立マクセル 29 .00 2.00 1.1379 .99010 0.87011  .980

大日本スクリーン製造 29 .00 2.00 .6552 .89745 1.36973  .805

明電舎 29 .00 2.00 .2069 .61987 2.99599  .384

ケンウッド 29 .00 2.00 .2069 .61987 2.99599  .384

アドバンテスト 29 .00 2.00 1.1379 .95335 0.83782  .909

山武 29 .00 2.00 .7241 .95978 1.32548  .921

クラリオン 28 .00 2.00 .6071 .91649 1.50962  .840

富士通ゼネラル 29 .00 2.00 .1379 .51576 3.74010  .266
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④ 化学企業機能性評価の記述統計  

  度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 変動係数 分散 

富士写真フイルム 29 .00 2.00 1.4483 .86957 0.60041 .756

三菱化学 29 .00 2.00 .8966 .97632 1.08891 .953

旭化成 29 .00 2.00 .6552 .93640 1.42918 .877

住友化学 29 .00 2.00 .6207 .90292 1.45468 .815

三井化学 29 .00 2.00 .5862 .90701 1.54727 .823

大日本インキ化学工業 29 .00 2.00 .2759 .64899 2.35227 .421

花王 29 .00 2.00 1.6552 .76885 0.46451 .591

信越化学工業 29 .00 2.00 .6897 .96745 1.40271 .936

積水化学工業 29 .00 2.00 .4828 .82897 1.71700 .687

昭和電工 29 .00 2.00 .3793 .72771 1.91856 .530

資生堂 29 .00 2.00 1.7241 .64899 0.37642 .421

日立化成工業 29 .00 2.00 .6207 .90292 1.45468 .815

宇部興産 29 .00 2.00 .4483 .78314 1.74691 .613

東ソー 29 .00 2.00 1.1379 .95335 0.83782 .909

日東電工 29 .00 2.00 .8966 1.01224 1.12898 1.025

カネボウ 29 .00 2.00 .4483 .78314 1.74691 .613

カネカ 29 .00 2.00 .5862 .86674 1.47857 .751

三菱ガス化学 29 .00 2.00 .4483 .82748 1.84582 .685

ライオン 29 .00 2.00 1.7241 .70186 0.40709 .493

ダイセル化学工業 29 .00 2.00 .4828 .82897 1.71700 .687

ＪＳＲ 29 .00 2.00 .6207 .90292 1.45468 .815

エア・ウォーター 29 .00 2.00 1.0345 1.01710 0.98318 1.034

電気化学工業 29 .00 2.00 .7241 .95978 1.32548 .921

ユニ・チャーム 29 .00 2.00 1.5862 .82450 0.51980 .680

大陽日酸 29 .00 2.00 .5172 .87099 1.68405 .759

トクヤマ 29 .00 2.00 .4138 .82450 1.99251 .680

東洋インキ製造 29 .00 2.00 .5172 .87099 1.68405 .759

日本ゼオン 29 .00 2.00 .8621 .99010 1.14847 .980

小林製薬 29 .00 2.00 1.0000 .96362 0.96362 .929

日本ペイント 29 .00 2.00 .5862 .86674 1.47857 .751

関西ペイント 29 .00 2.00 .4828 .87099 1.80404 .759

セントラル硝子 29 .00 2.00 .3448 .76885 2.22984 .591

三菱樹脂 29 .00 2.00 .3448 .76885 2.22984 .591

住友ベークライト 29 .00 2.00 .5517 .82748 1.49987 .685

日本触媒 29 .00 2.00 1.0000 1.00000 1.00000 1.000

コーセー 29 .00 2.00 1.0690 .99753 0.93314 .995

日産化学工業 29 .00 2.00 .5172 .82897 1.60280 .687

旭電化工業 29 .00 2.00 .3793 .77523 2.04384 .601

日本油脂 29 .00 2.00 .3103 .66027 2.12784 .436

日本曹達 29 .00 2.00 .4828 .87099 1.80404 .759

呉羽化学工業 29 .00 2.00 .7241 .92182 1.27306 .850

大日精化工業 29 .00 2.00 .6207 .90292 1.45468 .815

東亞合成 29 .00 2.00 .2069 .61987 2.99599 .384

日本化薬 29 .00 2.00 .8966 .93903 1.04732 .882

エフピコ 29 .00 2.00 .8276 1.00246 1.21129 1.005

ニフコ 29 .00 2.00 .7241 .95978 1.32548 .921

アキレス 29 .00 2.00 .1724 .53911 3.12709 .291

高砂香料工業 29 .00 2.00 .4138 .77998 1.88492 .608

シーアイ化成 29 .00 2.00 1.2069 .94034 0.77914 .884

コニシ 29 .00 2.00 1.1379 .95335 0.83782 .909
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付属資料 8．機能性と主要業績指標の相関行列24

 

①電機 50 社 

Pearsonの相関係数 

  

機能性

評価点 

売上伸び

率97-03

年度 

売上伸び

率98-03

年度 

営業利

益率

97-03年

度 

営業利

益率

98-03

年度 

営業利

益変化

率97-03

年度 

営業利

益変化

率98-03

年度 

時価総

額97 

年度 

時価総

額03 

年度 

時価伸

び率

97-02

年度 

時価伸

び率

97-03

年度 

機能性

評価点 
1 .393(**) .384(**) .024 .027 -.025 -.096 -.090 .004 .338(*) .330(*)

売上伸

び97-03

年度 

.393(**) 1 .967(**) .084 .077 -.228 -.370(**) -.124 -.071 .335(*) .361(*)

売上伸

び98-03

年度 

.384(**) .967(**) 1 .072 .045 -.353(*) -.317(*) -.137 -.084 .304(*) .335(*)

営業利

益97-03

年度 

.024 .084 .072 1 .994(**) -.183 -.229 .054 .248 .435(**) .271

営業利

益98-03

年度 

.027 .077 .045 .994(**) 1 -.085 -.188 .049 .251 .450(**) .296(*)

営業利

益変化

97-03 

年度 

-.025 -.228 -.353(*) -.183 -.085 1 .659(**) -.083 .017 .086 .291(*)

営業利

益変化

98-03 

年度 

-.096 -.370(**) -.317(*) -.229 -.188 .659(**) 1 -.050 .024 -.022 .183

時価総

額97 

年度 

-.090 -.124 -.137 .054 .049 -.083 -.050 1 .868(**) .061 -.206

時価総

額03 

年度 

.004 -.071 -.084 .248 .251 .017 .024 .868(**) 1 .276 .068

時価伸

び97-02

年度 

.338(*) .335(*) .304(*) .435(**) .450(**) .086 -.022 .061 .276 1 .888(**)

時価伸

び97-03

年度 

.330(*) .361(*) .335(*) .271 .296(*) .291(*) .183 -.206 .068 .888(**) 1

**：1％水準で有意(両側)  

* ：5％水準で有意(両側)  

                                                  
24全てSPSSアウトプットより。 
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②化学50社 

Pearsonの相関係数 

  

機能性

評価点 

売上伸び

率97-03

年度 

売上伸び

率98-03 

年度 

営業利

益率

97-03

年度 

営業利

益率

98-03

年度 

営業利

益変化

率97-03

年度 

営業利

益変化

率98-03

年度 

時価総

額97 

年度 

時価総

額03 

年度 

時価伸

び率

97-02

年度 

時価伸

び率

97-03

年度 

機能性

評価点 
1 .422(**) .388(**) .363(**) .355(*) -.009 -.072 .411(**) .381(**) .196 .084

売上伸

び97-03

年度 

.422(**) 1 .937(**) .437(**) .424(**) .016 -.060 .317(*) .330(*) .326(*) .259

売上伸

び98-03

年度 

.388(**) .937(**) 1 .375(**) .363(**) .072 .049 .336(*) .363(**) .317(*) .281(*)

営業利

益97-03

年度 

.363(**) .437(**) .375(**) 1 .996(**) .210 .090 .436(**) .609(**) .510(**) .414(**)

営業利

益98-03

年度 

.355(*) .424(**) .363(**) .996(**) 1 .268 .126 .413(**) .601(**) .535(**) .441(**)

営業利

益変化

97-03 

年度 

-.009 .016 .072 .210 .268 1 .912(**) -.160 .054 .321(*) .472(**)

営業利

益変化

98-03 

年度 

-.072 -.060 .049 .090 .126 .912(**) 1 -.196 -.041 .219 .404(**)

時価総

額97 

年度 

.411(**) .317(*) .336(*) .436(**) .413(**) -.160 -.196 1 .899(**) .049 -.098

時価総

額03 

年度 

.381(**) .330(*) .363(**) .609(**) .601(**) .054 -.041 .899(**) 1 .254 .154

時価伸

び97-02

年度 

.196 .326(*) .317(*) .510(**) .535(**) .321(*) .219 .049 .254 1 .929(**)

時価伸

び97-03

年度 

.084 .259 .281(*) .414(**) .441(**) .472(**) .404(**) -.098 .154 .929(**) 1

**：1％水準で有意(両側)  

* ：5％水準で有意(両側) 
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③化学 43 社  

Pearsonの相関係数 

  

機能性

評価点 

売上伸び

率97-03

年度 

売上伸び

率98-03 

年度 

営業利

益率

97-03

年度 

営業利

益率

98-03

年度 

営業利

益変化

率97-03

年度 

営業利

益変化

率98-03

年度 

時価総

額97 

年度 

時価総

額03 

年度 

時価伸

び率

97-02

年度 

時価伸

び率

97-03

年度 

機能性

評価点 
1 .675(**) .762(**) .288 .261 -.289 -.289 .398(**) .360(*) .223 .098

売上伸

び97-03

年度 

.675(**) 1 .940(**) .433(**) .422(**) -.162 -.286 .348(*) .395(**) .474(**) .347(*)

売上伸

び98-03

年度 

.762(**) .940(**) 1 .413(**) .405(**) -.073 -.146 .397(**) .460(**) .491(**) .386(*)

営業利

益97-03

年度 

.288 .433(**) .413(**) 1 .995(**) .042 -.075 .397(**) .597(**) .593(**) .474(**)

営業利

益98-03

年度 

.261 .422(**) .405(**) .995(**) 1 .121 -.020 .362(*) .581(**) .634(**) .522(**)

営業利

益変化

97-03 

年度 

-.289 -.162 -.073 .042 .121 1 .884(**) -.327(*) -.084 .452(**) .627(**)

営業利

益変化

98-03 

年度 

-.289 -.286 -.146 -.075 -.020 .884(**) 1 -.332(*) -.152 .299 .497(**)

時価総

額97 

年度 

.398(**) .348(*) .397(**) .397(**) .362(*) -.327(*) -.332(*) 1 .897(**) .015 -.101

時価総

額03 

年度 

.360(*) .395(**) .460(**) .597(**) .581(**) -.084 -.152 .897(**) 1 .276 .174

時価伸

び97-02

年度 

.223 .474(**) .491(**) .593(**) .634(**) .452(**) .299 .015 .276 1 .916(**)

時価伸

び97-03

年度 

.098 .347(*) .386(*) .474(**) .522(**) .627(**) .497(**) -.101 .174 .916(**) 1

**：1％水準で有意(両側)  

* ：5％水準で有意(両側) 
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④電機 50 社＋化学 43 社 

Pearsonの相関係数 

  

機能性

評価点 

売上伸び

率97-03

年度 

売上伸び

率98-03

年度 

営業利

益率

97-03

年度 

営業利

益率

98-03

年度 

営業利

益変化

率97-03

年度 

営業利

益変化

率98-03

年度 

時価総

額97 

年度 

時価総

額03 

年度 

時価伸

び率

97-02

年度 

時価伸

び率

97-03

年度 

機能性

評価点 
1 .451(**) .444(**) .073 .061 -.158 -.153 .095 .162 .266(*) .216(*)

売上伸

び97-03

年度 

.451(**) 1 .963(**) .131 .120 -.239(*) -.358(**) -.029 .028 .342(**) .328(**)

売上伸

び98-03

年度 

.444(**) .963(**) 1 .112 .084 -.321(**) -.292(**) -.046 .012 .314(**) .314(**)

営業利

益97-03

年度 

.073 .131 .112 1 .993(**) -.153 -.211(*) .093 .284(**) .444(**) .299(**)

営業利

益98-03

年度 

.061 .120 .084 .993(**) 1 -.053 -.166 .073 .273(**) .469(**) .332(**)

営業利

益変化

97-03 

年度 

-.158 -.239(*) -.321(**) -.153 -.053 1 .693(**) -.208(*) -.106 .198 .388(**)

営業利

益変化

98-03 

年度 

-.153 -.358(**) -.292(**) -.211(*) -.166 .693(**) 1 -.113 -.048 .075 .274(**)

時価総

額97 

年度 

.095 -.029 -.046 .093 .073 -.208(*) -.113 1 .885(**) .011 -.195

時価総

額03 

年度 

.162 .028 .012 .284(**) .273(**) -.106 -.048 .885(**) 1 .228(*) .057

時価伸

び97-02

年度 

.266(*) .342(**) .314(**) .444(**) .469(**) .198 .075 .011 .228(*) 1 .900(**)

時価伸

び97-03

年度 

.216(*) .328(**) .314(**) .299(**) .332(**) .388(**) .274(**) -.195 .057 .900(**) 1

**：1％水準で有意(両側)  

* ：5％水準で有意(両側) 
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付属資料 9．企業ヒアリング調査票 

ご回答者の皆様へ 

平成 18 年 2 月吉日 

事業定義に関するヒアリング調査票 

 

貴社の過去（主に 1998 年前後）の事業定義に関して、以下の事項ごとに可能な範囲でお答え頂

ければ幸いです。尚、本調査は、学術的研究にのみ使用され、その他の目的に使用されることは一

切ありませんので、是非ご協力をお願い申し上げます。 

 

質問項目 

1998 年当時の貴社の全社的（或は、グループとして）事業定義｢××××××××××××××××

××××××××｣について、お伺いします。 

1. 貴社では、全社の事業定義をどのように見直されていますか？定期（３年ごと、５年ごと、１０年

ごと）、或は、不定期（トップ交代時等） 

2. 上記事業定義は、いつ、誰が、どのような理由で、どのようにして設定されたのでしょうか？ 

3. 事業定義は、貴社の全体組織にどのような影響をもたらしたでしょうか？できるだけ具体的に

お聞かせ下さい。 

4. 事業定義は、いつごろまで有効だったでしょうか？既に大幅な変更がなされている場合は、変

更の時期や理由についてお聞かせ下さい。 

5. 事業定義は、事業分野別（下位レベル）に展開されていたでしょうか？事業分野別の具体的な

事業定義があれば、お聞かせ下さい。（複数可） 

 

以下、下位レベルの事業定義についてお伺いします。 

6. 下位レベルの事業定義は、いつ、誰が、どのような理由で、どのようにして設定されたのでしょ

うか？ 

7. 下位レベルの事業定義は、組織にどのような影響をもたらしたのでしょうか？具体的な例でお

示し下さい。 

8. 各事業分野別の事業定義の下、上市が実現した製品・サービスがあれば、例示下さい。 

9. 下位レベルの事業定義は、いつごろまで有効だったでしょうか？既に大幅な変更がなされてい

る場合は、変更の時期や理由についてお聞かせ下さい 

10. 貴社では、下位レベルの事業定義をどのように見直されていますか？定期（３年ごと、５年ごと、

１０年ごと）、或は、不定期（事業部門長の交代時等） 

11. 貴社では、事業定義に際して、何を基軸にされていますか？重要性の高い順にお答えください。

顧客、顧客価値（機能）、技術、製品等 

 

ご協力有り難うございました。 
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付属資料 10．企業アンケート調査票 

ＦＡＸ ０３－５２７５－８３２７ 日本大学大学院グローバル・ビジネス研究科 若林 広二宛 
 

事業定義に関するアンケート調査票 

平成 18 年 2 月吉日 

 

過去の貴社事業定義に関する以下の事項について、可能な範囲でお答え頂ければ幸いです。尚、

本調査は、学術的研究にのみ使用され、その他の目的に使用されることは一切ありませんので、是

非ご協力をお願い申し上げます。 

 

1998 年当時の貴社の全社的（或は、グループとしての）事業定義｢××××××××××××××

××××××××××｣について、最も妥当と思われる答えの番号を１つだけ  や○で囲むか、空

欄に数字等をご記入下さい。（Ｑ６、Ｑ７のみ、複数回答可） 

 

Ｑ１．貴社では、全社の事業定義をどのような期間で見直されていますか？ 

１ 定期的に毎年 

２ 定期的に２～３年毎に 

３ 定期的に４～５年毎に 

４ 定期的に６年以上の期間で 

５ 不定期（経営トップ交代時等）に 

Ｑ２．上記事業定義は、貴社の全体組織にどの程度影響したでしょうか？ 

１ まったく影響していない 

２ あまり影響していない 

３ どちらとも言えない 

４ ある程度影響している 

５ 大きく影響している 

Ｑ３．上記事業定義は、いつごろまで有効だったでしょうか？ 

１ ～1998 年（すぐ変更された） 

２ ～2000 年 

３ ～2002 年 

４ ～2004 年 

５ ～現在 

具体的には、  年  月ごろ設定され、  年  月ごろまで有効だった。 

Ｑ４．上記の全社事業定義は、事業分野別にどの程度展開（下方展開）されていたでしょうか？（｢展

開｣とは、全社事業定義に基づき、その範囲の中で、より具体的な事業定義を設定することで

す） 
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１ まったく展開されていない 

２ あまり展開されていない（一部の組織にのみ） 

３ どちらとも言えない 

４ ある程度展開されている（半分以上の組織に） 

５ 全事業分野に展開されている 

Ｑ５．事業分野別の事業定義をどのような期間で見直されていますか（事業定義の有効期間はどの

程度でしょうか）？ 

１ 定期的に毎年 

２ 定期的に２～３年毎に 

３ 定期的に４～５年毎に 

４ 定期的に６年以上の期間で 

５ 不定期（経営トップや部門トップ交代時等）に 

Ｑ６．Ｑ２で｢４｣と｢５｣とお答えになった方にお聞きします。事業定義が影響したのは、どのような領

域でしょうか？（複数回答可） 

１ 組織体制 

２ 研究・技術開発 

３ 製品開発・商品企画（製品・サービスの内容） 

４ 広告・宣伝活動 

５ 調達・生産・物流 

６ 従業員全体のモチベーション 

７ その他 （具体的に）                                             

Ｑ７．貴社では、一般的に以下のどの要素を中心に事業を定義・展開されていますか？（複数回答

可） 

１ 顧客 

２ 技術 

３ 顧客価値（機能） 

４ 製品 

５ その他（具体的に）                  

上記Ｑ７で複数回答の方のみ、重要性の高い順に番号でお答え下さい。 

      →    →    →    →   

 

 

回答者ご氏名           、ご役職             、ご連絡先（ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ等）            

ご 協 力 有 り 難 う ご ざ い ま し た 。  若 林 広 二 （ 電 話 ： 03-5275-9459 、 E- メ ー ル ：

kouji@gsb.nihon-u.ac.jp） 
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付属資料 11．重回帰分析の結果25

 

① モデル A₄ （一次線形、整合度上位 11 社） 

モデル R R² 調整済みR² F 値 有意確率

A₄  .696(a) .485 .356 3.768 .070

 

非標準化係数 標準化係数モデル 

 

  

  B 標準誤差 ﾍﾞｰﾀ 

t 有意確率 
VIF 

（多重共線性）

A₄  定数 -14.363 12.857  -1.117 .296 

  機能性 5.541 2.385 .619 2.323 .049 1.103

  整合度 13.026 19.119 .182 .681 .515 1.103

a  従属変数: 成長性 

 

 

② モデル A₅ （一次線形、整合度下位 14 社） 

モデル R R² 調整済みR² F 値 有意確率

A₅  .797(a) .635 .569 9.572 .004

 

非標準化係数 標準化係数モデル 

 

  

  B 標準誤差 ﾍﾞｰﾀ 

t 有意確率 
VIF 

（多重共線性）

A₅  定数 -5.775 1.529  -3.776 .003 

  機能性 4.865 1.780 .585 2.733 .019 1.383

  整合度 6.680 4.552 .314 1.467 .170 1.383

a  従属変数: 成長性 

 

 

③ モデル B₁ （対数、機能性上位 10 社） 

モデル R 
R² 調整済みR² F 値 有意確率 

B₁  .802(a) .643 .541 6.312 .027

 

非標準化係数 標準化係数 モデル 

  

  

  B 標準誤差 ﾍﾞｰﾀ 
t 有意確率 VIF 

（多重共線性）

B₁  (定数) .018 .008  2.211 .063 

  log（機能性） .045 .031 .353 1.475 .184 

  log（整合度） .043 .017 .612 2.558 .038 

1.124

1.124

a  従属変数: log（成長性） 

 

                                                  
25全てSPSSアウトプットより。 
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④ モデル B₂ （対数、機能性上位 10 社＋下位７社） 

モデル R 
R² 調整済みR² F 値 有意確率 

B₂  .931(a) .867 .846 42.280 .000

 

非標準化係数 標準化係数モデル 

 

  

  B 標準誤差 ﾍﾞｰﾀ 

t 有意確率 
VIF 

（多重共線性）

B₂  (定数) .016 .003  5.732 .000 

  log（機能性） .029 .006 .636 4.861 .000 1.668

  log（整合度） .019 .006 .388 2.967 .011 1.668

a  従属変数: log（成長性） 

 

⑤ モデル B₃ （対数、全 25 社） 

モデル R R² 調整済みR² F 値 有意確率 

B₃  .718(a) .515 .467 10.637 .001

 

非標準化係数 標準化係数モデル 

 

  

  B 標準誤差 ﾍﾞｰﾀ 

t 有意確率 
VIF 

（多重共線性）

B₃  (定数) .011 .005  2.387 .027 

  log（機能性） .033 .010 .606 3.179 .005 1.497

  log（整合度） .009 .010 .171 .898 .380 1.497

a  従属変数: log（成長性） 

 

 

⑥ モデル C₁ （交互作用、機能性上位 10 社） 

モデル R R² 調整済みR² F 値 有意確率 

C₁  .817(a) .667 .501 4.013 .070

 

非標準化係数 標準化係数モデル 

 

  

  B 標準誤差 ﾍﾞｰﾀ 

t 有意確率 
VIF 

（多重共線性）

C₁  (定数) -17.441 29.061  -.600 .570 

  機能性 10.785 19.062 1.279 .566 .592 92.251

  整合度 26.354 43.898 2.142 .600 .570 229.614

 機能性×整合度 -12.057 28.574 -2.023 -.422 .688 414.666

a  従属変数: 成長性 
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⑦ モデル C₂ （交互作用、機能性上位 10 社＋下位７社） 

モデル R R² 調整済みR² F 値 有意確率 

C₂  .931(a) .866 .835 28.051 .000

 

非標準化係数 標準化係数モデル 

 

  

  B 標準誤差 ﾍﾞｰﾀ 

t 有意確率 
VIF 

（多重共線性）

C₂  (定数) -5.354 1.243  -4.306 .001 

  機能性 2.902 2.431 .469 1.194 .254 14.973

  整合度 4.616 3.264 .279 1.414 .181 3.787

 機能性×整合度 1.923 3.909 .233 .492 .631 21.750

a  従属変数: 成長性 

 

 

⑧ モデル C₃ （交互作用、全 25 社） 

モデル R R² 調整済みR² F 値 有意確率 

C₃  .745(a) .555 .492 8.740 .001

 

非標準化係数 標準化係数モデル 

 

  

  B 標準誤差 ﾍﾞｰﾀ 

t 有意確率 
VIF 

（多重共線性）

C₃  (定数) -5.694 2.168  -2.627 .016 

  機能性 6.093 3.029 .798 2.012 .057 7.423

  整合度 3.047 5.321 .184 .573 .573 4.900

 機能性×整合度 -1.831 5.346 -.196 -.342 .735 15.404

a  従属変数: 成長性 

 
121



謝辞 

 

 

本論文の作成にあたり、次の先生方にご指導頂いた。記して御礼を申し上げたい。イノ

ベーションマネジメント研究科長 圓川隆夫教授、指導教員・イノベーション専攻長 長田

洋教授、論文審査員 田辺孝二教授、同 京本直樹教授、同 中川秀敏准教授。同じく論文審

査員の社会理工学研究科価値システム専攻 木嶋恭一教授。貴重なご意見を頂いた二宮祥一

教授。 

 

社会人大学院への入学にあたり、ご承認頂いた瀨在幸安前日本大学総長を始め、研究の

継続についてご理解頂いた小嶋勝衛総長とグローバル・ビジネス研究科の教職員一同に感

謝したい。 

 

また、事業定義の評価パネルに評価者としてご参加頂いた日本大学大学院グローバル・

ビジネス研究科の在学生（当時）、ヒアリング調査やアンケート調査にご協力頂いた企業の

関係者、過去の新製品プレスリリースをご提供頂いた各社広報担当の皆様にも、併せて感

謝したい。 

 

最後に、母校東京工業大学とイノベーションマネジメント研究科のますますの発展を祈

念する次第である。 

 

 

2007 年 11 月 

 


